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第１章 総論 

１－１ 計画策定の趣旨 

近年、気候変動に伴い集中豪雨や大型台風が頻発する等、災害が多岐にわたるほか、今後 30 年

以内に 70％の確率で起こるとされる首都直下地震等、大規模自然災害の発生が懸念されている。 

直近では、令和元(2019)年に発生した令和元年房総半島台風（台風第 15 号）において、本市

は建物の全壊・半壊や断水、長期間にわたる停電、空港における滞留者の発生といった大きな被

害を受けた。このことから、多岐にわたる災害に向けた防災・減災対策が急務となっている。 

一方、国においては、平成 25(2013)年 12 月に「強くしなやかな国民生活の実現を図るための

防災・減災等に資する国土強靱化基本法」（以下「国土強靱化基本法」という。）が公布、施行さ

れ、平成 26(2014)年 6 月に同法に基づく「国土強靱化基本計画」が閣議決定された。また、平

成 30(2018)年 6 月に「国土強靱化アクションプラン 2018」や令和元(2019)年６月には「国土

強靱化地域計画策定ガイドライン」が見直された。 

これらの法や計画では、市町村は国土強靱化を推進する責務を有しており、その責務を達成す

るための計画として、国土強靱化地域計画を策定することが求められている。さらに、平成

27(2015)年の国連持続可能な開発サミットにおいて採択された、令和 12(2030)年を期限とする

持続可能な開発目標（SDGs）(※１)の取組として、国は SDGs 実施指針を策定し、優先課題の一つ

として「持続可能で強靱な国土と質の高いインフラの整備」を定めている。 

これらの状況を踏まえ、本市においても、発災時の人命保護や被害の最小化を図るべく、本市

における総合計画等で示されている取組や将来像と整合を図りながら、市のあらゆる行政計画の

指針として、分野横断的・網羅的に取組を整理するための計画として成田市国土強靱化地域計画

を策定するものである。 
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１－２ 本市の地域特性 

（１）自然特性 

ア 地勢 

（ア）位置・面積 

本市は千葉県の北部中央の北総台地に位置し、北は神崎町、利根川を隔てて茨城県、西

は栄町、印旛沼を隔てて印西市、南は酒々井町、富里市、芝山町、東は多古町、香取市に接

する。面積は 213.84 ㎢（県下６位）で県土の約 4.1％を占める。東西は 20.1km、南北は

19.9km の広さである。 

 

（イ）地形 

市の地形は、おおむね平坦な丘陵地で、南部及び東部から北部及び西部に向かって低く

なっており、南部及び東部の台地と北部及び西部の低地に大別される。 

平均標高は 20m 前後で、最も高い地点は標高 42m の南三里塚地先、最も低い地点は

0.5m の利根川となっている。 

根木名川水系や印旛沼の水系から入る浸食谷によって複雑な地形となっている台地部で

は山林と畑が混在しており、利根川・根木名川・荒海川・印旛沼の周辺には水田が広がっ

ている。台地部は、下総台地と呼ばれる。 

 

（ウ）河川 

一級河川として、利根川・大須賀川・根木名川・派川根木名川・尾羽根川・荒海川・小橋

川・取香川・十日川・派川十日川・竜台川が流れている。 

 

イ 地質 

台地部分は、地表より３～６m の厚さで赤褐色の関東ローム層が堆積している。これは、

富士山や箱根火山の噴火による火山灰が堆積したものである。 

関東ローム層の下位には黄褐色の砂層と小さな砂利混じりの厚い砂層（成田層）が堆積し

ている。低地は、河川によって運ばれた砂や泥が堆積して形成されたもので、沖積低地と呼

ばれる。特に、台地に樹枝状に入り込んでいる谷には、腐植土が堆積し、湿潤な環境にある。 

 

ウ 気象 

本市は千葉県の内陸に位置し黒潮暖流の影響を受けにくいことから、県内では比較的寒冷

な地域であり、冬季は季節風の影響を受け厳しい寒さとなる。また、夏季から秋季に当たっ

ては、台風や低気圧が通過するため大雨や強風により被害が発生しやすい気象条件となる。 

平成 22(2010)年～令和元(2019)年の過去 10 年間の年間平均気温は 15.0℃程である。 

平均年間降水量は 1,500mm 弱（気象庁, 平成 22(2010)年～令和元(2019)年の統計）で、

月別にみると秋雨前線や台風の影響の大きい９～10 月で多くなっている。  
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（２）社会・経済特性 

ア 人口 

本市の人口は増加が見込まれているが、令和 27(2045)年頃をピークに減少傾向に転じる

ことが予測されている。 

年齢別構成では、生産年齢人口は令和 12(2030)年を境に減少が予測されている。年少人

口は緩やかに増加していく予想となっているが、65 歳以上の老年人口が年々増加することが

予測されており、老年人口比率は今後 30 年間で約 8%上昇すると予測されている。 

 

※年少人口  …0～14 歳の人口 

生産年齢人口 …15～64 歳の人口 

老年人口  …65 歳以上人口 

 

 
図 成田市将来人口推計 

出典：成田市総合計画「NARITA みらいプラン」第１編 序論より抜粋 
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イ インフラ 

（ア）空港 

昭和 53 年５月に開港し、平成 30(2018)年に開港 40 周年を迎えた成田国際空港は、今

日に至るまでの間、平行滑走路の供用、空港処理能力 30 万回への拡大、航空旅客数累計

11 億人突破と、「日本の空の玄関」として活躍してきた。その間、航空機発着回数、航空

旅客数は年々増加を続け、平成 30(2018)年度には 25.7 万回（国際線 20.4 万回、国内線

5.3 万回）、4,318 万人（国際線 3,587 万人、国内線 731 万人）となった。 

国内線は、本邦格安航空会社の新規就航や増便等により、発着回数・航空旅客数ともに

増加傾向にあり、航空需要の拡大や航空ネットワークの徹底強化等により、今後も充実し

ていくことが見込まれる。 

また、国際線においても、訪日ビザの免除や発給要件の緩和、消費税免税制度の拡充、

為替の円安等を背景に、アジアを中心とした訪日外国人旅行者数が急増しており、日本を

代表する国際拠点空港としての役割がますます求められている。 

 

（イ）道路 

道路交通網としては、成田国際空港周辺地域と東京都心を結ぶ東関東自動車道が市内を

縦断し、中心市街地・成田山を中心に国道 51 号、295 号、408 号、409 号、464 号など

が延びる放射状の交通網が形成されている。平成 27(2015)年６月に首都圏中央連絡自動

車道の神崎 IC・大栄 JCT 間が開通し、現在、大栄 JCT・松尾横芝 IC 間が整備中である。

さらに、成田国際空港と東京外かく環状道路を結ぶ北千葉道路が整備中である。 

 

（ウ）鉄道 

鉄道は、JR 線、京成線により、東京都心と千葉・茨城方面との往来が可能である。京成

線は都営線経由で京急線と接続し、スカイライナー等の高速運行も充実するなど、利便性

が高まっている。 

 

ウ 産業経済 

主要な産業地として、市内４箇所に工業団地が整備され、製造業、運輸・倉庫業等の施

設が立地している。成田国際空港周辺とＪＲ・京成成田駅周辺に、空港利用客や成田山新

勝寺参詣客等を受け入れる宿泊施設や商業施設、県内の公設地方卸売市場６箇所のうちの

１つである成田市公設地方卸売市場が立地している。 

また、国家戦略特区制度の規制緩和により国際医療福祉大学の医学部が新設され、付属

病院である成田病院が開院した。今後、医療関連産業の集積が期待される。 

 

エ 観光 

成田国際空港を擁する国際空港都市であり、かつ、成田山新勝寺を有する歴史的な観光

都市としての強みも有している。歌舞伎や伝統芸能を活用した観光 PR や、成田国際空港

を生かしたトランジットツアーの実施などによる外国人旅行者の受入れを促進しており、

平成 30(2018)年の外国人宿泊者数は 200 万人に達した。  
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１－３ 計画の位置づけ・構成・期間 

（１）計画の位置づけ 

本計画は、国土強靱化基本法第 13 条の規定に基づき、本市における国土強靱化に関する

施策を総合的かつ計画的に推進するための基本的な計画として策定するものである。 

本計画は、本市における最上位計画である総合計画と整合・調和を図り策定する。 

 

 

図 計画の位置づけ 

 

（２）計画の構成 

本計画は、「基本計画編」及び、計画の進捗管理のための「アクションプラン編」の 2

編で構成する。 

基本計画編 

■脆弱性（※２）を改善するために必要な施策の推進方針を定める。 

・計画の基本的な考え方 

・脆弱性の分析・評価、リスクへの対応方策 

・対応方策の重点化 

アクションプラン編 
■進捗管理を行うために事業の数値目標等を定める。 

・事業内容及び数値目標等 

 

（３）計画期間 

成田市国土強靱化地域計画の計画期間は、総合計画「NARITA みらいプラン」との整合を

図るため、令和３(2021)年から令和９(2027)年までの 7 年間とする。 

なお、計画期間内にあっても、国の動向や社会情勢の変化に応じて適宜内容を見直すもの

とする。  
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１－４ 基本目標 

国土強靱化基本法では、第 7 条で、地域計画は「国土強靱化基本計画との調和が保たれたもの

でなければならない」と規定されていること、また、本市の地域特性等を踏まえ、本市の地域計

画の策定に当たっては、国土強靱化基本計画の基本目標を踏襲し、以下の４つを基本目標として、

強靱化を推進する。 

 

  いかなる大規模自然災害が発生しようとも、 

① 人命の保護が最大限に図られること 

② 市及び社会の重要な機能が致命的な障害を受けず維持されること 

③ 市民の財産及び公共施設に係る被害の最小化 

④ 迅速な復旧復興 

 

１－５ 事前に備えるべき目標 

市における強靱化を推進する上での事前に備えるべき目標として、国土強靱化基本計画を踏ま

え、次の 8 つの「事前に備えるべき目標」を設定する。 

  

① 被害の発生を抑制することにより人命を保護する 

② 救助・救急、医療活動が迅速に行われるとともに、被災者等の健康・避難生活環境を確実

に確保する 

③ 必要不可欠な行政機能は確保する 

④ 必要不可欠な情報通信機能・情報サービスは確保する 

⑤ 経済活動の機能を早期に回復する 

⑥ ライフライン、燃料供給関連施設、交通ネットワーク等の被害を最小限に留めるとともに、

早期に復旧させる 

⑦ 複合災害・二次災害の拡大を防止する 

⑧ 地域社会・経済が迅速かつ従前より強靱な姿で復興できる条件を整備する 
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第２章 脆弱性評価 

２－１ 想定するリスク 

（１）地震・液状化 

ア 災害履歴 

千葉県に被害をもたらした地震として、「延宝 5 年房総沖の地震」、「元禄 16 年元禄関

東地震」、「安政 2 年安政江戸地震」、「大正 12 年大正関東地震」、「昭和 62 年千葉県東

方沖地震」、「平成 23 年東北地方太平洋沖地震」が挙げられる。 

また、本市が被災した地震災害としては、「千葉県東方沖地震」と「東北地方太平洋沖地

震」が挙げられる。 

 

表 地震災害の履歴 
年月日 地震名 地震の規模・震源 被害の概要 

1677 
(延宝 5) 
11.4 

房総沖の
地震 

M8.0 
震源：房総半島の東
方沖合 

福島県から房総半島、八丈島にかけての地域で津波の被害が著し
く、房総半島で 246 余名が津波により亡くなったとされている。 

1703 
(元禄 16) 
12.31 

元禄関東
地震 

M8.2 
震源：房総半島南東
沖(日本海溝) 

地震の規模や房総半島南部における海岸の隆起量から、大正関東
地震よりも大きな地震であったと考えられる。房総半島南部では
震度７の揺れが発生した地域もある。房総半島はこの地震により
発生した津波に襲われ、6,500 人以上の死者が出たとされてい
る。 
[成田市の想定震度：5 以上] 

1855 
(安政 2) 
11.11 

安政江戸
地震 

M6.9 
震源：東京湾北部 

東京都東部を中心に、埼玉県西部や千葉県北西部で震度６相当の
揺れがあった。津波の被害はなかったが、各地で火災や液状化が
起こり、全体で 7,000 人以上の死者が出た。 
[成田市の想定震度：5 以上] 

1923 
(大正 12) 
9.1 

大正関東
地震 

M7.9 
震源：相模湾(相模
トラフ) 

関東地方の南部で大きな揺れが起こり、広い範囲で震度６が観測
されている。 
千葉県では房総半島南部の館山周辺で被害が大きく、木造建物の
倒壊率が 50％を超える地域が広く分布する。千葉県における被
害は死者 1,300 人以上、全潰家屋は３万棟を超え、被害域全体に
おける死者と行方不明者を合わせた数は 15 万人近くに及んだ大
震災である。 
[成田市の想定震度：5 以上] 

1987 
(昭和 62) 
12.17 

千葉県東
方沖地震 

M6.7 
震源：千葉県東方沖 
（日本海溝） 

九十九里浜付近の深さ 50 ㎞付近を震源とする M6.7 の地震で、
勝浦、千葉、銚子等で最大震度５を観測した。 
被害は千葉県を中心に広範囲に及び、県内で死者２名、重軽傷者
100 名超となったほか、多くの建物被害が発生した。なかでも、
瓦の落下等による家屋の一部破損は東金市や茂原市など、山武、
長生支庁管内を中心に７万棟を超えた。 
その他、液状化やがけ崩れ、土砂災害が多く発生したほか、電気、
水道、ガス等のライフラインは、停電、断水、供給停止となり、
地域によっては１か月以上にわたり不自由な生活を強いられた。 
[成田市の想定震度：４～5] 
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年月日 地震名 地震の規模・震源 被害の概要 
2011 
(平成 23) 
3.11 

東北地方
太平洋沖
地震 

M9.0 
震源：三陸沖 
震源の深さ： 
約 24km 

深さ 24 ㎞の三陸沖を震源とするＭ9.0 の地震で、宮城県栗原市
で震度７、宮城県、福島県、茨城県の４県 37 市町村で震度６強
を観測したほか、東日本を中心に北海道から九州地方にかけての
広い範囲で震度６弱～１を観測した。 
千葉県では、成田市及び印西市で震度６弱を観測するなど、県内
全域を襲った強い揺れに加え、旭市など太平洋沿岸地域を中心に
到来した大津波、東京湾沿岸の埋立地や利根川沿い等の低地で発
生した液状化現象により、甚大な被害が発生した。 
また、死者 20 名、行方不明者２名のほか、浸水を含む住宅等の
被害は、県下 54 市町村の 72％を占める 29 市 10 町に及んだ。 

出典：被害の概要：成田市防災アセスメント調査業務報告書(成田市, 平成 28(2016)年) 

成田市の想定震度：日本被害地震総覧[599-2012](宇佐美龍夫ほか, 平成 25(2013)年) 

 

イ 想定地震・想定される被害の特徴 

平成 28(2016)年度成田市防災アセスメント調査において、地震により市に影響が及ぶお

それのある被害（地震動、液状化危険度、建物被害、人的被害、ライフライン被害等）の想定

を実施した。防災アセスメント調査における想定地震であり、成田市全域に最も大きな被害

を及ぼす想定となる「成田空港直下地震」を、本計画の前提条件とする。 

 

表 成田空港直下地震の設定条件 

震源域の位置 成田空港直下(成田市南部 フィリピン海プレート内) 

震源域の深さ 33km 

断層面の情報 南北方向に伸び、断層面は鉛直方向(走向 0°、傾斜 90°) 

マグニチュード 7.3 

発生季節等 冬 18 時、強風時 

 

市内各地域における地理的特性等に基づいた、成田空港直下地震による被害の特徴は以下

に示すとおりである。 

 

表 被害想定一覧（成田市地域防災計画 共通編 P.共-29,30 より） 
被害項目 特徴 

想定震度 
・市域の１割強が震度６強の揺れとなり、それ以外は震度６弱となる。 
・震度６強の強い揺れが生じる区域は、利根川及び根木名川、印旛沼沿いに分布しており、地区

名では下総、豊住、久住、中郷、八生の各地区が該当する。 

液状化危険度 

・液状化現象が比較的高い区域は、利根川及び根木名川、印旛沼沿いに分布しており、地区名で
は下総、豊住、久住、中郷、八生、公津の各地区が該当する。 

・上記の領域の土地利用は主に水田であることから、水田を中心に液状化の被害を受ける可能性
がある。 

土砂災害 
危険度 

・地震時には、土砂災害危険箇所や住宅造成地等で土砂災害が発生するおそれがある。 
・市には、丘陵地の斜面など崩壊の危険性のある箇所が点在しているが、特に大栄地区と成田地

区に多い。 
・成田地区は狭い区域面積に、重なり合うように危険箇所が分布していることから、特に注意が

必要である。 
・大栄地区と下総地区の丘陵部では、山腹崩壊のリスクもある。 

建物被害 

【建物被害量】 
・地震動による市全体の建物被害量は、全壊が 1,979 棟、半壊が 6,254 棟で、全壊、半壊共に

ほとんどが地震動に起因する。 
・火災による建物の焼失棟数は２棟である。  
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被害項目 特徴 
【全壊棟数】 
・地震動による全壊棟数は、大栄地区(427 棟)、成田地区(293 棟)、遠山地区(252 棟)等で多く

みられる。  
【半壊棟数】 
・地震動による半壊棟数は、大栄地区(1,291 棟)で顕著であり、遠山地区(898 棟)、成田地区

(847 棟)、公津地区(783 棟)も比較的多い。 
・特に市の中枢部である成田地区は、駅や商業・業務施設、住宅等が集積立地しており、狭あい

道路（※３）も多いため、被害の拡大や二次災害の発生等が懸念される。  
【倒壊棟数】 
・倒壊棟数は市全体で 73 棟あり、大栄地区(15 棟)、成田地区(11 棟)、遠山地区(11 棟)で多く

みられる。  
【出火件数】 
・出火件数は、市全体で５件と少ない。 

人的被害 

・市全体の死者数等は、死者 16 人、負傷者 1,235 人である。 
・死者数は各地区１～３人で、ほとんどが建物倒壊によるものである。 
・負傷の要因も、ほとんどが建物倒壊によるもので、土砂災害及び火災による負傷者は、ほぼ発

生しない。 
・負傷者数は、大栄地区(272 人)に多くみられる。 

ライフライン
施設被害 

【電力被害(停電率)】 
・発災直後の市全体の停電率は 6.9％で、３日後には０％となり、停電が解消される。 
・中郷地区(13.6%)、豊住地区(13.1%)で発災直後の停電率が高いものの、共に翌日には 1.0％、

３日後には０％となり、停電が解消される。  
【通信被害(固定電話不通回線率)】 
・発災直後の市全体の固定電話不通回線率は 6.6％で、大規模な通信支障が発生する可能性は低

い。 
・中郷地区、豊住地区で、発災直後及び１日後の不通回線率が 10％を上回り、他地区よりも高

い。 
・発災直後から７日後までの携帯電話不通ランクは、市全域にわたり A ランク(停電率・不通回

線率の少なくとも一方が 50％超。非常につながりにくい状態)であるが、２週間後からは D ラ
ンク(停電率・不通回線率のいずれも 30％未満)となり、通信障害が改善される。  

【都市ガス(支障率)】 
・発災直後の市全体の都市ガス支障率は 10.4％で、大規模な供給支障が発生する可能性は低い。 
・成田地区のみ、発災直後から２週間後までの支障率が 20％を上回り、他地区に比べて高い。  
【上水道被害(断水率)】 
・発災直後の市全体の断水率(給水人口比)は 36.6％で、７日後で 27.0％、１か月後で 6.6％と

断水が継続する。 
・発災直後の断水率は、大栄地区(79.6％)と成田地区(66.4％)が特に高く、１か月後の断水率も

共に 15％を上回り、断水が継続する。  
【下水道被害(支障率)】 
・発災直後の市全体の支障率(処理人口比)は 3.7％で、７日後には 1.2％、１か月後には０％に

なり復旧する。 
・久住地区で発災直後の支障率が 5.7％と最も高く、下総地区、大栄地区、八生地区についても

約５％の支障率となっている。 

交通インフラ
被害 

【道路被害】 
・道路の被害箇所は 107 箇所存在し、大栄地区内での被害が 23 箇所と最も多く、遠山地区(18

箇所)、下総地区(13 箇所)も比較的多い。 
・道路種別では、市道の被害が最も多く、高速・有料道路及び一般国道の被害箇所数は少ない。  
【鉄道被害】 
・鉄道施設の被害箇所は 137 箇所存在し、このうち、遠山地区における被害箇所が 40 箇所と

最も多い。 
・成田地区(20 箇所)、中郷地区(20 箇所)、下総地区(18 箇所)、八生地区(17 箇所)、公津地区

(16 箇所)においても、比較的多くの鉄道被害が発生する。 
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被害項目 特徴 

生活支障 

【避難者数】 
・発災直後における市全体の避難者数(避難所避難者数＋避難所外避難者数)は約 18,200 人で、

１日後には約 17,700 人、１か月後には約 7,100 人と、時間の経過とともに減少する。 
・発災直後の避難者数では、成田地区が約 5,400 人、ニュータウン地区が約 4,800 人、公津地

区が約 3,400 人と、人口の多い３地区の避難者数が顕著である。 
・避難所避難者数に対する指定避難所の充足率は、成田地区と公津地区で不足する。  
【帰宅困難者数】 
・市内滞留者は約 88,000 人、そのうち帰宅困難者は約 52,000 人となる。 
・特に市には、成田国際空港が立地しているため、多くの帰宅困難者等の発生が懸念される。  
【物資の供給】 
・食糧不足量は、市全体で１～３日目の合計が約 25,900 食、４～７日目の合計が約 121,200

食と想定されている。 
・飲料水不足量は、市の備蓄量及び家庭内備蓄量、給水車による応急給水により、１～３日目の

需要量は確保されているが、４～７日目は市全体で約 1,200 リットル不足する。 
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ウ 被害予測結果 

●想定震度 

成田空港直下地震による市の震度は、市北部の利根川や根木名川流域で震度 6 強、その他

の地点では震度 6 弱と予測される。 

 

 

図 成田空港直下地震の予測震度 

出典：成田市防災アセスメント調査業務報告書(平成 28(2016)年度) 
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●液状化危険度 

成田空港直下地震による液状化発生危険度が高い地域は利根川及び根木名川、印旛沼沿い

に分布しており、水田地域を中心に被害を受ける可能性がある。 

 

 

図 成田空港直下地震による液状化危険度 

出典：成田市防災アセスメント調査業務報告書(平成 28(2016)年度) 
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（２）風水害（台風・大雨・洪水等） 

ア 災害履歴 

市は利根川や利根川の支流など多くの河川や、印旛沼が存在するため、昔からこれらの河

川等の堤防決壊による浸水害がたびたび発生した。 

根木名川流域の平地を除いては起伏に富んだ丘陵地帯となっているため、大雨により丘陵

地帯の水が低地に流れ込む内水被害も発生していた。 

表 風水害等の履歴（成田市地域防災計画 共通編 P.共-21,22 より） 

区分 
年月日 原因 被害総額 

(千円) 

被害状況 
家屋(戸) 農業(ha) その他

(箇所) 全壊 半壊 床上浸水 床下浸水 水稲冠水 その他 
昭和 46 年 9 月 8 日 台風第 25 号 303,121 9 7 62 142 1,304  215 
昭和 47 年 9 月 12 日 降雹による被害 182,645  331  54 190 75 7 

昭和 47 年 9 月 16 日～17 日 台風第 20 号 15,392   4 73 0.6 1,506 20 
昭和 47 年 12 月 24 日 大雨による被害 120   2 17    
昭和 48 年 10 月 28 日 大雨による被害    1 34    
昭和 48 年 11 月 10 日 大雨による被害     38    
昭和 50 年 7 月 4 日 大雨による被害        1 
昭和 50 年 10 月 5 日 台風第 13 号    1 10   2 
昭和 52 年 9 月 19 日 台風第 11 号 52,588   8 33 158  22 
昭和 53 年 7 月～9 月 高温・小雨による被害 893,000      718  
昭和 56 年 10 月 22 日 台風第 24 号 2,000   3 28  0.1 4 
昭和 57 年 4 月 15 日 大雨による被害    1 3    
昭和 57 年 6 月 20 日 大雨による被害     3    
昭和 57 年 8 月 6 日 台風第 10 号 31,644       1 

昭和 57 年 9 月 12～13 日 台風第 18 号 75,546   22 89 203  129 
昭和 57 年 9 月 25 日 台風第 19 号     10   4 
昭和 58 年 6 月 9 日 大雨による被害    2 23    

昭和 58 年 8 月 16～17 日 台風第５・６号     1    
昭和 58 年 9 月 29 日 台風第 10 号  1      1 
昭和 59 年 6 月 1 日 大雨による被害     4    
昭和 60 年 7 月 1 日 台風第６号     4 370 209 19 
昭和 61 年 8 月 4 日 台風第 10 号 7,448,150   3 18 400 4.5 80 
昭和 61 年 9 月 13 日 大雨による被害    2 51    
昭和 62 年 9 月 16 日 台風第 13 号     1    
昭和 63 年 9 月 28 日 大雨による被害 340       1 
平成元年 8 月 26 日 台風第 17 号    7 31    
平成 2 年 11 月 4 日 大雨による被害 8,496 1 1  30   14 
平成 3 年 9 月 8 日 台風第 15 号 105,272  1 194 42 338 32 85 
平成 3 年 9 月 19 日 台風第 18 号 77,012 1 1 1 33 105 107 171 
平成 3 年 10 月 10 日 台風第 21 号 316,078 1 2     23 

平成 5 年 8 月 26～27 日 台風第 11 号 23,529    6  0.04 7 
平成 5 年 11 月 13 日～14 日 大雨による被害     4   7 

平成 6 年 2 月 12 日 大雪による被害 4,000      4  
平成 6 年 7 月 12 日～9 月 19 日 高温・小雨による被害 182,590      242  

平成 6 年 9 月 17 日 大雨による被害      1   
平成 6 年 9 月 29 日 台風第 29 号      1   
平成 8 年 9 月 22 日 台風第 17 号    1 15    
平成 12 年 5 月 24 日 降雹による被害 112,651   3 6  397  
平成 13 年 8 月 21 日 台風第 11 号        5 
平成 13 年 9 月 10 日 台風第 15 号        5 
平成 13 年 10 月 10 日 大雨による被害    1 3   35 
平成 14 年 7 月 10 日 台風第６号        1 
平成 14 年 10 月 1 日 台風第 21 号        7 
平成 15 年 10 月 13 日 突風による被害   4      

平成 16 年 10 月 9 日 
台風第 22 号・秋雨前線
に伴う大雨による被害 
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平成 16 年 10 月 20 日 台風第 23 号        1 
平成 18 年 10 月 6 日 大雨による被害 502       2 
平成 18 年 12 月 26 日 大雨による被害 10       4 
平成 19 年 9 月 6 日 台風第９号        2 
平成 20 年 8 月 5 日 大雨による被害     1   1 
平成 21 年 8 月 31 日 台風第 11 号        1 
平成 22 年 9 月 28 日 大雨による被害        1 
平成 22 年 10 月 20 日 土砂災害        1 
平成 23 年 9 月 23 日 台風第 15 号        11 
平成 24 年 4 月 3 日 突風による被害        1 
平成 24 年 6 月 20 日 台風第４号       2  
平成 24 年 10 月 1 日 台風第 17 号       0.13  
平成 25 年 10 月 16 日 台風第 26 号  3 14 16 36  51  
平成 26 年 2 月 8 日 大雪による被害       2.5  
平成 27 年 7 月 3 日 大雨による被害        1 
平成 27 年 9 月 6 日 暴風による被害        9   
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【令和元(2019)年の台風による被害】 

令和元(2019)年では、房総半島台風（台風第 15 号）による暴風や大雨により建物、ラ

イフライン、交通が大きな被害を受け、市民生活にも大きく影響を及ぼした。 

 

●建物被害（台風第 15 号） 

台風第 15 号では、全壊 8 棟、半壊 66 棟の大きな被害が生じた。 

 

表 台風第 15 号における成田市の建物被害 

区分 住家被害 非住家被害 

全壊 8 棟 7 棟 

半壊 66 棟 21 棟 

一部損壊 1,637 棟 116 棟 

出典：千葉県防災危機管理部「令和元年台風 15 号（第 120 報）」 

及び台風 19 号（第 63 報）について（令和 2(2020)年 3 月 19 日）」 

 

●ライフライン被害（台風第 15 号） 

市内の停電は、最大で 26,600 戸、市内の断水は最大で約 5,800 戸発生した。 

併せて、電柱の倒壊や電線切断により停電・断水が発生した。特に停電は長期化し、

復旧までに約２週間を要した。 
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イ 想定される被害の特徴 

風水害の危険性の高い地域（利根川浸水想定区域、根木名川浸水想定区域、内水氾濫浸水

想定区域）における被害の特徴は以下に示すとおりである。 

 

表 風水害に対する被害の特徴（成田市地域防災計画 共通編 P.共-35,36 より） 
被害項目 特徴 

利根川の溢水
による浸水 

・水防法の規定により定められた想定最大規模降雨(おおむね 1000 年に 1 回の発生確率、平成
29 年 7 月公表)により利根川が氾濫した場合、利根川沿川をはじめ、根木名川及びその支流で
ある派川根木名川、尾羽根川、荒海川、小橋川、取香川の各沿川や大須賀川沿川、印旛沼沿い
一帯で浸水被害が発生する。 

・浸水深は、利根川、根木名川、派川根木名川沿川では、5.0m～10.0m 未満の区域が多く、根
木名川支流及び印旛沼沿いでは、3.0～5.0m 未満の区域が多い。その他の河川では、0.5～
3.0m 未満の区域が多い。 

・各沿川や印旛沼沿いの下総地区、豊住地区、久住地区、大栄地区、中郷地区、八生地区、遠山
地区、成田地区、公津地区が浸水想定区域に含まれるが、特に利根川に近い下総地区、豊住地
区、久住地区において、浸水エリアが広範に分布する。 

根木名川の溢
水による浸水 

・おおむね 50 年に１回程度起こる大雨(平成 19 年 9 月公表)※により根木名川が氾濫した場合、
根木名川及びその支流である派川根木名川、尾羽根川、荒海川、小橋川、取香川の各沿川で浸
水被害が発生する。 

・浸水深は、小橋川と取香川沿川は 1.0～2.0m 未満の区域が多く、その他の沿川では、2.0～
5.0m 未満の区域が多い。 

・各沿川の下総地区、豊住地区、久住地区、中郷地区、八生地区、成田地区が浸水想定区域に含
まれるが、特に利根川と根木名川の合流付近である下総地区、豊住地区において、浸水エリア
が広範に分布する。 

・浸水想定区域は、水田が大半を占めるものの、集落地・住宅地が含まれている地区もある。特
に成田地区は大型商業施設集積地の一部が浸水想定区域に含まれている。 

内水氾濫によ
る浸水 

・局地的な大雨等で、道路冠水や家屋等への浸水被害が発生する主な区域は、成田地区の不動ヶ
岡、田町、寺台、美郷台、土屋等、公津地区の並木町、飯仲、公津の杜、大袋等、八生地区の
山口、米野、押畑等、遠山地区の新空港自動車道の成田 JCT から新空港 IC までの沿道一帯、
大山、駒井野、取香、天神峰、三里塚等で、成田、公津、八生、遠山の４地区に被害が集中す
る。 

・浸水深はいずれも浅く、ほとんどが 0.5m 未満である。 
・特に、新空港自動車道は、成田国際空港へのアクセス高速道路であり、沿道の浸水により、安

全な道路交通の確保に支障をきたすおそれがある。 
※後述の「ウ 洪水の想定」における「想定最大規模降雨による根木名川の溢水による浸水」とは異なる。 
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ウ 洪水の想定 

●利根川の溢水による浸水 

水防法の規定により定められた想定最大規模降雨(利根川流域、八斗島上流域の 72 時間

総雨量 491mm、平成 29(2017)年 7 月公表)により利根川が氾濫した場合、利根川をはじ

め、根木名川やその支流の各沿川、大須賀川沿川、印旛沼沿い一帯で浸水が予測される。

特に、利根川に近い地区において浸水エリアが広範囲に分布し、浸水深 5.0m 以上の区域

が多い。 

 

図 利根川水系利根川 洪水浸水想定区域図（想定最大規模） 

出典：成田市防災アセスメント調査業務報告書(平成 28(2016)年度) 
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●根木名川の溢水による浸水 

水防法の規定により定められた想定最大規模降雨(根木名川流域の 24 時間総雨量

668.4mm、令和 2(2020)年 3 月公表)により根木名川が氾濫した場合、根木名川及び荒海

川、小橋川、取香川周辺で浸水被害が予測される。浸水想定区域は、水田のほか、集落地・

住宅地が含まれている地区もある。成田地区の大型商業施設集積地の一部も浸水想定区域

に含まれる。 

 

図 利根川水系根木名川 洪水浸水想定区域図（想定最大規模） 

出典：千葉県ホームページ  
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●内水氾濫（※４） 

内水氾濫浸水想定調査結果（平成 25(2013)年３月, 成田市土木部下水道課）をみると、

成田地区や公津地区の一部、新空港自動車道の成田 JＣＴから新空港ＩＣまでの沿道一帯

（遠山地区）等が危険性の高い地域となっており、市街地部での浸水が予測される。 

 

 
図 内水氾濫浸水想定区域と避難所・避難場所との位置関係 

出典：成田市防災アセスメント調査業務報告書(平成 28(2016)年度) 

※想定結果は、成田市土木部下水道課(平成 25(2013)年３月)による 
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ウ 土砂災害 

令和 2(2020)年 10 月 29 日現在で、市内の「急傾斜」に関する危険地域として、土砂災害

警戒区域（※５）が 341 箇所、そのうち 331 箇所が土砂災害特別警戒区域として指定されてい

る。（令和 3(2021)年 5 月末までには、加えて 55 箇所の区域が指定される予定である。） 

特に大栄地区では警戒区域の指定が多く、急傾斜地の崩壊に対する注意が必要と考えられ

る。 

 

 

図 成田市土砂災害警戒区域等 

出典：千葉県 HP：土砂災害警戒区域等の一覧（成田市） 

※図内には、今後令和 3(2021)年 5 月末までに指定される予定の区域を含む。 
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２－２ 施策分野の決定 

脆弱性評価は、国土強靱化基本法において国土強靱化に関する施策分野ごとに行うこととされ

ている。 

本計画における施策分野は、千葉県国土強靱化地域計画を基本としつつ、平成 30(2018)年 12

月に見直された、国の国土強靱化基本計画を参考に設定した。 

 

表 施策分野の設定 

個別施策分野（10） 横断的分野（4） 

① 行政機能/消防/防災教育等 
② 住宅・都市 

③ 保健医療・福祉 

④ エネルギー 
⑤ 情報通信 

⑥ 産業構造 

⑦ 交通・物流 
⑧ 農林水産 

⑨ 地域保全 

⑩ 環境 

 ⑪ リスクコミュニケーション 
 ⑫ 人材育成 

 ⑬ 官民連携 

 ⑭ 老朽化対策・長寿命化対策 

 

２－３ リスクシナリオ（起きてはならない最悪の事態）の設定 

脆弱性評価は、国土強靱化基本法第 17 条第 3 項により、最悪の事態を想定した上で、科学的

知見に基づき、総合的かつ客観的に行うものとされている。本計画においては、国土強靱化基本

計画の 45 のリスクシナリオを参考にしつつ、本市の地域特性や本計画において想定するリスク

を踏まえ、8 つの「事前に備えるべき目標」に対して、36 のリスクシナリオ（起きてはならない

最悪の事態）を次の通り設定した。また、各リスクシナリオに対して設定した施策分野(①～⑭)を

併記した。 

  

事前に備えるべき 
目標（8） 

リスクシナリオ（36） 
施策分野 

(上段：個別施策分野 
下段：横断的分野) 

１ 

被害の発生を抑制する
ことにより人命を保護
する 

（4） 

1-1 
住宅・建物・交通施設等の複合的・大規模倒壊や不特定多数が集
まる施設の倒壊による多数の死傷者の発生 

① ② ③ ⑦ 
⑪ ⑫ ⑭ 

1-2 
密集市街地や不特定多数が集まる施設における大規模火災による
多数の死傷者の発生 

① ② ③ 
⑪ ⑫ ⑭ 

1-3 
突発的又は広域かつ長期的な市街地等の浸水による多数の死傷者
の発生 

① ⑨ 
⑪ ⑭ 

1-4 大規模な土砂災害等による多数の死傷者の発生 
① ⑦ ⑨ 
⑪ ⑭ 

2 

救助・救急、医療活動
が迅速に行われるとと
もに、被災者等の健康・
避難生活環境を確実に
確保する 

（7） 

2-1 
被災地での食料・飲料水・電力・燃料等、生命に関わる物資・エ
ネルギー供給の停止 

① ② ④ ⑦ 
⑪ ⑬ ⑭ 

2-2 多数かつ長期にわたる孤立地域等の同時発生 
⑤ ⑦ 
⑪ 

2-3 消防等の被災等による救助・救急活動等の絶対的不足 
① ⑨ 
⑪ ⑫ ⑭ 

2-4 想定を超える帰宅困難者の発生、混乱 
② ⑦ 
⑪ ⑬ ⑭ 

2-5 
医療施設及び関係者の絶対的不足・被災、支援ルートの途絶、エ
ネルギー供給の途絶による医療機能の麻痺 

① ③ ④ ⑦ 
⑪ ⑬ ⑭ 

2-6 被災地における疫病・感染症等の大規模発生 
① ② ③ ⑨ 
⑪ ⑬ ⑭ 

2-7 
劣悪な避難生活環境、不十分な健康管理による多数の被災者の健
康状態の悪化・死者の発生 

① ② ③ ⑨ 
⑪ ⑭ 



 

21 

 

事前に備えるべき 
目標（8） 

リスクシナリオ（36） 
施策分野 

(上段：個別施策分野 
下段：横断的分野) 

3 
必要不可欠な行政機能
は確保する 

（1） 
3-1 市職員・施設等の被災による機能の大幅な低下 

① ④ ⑨ 
⑪ ⑫ ⑭ 

4 

必要不可欠な情報通信
機能・情報サービスは
確保する 

（3） 

4-1 防災・災害対応に必要な通信インフラの麻痺・機能停止 
④ ⑤ 
⑪ ⑬ 

4-2 
テレビ・ラジオ放送の中断等により災害情報が必要な者に伝達で
きない事態 

⑤ 
⑪ 

4-3 
災害時に活用する情報サービスが機能停止し、情報の収集・伝達
ができず、避難行動や救助・支援が遅れる事態 

① ③ ⑤ ⑨ 
⑪ ⑫ 

5 
経済活動の機能を早期
に回復する 

（5） 

5-1 サプライチェーン（※６）の寸断等による企業の生産力低下 
⑥ ⑦ 
⑪ ⑬ 

5-2 
エネルギー供給の停止による、社会経済活動・サプライチェーン
の維持への甚大な影響 

④ 
⑬ 

5-3 
基幹的交通ネットワークの機能停止による物流・人流への甚大な
影響 

⑦ 
⑪ ⑭ 

5-4 空港の被災による国際航空輸送への甚大な被害 
② ⑤ ⑦ 
⑪ ⑬ ⑭ 

5-5 食料等の安定供給の停滞 
⑧ 
⑪ ⑫ ⑭ 

6 

ライフライン、燃料供
給関連施設、交通ネッ
トワーク等の被害を最
小限に留めるととも
に、早期に復旧させる 

（5） 

6-1 
電力供給ネットワーク （発電所、送配電設備）や石油・ＬＰガス
サプライチェーン等の長期間にわたる機能の停止 

④ ⑥ 
⑪ 

6-2 上水道等の長期間にわたる供給停止 
② 
⑭ 

6-3 汚水処理施設等の長期間にわたる機能停止 
② ⑧ ⑩ 
⑪ ⑭ 

6-4 陸空の交通インフラの長期間にわたる機能停止 
⑦ 
⑪ ⑬ ⑭ 

6-5 防災インフラの長期間にわたる機能不全 
⑦ 
⑪ ⑫ 

7 
複合災害・二次災害の
拡大を防止する 

（5） 

7-1 地震に伴う市街地の大規模火災の発生による多数の死傷者の発生 
① ② 
⑪ 

7-2 
沿線・沿道の建物倒壊に伴う閉塞、地下構造物の倒壊等に伴う陥
没による交通麻痺 

① ⑦ 
⑪ ⑭ 

7-3 
ため池、防災インフラ等の損壊・機能不全や堆積した土砂、火山
噴出物の流出による多数の死傷者の発生 

⑨ ⑩ 
⑪ ⑭ 

7-4 有害物質の大規模拡散・流出による国土の荒廃 
⑥ ⑧ ⑩ 
⑪ 

7-5 農地・森林等の被害による国土の荒廃 
⑧ 
⑪ ⑫ ⑭ 

8 

地域社会・経済が迅速
かつ従前より強靱な姿
で復興できる条件を整
備する 

（6） 

8-1 
大量に発生する災害廃棄物の処理の停滞により復興が大幅に遅れ
る事態 

⑩ 
⑬ ⑭ 

8-2 
復興を支える人材等（専門家、コーディネーター、労働者、地域
に精通した技術者等）の不足、より良い復興に向けたビジョンの
欠如等により復興できなくなる事態 

① 
⑪ ⑫ ⑬ 

8-3 
広域地盤沈下等による広域・長期にわたる浸水被害の発生により
復興が大幅に遅れる事態 

② ⑨ 
⑪ ⑭ 

8-4 
貴重な文化財や環境的資産の喪失、地域コミュニティの崩壊等に
よる有形・無形の文化の衰退・損失 

① ② 
⑪ ⑬ ⑭ 

8-5 
事業用地の確保、仮設住宅・仮店舗・仮事業所等の整備が進まず
復興が大幅に遅れる事態 

② 
⑬ 

8-6 
風評被害や信用不安、生産力の回復遅れ、大量の失業・倒産等に
よる地域経済等への甚大な影響 

⑤ 
⑪ 
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２－４ 脆弱性の分析・評価 

リスクシナリオを回避するための施策及び個別施策ごとの課題や進捗状況を総合計画や個別計

画、庁内照会等により把握し整理した。 

次に、縦軸に 36 のリスクシナリオを、横軸に 14 の施策分野を設けた「マトリクス」を作成し、

リスクシナリオごと、施策分野ごとの評価を実施した。 

リスクシナリオごとの脆弱性評価結果は、「第 3 章 リスクへの対応方策」で対応方策と合わ

せて示した。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 評価の実施手順のイメージ 

① ② ③ ・・・ ⑭
行政機能/消防
/防災教育等 住宅・都市 保健医療・福祉 ・・・ 老朽化対策・

長寿命化対策

1-1

1-2

～

1-6

2-1

～

8-6

横断的分野評価

脆弱性の分析・
評価、課題の検討

リ
ス
ク
シ
ナ
リ
オ

事
前
に
備
え
る
べ
き
目
標

個別施策分野・横断的分野

個別施策分野評価

リスクシナリオ
ごとに、取組
んでいる施策
の課題を洗
い出し

個別施策分野・横断的分野ごとの評価（整理）

・成田市総合計画「NARITAみらいプラン」
・国、県、関係団体の取組
・庁内照会結果 などに基づく施策

総合計画・個別計画・庁内照会等により、リスクシナリオに関連する「現

在の取組」を把握 ① 

リスクシナリオと施策分野ごとに取組を整理 
② 

事業内容や進捗状況を考慮し、リスクシナリオの回避に効果や課題等が

あるかを分析 ③ 

分析結果を踏まえ 36 のリスクシナリオごとに評価 
④ 

脆弱性評価結果としてとりまとめ（第 3 章参照） 
⑤ 
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２－５ 重点化するリスクシナリオの選定 

（１）重点化の方法 

2－4 で分析・評価した脆弱性への対応方策を限られた資源で推進し、効率的・効果的に国

土強靱化を進めるためには、施策の優先順位付けを行い、優先順位の高いものについて重点

化しながら進める必要がある。 

重点化するシナリオは、「国・県の重点化プログラム」、「緊急度」、「影響の大きさ」、

「施策の進捗状況」を踏まえるとともに、「令和元(2019)年の一連の台風被害等による課題

と教訓」も踏まえ選定した。 

 

選定に係る 5 つの視点 

① 市民の生命等に関わるものなど、緊急性が高い事業 

② 基本目標・事前に備えるべき目標に対する効果が大きい事業 

③ リスクシナリオを回避するために必要な事業に対して、著しく進捗が遅れている事業 

④ 令和元(2019)年の台風被害等による課題と教訓を踏まえた事業 

⑤ 国・県の強靱化への寄与 

 

（２）重点化すべきリスクシナリオ 

36 のリスクシナリオについて、上記の視点に基づき、重点化すべきリスクシナリオを次表

のとおり選定した。 

表 重点化すべきリスクシナリオ（薄紫に着色したリスクシナリオ） 

事前に備えるべき目標（8） リスクシナリオ（36） 

１ 
被害の発生を抑制するこ

とにより人命を保護する 

1-1 
住宅・建物・交通施設等の複合的・大規模倒壊や不特定多数が

集まる施設の倒壊による多数の死傷者の発生 

1-2 
密集市街地や不特定多数が集まる施設における大規模火災に

よる多数の死傷者の発生 

1-3 
突発的又は広域かつ長期的な市街地等の浸水による多数の死

傷者の発生 

1-4 大規模な土砂災害等による多数の死傷者の発生 

2 

救助・救急、医療活動が迅

速に行われるとともに、被

災者等の健康・避難生活環

境を確実に確保する 

2-1 
被災地での食料・飲料水・電力・燃料等、生命に関わる物資・

エネルギー供給の停止 

2-2 多数かつ長期にわたる孤立地域等の同時発生 

2-3 消防等の被災等による救助・救急活動等の絶対的不足 

2-4 想定を超える帰宅困難者の発生、混乱 

2-5 
医療施設及び関係者の絶対的不足・被災、支援ルートの途絶、

エネルギー供給の途絶による医療機能の麻痺 

2-6 被災地における疫病・感染症等の大規模発生 

2-7 
劣悪な避難生活環境、不十分な健康管理による多数の被災者

の健康状態の悪化・死者の発生 

3 
必要不可欠な行政機能は

確保する 
3-1 市職員・施設等の被災による機能の大幅な低下 
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事前に備えるべき目標（8） リスクシナリオ（36） 

4 

必要不可欠な情報通信機

能・情報サービスは確保す

る 

4-1 防災・災害対応に必要な通信インフラの麻痺・機能停止 

4-2 
テレビ・ラジオ放送の中断等により災害情報が必要な者に伝

達できない事態 

4-3 
災害時に活用する情報サービスが機能停止し、情報の収集・

伝達ができず、避難行動や救助・支援が遅れる事態 

5 
経済活動の機能を早期に

回復する 

5-1 サプライチェーンの寸断等による企業の生産力低下 

5-2 
エネルギー供給の停止による、社会経済活動・サプライチェ

ーンの維持への甚大な影響 

5-3 
基幹的交通ネットワークの機能停止による物流・人流への甚

大な影響 

5-4 空港の被災による国際航空輸送への甚大な被害 

5-5 食料等の安定供給の停滞 

6 

ライフライン、燃料供給関

連施設、交通ネットワーク

等の被害を最小限に留め

るとともに、早期に復旧さ

せる 

6-1 
電力供給ネットワーク （発電所、送配電設備）や石油・ＬＰ

ガスサプライチェーン等の長期間にわたる機能の停止 

6-2 上水道等の長期間にわたる供給停止 

6-3 汚水処理施設等の長期間にわたる機能停止 

6-4 陸空の交通インフラの長期間にわたる機能停止 

6-5 防災インフラの長期間にわたる機能不全 

7 
複合災害・二次災害の拡大

を防止する 

7-1 
地震に伴う市街地の大規模火災の発生による多数の死傷者の

発生 

7-2 
沿線・沿道の建物倒壊に伴う閉塞、地下構造物の倒壊等に伴

う陥没による交通麻痺 

7-3 
ため池、防災インフラ等の損壊・機能不全や堆積した土砂、火

山噴出物の流出による多数の死傷者の発生 

7-4 有害物質の大規模拡散・流出による国土の荒廃 

7-5 農地・森林等の被害による国土の荒廃 

8 

地域社会・経済が迅速かつ

従前より強靱な姿で復興

できる条件を整備する 

8-1 
大量に発生する災害廃棄物の処理の停滞により復興が大幅に

遅れる事態 

8-2 

復興を支える人材等（専門家、コーディネーター、労働者、地

域に精通した技術者等）の不足、より良い復興に向けたビジ

ョンの欠如等により復興できなくなる事態 

8-3 
広域地盤沈下等による広域・長期にわたる浸水被害の発生に

より復興が大幅に遅れる事態 

8-4 
貴重な文化財や環境的資産の喪失、地域コミュニティの崩壊

等による有形・無形の文化の衰退・損失 

8-5 
事業用地の確保、仮設住宅・仮店舗・仮事業所等の整備が進ま

ず復興が大幅に遅れる事態 

8-6 
風評被害や信用不安、生産力の回復遅れ、大量の失業・倒産等

による地域経済等への甚大な影響 
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第３章 リスクへの対応方策 

第２章「脆弱性評価」の結果に基づき、リスクシナリオを回避するために、今後何をすべきか

必要となる施策を検討し、リスクシナリオごとに対応方策として取りまとめる。 

 

記載例 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

※小分類・施策名・リスクシナリオ No を整理した一覧表を次表に示す。 

リスクシナリオ※ 事前に備えるべき目標 

小分類※ 

施策ごとの脆弱性評価結果 

施策分野 

施策ごとのリスクへの対応方策 

関連する事業名 

(アクションプラン編に記載があるもののみ) 

施策名※ 
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表 小分類(五十音順)・施策名・リスクシナリオ No 一覧表 
小分類 

(五十音順) 
施策名 

該当する 
リスクシナリオ 

医療にかかる人員・体

制の強化 

病院における電力供給体制の確保 2-5 

医師会等との連携強化 2-5 

卸売市場施設整備の

推進 
卸売市場施設整備の推進 5-5 

火災予防対策 火災予防対策等の推進 1-2、7-1 

感染症予防対策 
予防接種や消毒、害虫駆除等の実施 2-6 

衛生用品等の備蓄の見直し 2-6 

関係機関等との連携

強化 

広域的避難の枠組整備 1-3 

燃料の仮貯蔵等 2-1 

支援物資の調達・供給体制の構築 2-1 

緊急災害対策派遣隊（ＴＥＣ－ＦＯＲＣＥ（※７））等との連

携強化 
2-3、8-2 

陸・空の連携によるネットワークの強化 5-3 

空港機能の早期復旧 5-4 

農林水産物・食品等の生産・加工・流通を含むサプライチ

ェーンの機能維持対策 
5-5 

災害時石油供給連携計画の実効性確保 6-1 

ライフライン事業者等との連携強化 6-1 

関係機関における情報共有の円滑化 6-5 

関係機関の耐災害性の向上 7-2 

災害廃棄物処理の支援体制の構築 8-1 

関係機関との災害対応訓練の実施 8-2 

帰宅困難者対策 
総合的な帰宅困難者対策の検討・実施 2-4、5-4 

帰宅困難者対策に資する公園緑地の活用 2-4 

救助・救援活動の強化 ヘリコプターによる対策の充実 2-2 

救助活動能力の強化 救助活動能力の強化 7-1 

下水道機能の確保 

下水道ＢＣＰ（※８）の策定 2-6、6-3 

下水道施設の耐震対策 2-6、6-3、8-3 

下水道施設の耐水化対策 2-6 

下水道施設の戦略的維持管理・更新 6-3 

交通の確保 

道路の防災対策 
2-1、2-4、2-5、

6-4 

道路ネットワークの強化による代替機能の確保 
2-1、2-5、5-3、

6-4 

燃料供給ルートの確保 5-2 

道路施設の防災対策 5-3 

代替陸上輸送機能の確保 5-4 

集中豪雨時の道路ネットワーク確保 6-4 

無電柱化の推進 6-4 

輸送手段の確保 6-4 

広域火葬体制の構築 広域火葬体制の構築 2-6 

広域連携体制の強化 受援体制の整備 2-3、2-5 

行政機能の強化 業務継続計画（ＢＣＰ）の作成 3-1 
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小分類 
(五十音順) 

施策名 
該当する 

リスクシナリオ 

行政機能の強化 
総合防災訓練の実施 3-1 

組織体制の強化・危機対応能力の向上 4-3 

災害関連情報提供体

制の整備 

雨量・河川水位の情報伝達 1-3 

防災情報の収集機能強化 4-1 

防災関係機関の情報通信手段の多様化等 4-1 

災害情報の伝達手段の多様化 4-2、4-3、8-6 

メディアに対する情報提供 4-2、8-6 

国内外への情報発信 7-4 

災害廃棄物処理対策 

一般廃棄物処理施設の老朽化対策 6-3 

災害廃棄物対策指針に基づく災害廃棄物処理計画の作成 8-1 

一般廃棄物処理施設の防災機能の向上 8-1 

災害廃棄物を仮置きするストックヤード整備の支援 8-1 

施設・資機材の整備 有害・危険物質対応資機材の整備 7-4 

施設・備蓄品の整備 

避難所となる施設の機能強化 2-7 

公共施設の計画的な施設整備や適切な維持管理 3-1 

自立・分散型エネルギー（※９）の整備 3-1 

避難所等の電源確保 3-1 

基幹業務システム等の耐災害性の確保 3-1 

施設の耐震化 消防庁舎の耐震化 1-2、2-3 

住宅・建築物等の耐震

化 

学校施設の耐震化 1-1 

学校施設の非構造部材耐震化 1-1 

社会体育施設の耐震化 1-1、1-2 

社会教育施設の耐震化 1-1 

社会福祉施設の耐震化 1-1、1-2 

文化施設の耐震化 1-1、1-2 

住宅・建築物の耐震化の促進 1-1、1-2、2-6 

沿道建築物の耐震化の促進 5-3、6-4、7-2 

消防力の強化 
消防団員の確保対策、自主防災組織等の充実強化 1-2、2-3 

常備消防力の強化 1-2、2-3 

浄化槽の整備 合併処理浄化槽の普及・啓発 6-3 

森林の整備等 自然環境保全地域等の適切な管理 7-3 

浸水範囲の軽減 
水害に強い地域づくり（河川及び排水路等） 1-3、8-3 

水害に強い地域づくり（下水道） 1-3、8-3 

水資源関連施設の機

能強化等 

水資源関連施設の機能強化と水資源の有効利用等の取組

の推進 
6-2 

宅地の耐震化 宅地の耐震化の推進 1-1 

断水対策 
上水道施設の耐震化等と応急給水体制の構築 2-1 

水道施設の耐震化の推進と応急体制の確保 6-2 

地域防災力の強化 
地域防災力の向上 

1-1、1-2、1-3、
1-4、2-2、2-3、
2-6、2-7、3-1、
7-1、8-4 

大規模災害に備えた自助・共助の取組の強化 4-3 

地震対策の推進 地震対策の推進 1-1 
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小分類 
(五十音順) 

施策名 
該当する 

リスクシナリオ 

電力の確保 
災害時において事業所内に電力を共有するための自立・分

散型エネルギー設備の導入支援 
6-1 

土砂災害防止対策 
激甚化する自然災害に備えた土砂災害対策 1-4 

土砂災害防止対策等の推進 7-3 

二次被害の防止 被災建築物応急危険度判定（※10）の充実 1-1、1-2 

農業活動への支援 農村地域レベルでの総合的な防災・減災対策の推進 5-5 

農業集落排水施設の

整備 
集落排水施設の機能診断に基づく老朽化対策の推進 6-3 

農地・森林の整備等 

農地等の適切な保全管理 7-5 

森林の地域保全機能の維持・発揮のための多様で健全な森

林の整備等 
7-5 

山村コミュニティによる森林整備・保全活動の推進 7-5 

避難所運営の強化 
避難所運営の在り方の見直し 2-6、2-7 

避難所における衛生管理 2-6、2-7 

避難対策の充実 

大規模水害対策の推進 1-3 

洪水ハザードマップの作成・周知 1-3 

内水ハザードマップの作成・周知 1-3 

土砂災害警戒区域の指定による警戒避難体制の整備 1-4 

避難路等の確保 

道路の防災対策 1-1 

生活道路の機能強化 1-1 

無電柱化の推進 1-1 

備蓄品の確保 

自家発電設備の整備 2-1 

備蓄品の確保 2-1 

災害時の石油類燃料の確保 2-5、5-2 

電源途絶に対する予備電源の確保 2-5、4-1 

復旧復興体制の整備 

被災者台帳の整備・推進 3-1、8-4 

防災を担う人材の育成 3-1、8-2 

速やかな復旧のための対策 6-5 

防災・減災の担い手（建設業）の確保等の推進 8-2 

建物被害認定体制の充実 8-2 

被災者の生活再建支援 8-4 

応急仮設住宅の提供に係る協力体制の整備の推進 8-4、8-5 

噴火による降灰対策 富士山噴火による降灰対策 1-4 

文化財の保護 文化財に係る各種防災対策の支援 8-4 

民間事業者の事業継

続確保 

中小企業に対する資金調達支援 5-1 

物流事業者における災害対応力の強化 5-1 

要配慮者（※11）への支

援 

社会福祉施設の孤立対策 2-5 

福祉避難所の設置促進 2-7、4-3 

災害時避難行動要支援者（※12）対策の促進 4-3 

外国人旅行者に対する災害情報の迅速かつ着実な伝達 4-3、5-4 

 



目標１：被害の発生を抑制することにより人命を保護する 
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目標１：被害の発生を抑制することにより人命を保護する 
１－１ 住宅・建物・交通施設等の複合的・大規模倒壊や不特定多数が集まる施設の倒壊によ

る多数の死傷者の発生 
①行政機能/消防/ 

防災教育等 ②住宅・都市 
③保健医療 

・福祉 ④エネルギー ⑤情報通信 ⑥産業構造 ⑦交通・物流 

⑧農林水産 ⑨地域保全 ⑩環境 
⑪リスクコミュ

ニケーション 
⑫人材育成 ⑬官民連携 ⑭老朽化対策・長寿命化対策 

 

＜脆弱性の評価・課題＞ ＜リスクへの対応方策＞ 

＜１＞地震対策の推進 ＜１＞地震対策の推進 

○地震対策の推進 ○地震対策の推進【施策分野 ①、⑪】 

地震による被害軽減施策を進めるため、被

害想定調査の結果を踏まえた減災目標の策

定について早急に検討を進める必要がある。

また、市民の防災意識の向上を図るため、各

地域における災害リスクを分かりやすく市

民に伝える必要がある。 

地震による被害軽減施策を進めるため、地

震被害想定調査の結果を踏まえた減災目標

の策定について早急に検討を進める。また、

市民の防災意識の向上を図るため、各地域に

おける液状化の想定や地震時の危険度など

の災害リスクを「ちば地震被害想定のホーム

ページ」や「液状化しやすさマップ」などを

通じ、分かりやすく市民に伝える。 

  

＜２＞住宅・建築物等の耐震化 ＜２＞住宅・建築物等の耐震化 

○学校施設の耐震化   

（平成 24 年 3 月現在で、屋内運動場を含

む全ての耐震化が完了している。） 
 

○学校施設の非構造部材耐震化   

（全小中学校の屋内運動場天井等落下防

止対策事業が完了している。） 
 

○社会体育施設の耐震化  ○社会体育施設の耐震化【施策分野 ②、⑭ 

各施設管理事業】  
災害時に避難所や防災活動拠点となりう

る社会体育施設について、発災時の利用者保

護も含め、災害時における機能を発揮する為

に、耐震化を促進する必要がある。 

野球場や体育館などの社会体育施設を、安

全安心に活用することができるよう、「成田

市公共施設等総合管理計画（※13）」及び「成

田市スポーツ施設個別施設計画」に基づき、

施設の改修、更新等の再整備を進める。 

○社会教育施設の耐震化   

（令和 2 年現在で、幼稚園、公民館、図書

館等、全ての社会教育施設の耐震化が完了し

ている。） 

 

○住宅・建築物の耐震化の促進 ○住宅・建築物の耐震化の促進【施策分野 ②、

⑭ 建築物耐震化促進事業】 

住宅の耐震化率は約 85％（平成 25 年度）

であるが、耐震化の必要性に対する認識不

足、耐震診断及び耐震改修の経済的負担が大

きいことから、目標達成に向けてきめ細かな

対策が必要である。 

事務所（庁舎含む）、病院、学校、体育館、

耐震診断・改修の支援を実施するほか、建

築物耐震化促進計画を適宜改定し、建築物の

耐震化を推進する。 

事務所（庁舎含む）、病院、学校、体育館、

集会場等、公共性の高い建築物のうち特定建

築物かつ災害時に応急活動の拠点となる建
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＜脆弱性の評価・課題＞ ＜リスクへの対応方策＞ 

集会場等、官民問わず公共性の高い建築物

は、応急活動の拠点として活用されることが

想定されるため、重点的に耐震化を推進する

必要がある。 

つり天井など非構造部材について安全対

策を推進する必要がある。  

築物は、計画的かつ重点的に耐震化に取り組

む。 

つり天井など非構造部材の脱落防止対策

などの安全対策については、建築基準法によ

る定期報告の機会を捉えてその対策を促す。  

○社会福祉施設の耐震化  

（令和 2 年現在で、介護施設、保育園、福

祉施設等全ての施設の耐震化が完了してい

る。） 

 

○文化施設の耐震化 ○文化施設の耐震化【施策分野 ②、⑭ 国際

文化会館施設整備事業】 

文化施設は避難所等に利用されることも

あるため、耐震化を促進する必要がある。 

国際文化会館を安全安心に活用すること

ができるよう、「成田市公共施設等総合管理

計画」に基づき、施設の改修、更新等の再整

備を進める。 

  

＜３＞宅地の耐震化 ＜３＞宅地の耐震化 

○宅地の耐震化の推進 ○宅地の耐震化の推進【施策分野 ②、⑭】 

今後、大規模盛土造成地(※14)において地

震による滑動崩落の発生が懸念されること

から、国では大規模盛土造成地の位置、規模

及び種類を調査し、本市において令和元年度

より大規模盛土造成マップを公表している。

今後は、市民の防災意識の向上を図るため、

大規模盛土造成マップの市民への周知を図

る必要がある。 

今後、大規模盛土造成地において地震によ

る滑動崩落の発生が懸念されることから、国

では大規模盛土造成地の位置、規模及び種類

を調査し、本市において令和元年度より大規

模盛土造成マップを公表している。今後は、

市民の防災意識の向上を図るため、大規模盛

土造成マップの市民への周知を図る。 

  

＜４＞避難路等の確保 ＜４＞避難路等の確保 

○道路の防災対策 ○道路の防災対策【施策分野 ⑦．⑭ 道路等

補修事業、橋りょう補修事業】 

道路施設の被害を最小限とするため、施設

の適切な維持管理を実施する必要がある。 

平常時から道路施設の適切な点検を行う

とともに、施設ごとの維持管理計画等に基づ

く構造物の必要な更新等により、道路の老朽

化、震災対策等を着実に推進し、健全な状態

を維持する。 

○生活道路の機能強化 ○生活道路の機能強化【施策分野 ② 生活道

路整備事業、狭あい道路拡幅整備事業】 

住民の避難や救助活動、必要物資の運搬等

の災害時の活動を円滑に進めるため、生活道

路の機能を強化する必要がある。 

  

居住地周辺の狭あい道路対策を推進する。 
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＜脆弱性の評価・課題＞ ＜リスクへの対応方策＞ 

○無電柱化の推進 ○無電柱化の推進【施策分野 ⑦、⑪】 

大規模災害時に液状化や建物損壊等によ

る被害を受けやすい電柱については、無電柱

化を推進し、ライフラインの確保や道路閉塞

の防止等、防災性の向上を図る必要がある。 

地区計画等により新たなまちづくりを計

画する際には、緊急時に特に機能確保が重要

な幹線道路（※15）について無電柱化を検討す

るなど、道路機能の確保による防災性の向上

を図る。  

  

＜５＞二次被害の防止 ＜５＞二次被害の防止 

○被災建築物応急危険度判定の充実 ○被災建築物応急危険度判定の充実【施策分野 

②、⑫】 

行政職員だけでは対応が困難となるよう

な、大規模な地震発生後の被災建築物応急危

険度判定が、迅速かつ円滑に実施されるよ

う、行政職員と併せて民間の建築士等を被災

建築物応急危険度判定士として養成する必

要がある。 

大規模な地震発生時に、迅速かつ円滑に被

災建築物応急危険度判定が実施できるよう、

建築士等を対象に被災建築物応急危険度判

定士講習会の受講を促し、被災建築物応急危

険度判定士の養成に努める。 

  

＜６＞地域防災力の強化 ＜６＞地域防災力の強化 

○地域防災力の向上 ○地域防災力の向上【施策分野 ①、⑪ 自主

防災組織整備事業】 

地域一丸となった災害対応体制を構築す

るため、消防団や自主防災組織等の充実強化

や防災教育の推進、家庭内備蓄や家具の固定

化等の防災啓発など、自助、共助を促す取組

を促進し地域防災力の向上を図る必要があ

る。 

自助・共助・公助が一体となって防災・減

災に取り組める体制を整備するため、自主防

災組織の結成を促進する。また、既設の自主

防災組織に対し、訓練支援や研修会などを実

施し、組織の活性化と地域防災リーダーの育

成強化を図る。 

 

１－２ 密集市街地や不特定多数が集まる施設における大規模火災による多数の死傷者の発生 

①行政機能/消防/ 

防災教育等 ②住宅・都市 
③保健医療 

・福祉 ④エネルギー ⑤情報通信 ⑥産業構造 ⑦交通・物流 

⑧農林水産 ⑨地域保全 ⑩環境 
⑪リスクコミュ

ニケーション 
⑫人材育成 ⑬官民連携 ⑭老朽化対策・長寿命化対策 

 

＜脆弱性の評価・課題＞ ＜リスクへの対応方策＞ 

＜１＞火災予防対策 ＜１＞火災予防対策 

○火災予防対策等の推進 ○火災予防対策等の推進【施策分野 ②、⑪ 

広報活動及び設置調査】 

震災による火災の発生の防止及び火災の

早期発見並びに延焼を防止するため、感震ブ

レーカー（※16）、住宅用火災警報器、消火器

等の設置を促進する必要がある。 

 

震災による火災の発生の防止及び火災の

早期発見並びに延焼を防止するため、感震ブ

レーカー、住宅用火災警報器、消火器等の設

置を促進する。 
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＜脆弱性の評価・課題＞ ＜リスクへの対応方策＞ 

＜２＞施設の耐震化 ＜２＞施設の耐震化 

○消防庁舎の耐震化 ○消防庁舎の耐震化【施策分野 ①、⑭】 

消防庁舎の耐震化など地域における活動

拠点となる施設の耐災害性を強化する必要

がある。 

消防庁舎の耐震化など地域における活動

拠点となる施設の耐災害性を強化する。 

  

＜３＞住宅・建築物等の耐震化 ＜３＞住宅・建築物等の耐震化 

○社会体育施設の耐震化 ○社会体育施設の耐震化【施策分野 ②、⑭ 

各施設管理事業】 

災害時に避難所や防災活動拠点となりう

る社会体育施設について、発災時の利用者保

護も含め、災害時における機能を発揮する為

に、耐震化を促進する必要がある。 

野球場や体育館などの社会体育施設を、安

全安心に活用することができるよう、「成田

市公共施設等総合管理計画」及び「成田市ス

ポーツ施設個別施設計画」に基づき、施設の

改修、更新等の再整備を進める。 

○社会教育施設の耐震化  

（令和 2 年現在で、幼稚園、公民館、図書

館等、全ての社会教育施設の耐震化が完了し

ている。） 

 

○住宅・建築物の耐震化の促進 ○住宅・建築物の耐震化の促進【施策分野 ②、

⑭ 建築物耐震化促進事業】 

住宅の耐震化率は約 85％（平成 25 年度）

であるが、耐震化の必要性に対する認識不

足、耐震診断及び耐震改修の経済的負担が大

きいことから、目標達成に向けてきめ細かな

対策が必要である。 

事務所（庁舎含む）、病院、学校、体育館、

集会場等、官民問わず公共性の高い建築物

は、応急活動の拠点として活用されることが

想定されるため、重点的に耐震化を推進する

必要がある。 

つり天井など非構造部材について安全対

策を推進する必要がある。 

耐震診断・改修の支援を実施するほか、建

築物耐震化促進計画を適宜改定し、建築物の

耐震化を推進する。 

事務所（庁舎含む）、病院、学校、体育館、

集会場等、公共性の高い建築物のうち特定建

築物かつ災害時に応急活動の拠点となる建

築物は、計画的かつ重点的に耐震化に取り組

む。 

つり天井など非構造部材の脱落防止対策

などの安全対策については、建築基準法によ

る定期報告の機会を捉えてその対策を促す。 

○文化施設の耐震化 ○文化施設の耐震化【施策分野 ②、⑭ 国際

文化会館施設整備事業】 

文化施設は避難所等に利用されることも

あるため、耐震化を促進する必要がある。 

国際文化会館を安全安心に活用すること

ができるよう、「成田市公共施設等総合管理

計画」に基づき、施設の改修、更新等の再整

備を進める。 

  

＜４＞二次被害の防止 ＜４＞二次被害の防止 

○被災建築物応急危険度判定の充実 ○被災建築物応急危険度判定の充実【施策分野 

②、⑫】 

行政職員だけでは対応が困難となるような、 大規模な地震発生時に、迅速かつ円滑に被
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＜脆弱性の評価・課題＞ ＜リスクへの対応方策＞ 

大規模な地震発生後の被災建築物応急危険度

判定が、迅速かつ円滑に実施されるよう、行政

職員と併せて民間の建築士等を被災建築物応

急危険度判定士として養成する必要がある。 

災建築物応急危険度判定が実施できるよう、

建築士等を対象に被災建築物応急危険度判

定士講習会の受講を促し、被災建築物応急危

険度判定士の養成に努める。 

  

＜５＞消防力の強化 ＜５＞消防力の強化 

○消防団員の確保対策、自主防災組織等の充実

強化 

○消防団員の確保対策、自主防災組織等の充実

強化【施策分野 ①、⑫ 消防団の充実強化】 

消防団員の確保促進や自主防災組織の充

実・強化に努めているところであるが、さら

に災害対応力強化のための人材育成、装備資

機材等の充実・強化を推進する必要がある。 

消防団において、機能別消防団を導入し災

害対応力強化のための体制整備を行うほか、

継続的な訓練の実施、装備資機材等の充実強

化を推進する。 

○常備消防力の強化 ○常備消防力の強化【施策分野 ①、⑪ 常備

消防力の強化】 

常備消防において災害対応力強化のため

の体制、装備資機材等の充実・強化を推進す

る必要がある。 

災害対応力強化のための体制整備を行う

ほか、継続的な訓練の実施、装備資機材等の

充実強化を推進する。 

  

＜６＞地域防災力の強化 ＜６＞地域防災力の強化 

○地域防災力の向上 ○地域防災力の向上【施策分野 ①、⑪ 自主

防災組織整備事業】 

地域一丸となった災害対応体制を構築す

るため、消防団や自主防災組織等の充実強化

や防災教育の推進、家庭内備蓄や家具の固定

化等の防災啓発など、自助、共助を促す取組

を促進し地域防災力の向上を図る必要があ

る。 

自助・共助・公助が一体となって防災・減

災に取り組める体制を整備するため、自主防

災組織の結成を促進する。また、既設の自主

防災組織に対し、訓練支援や研修会などを実

施し、組織の活性化と地域防災リーダーの育

成強化を図る。 

 

１－３ 突発的又は広域かつ長期的な市街地等の浸水による多数の死傷者の発生 

①行政機能/消防/ 

防災教育等 ②住宅・都市 
③保健医療 

・福祉 ④エネルギー ⑤情報通信 ⑥産業構造 ⑦交通・物流 

⑧農林水産 ⑨地域保全 ⑩環境 
⑪リスクコミュ

ニケーション 
⑫人材育成 ⑬官民連携 ⑭老朽化対策・長寿命化対策 

 

＜脆弱性の評価・課題＞ ＜リスクへの対応方策＞ 

＜１＞避難対策の充実 ＜１＞避難対策の充実 

○大規模水害対策の推進 ○大規模水害対策の推進【施策分野 ⑨、⑪ 

内水ハザードマップ作成事業】 

洪水ハザードマップや内水ハザードマッ

プ等の各種ハザードマップの作成支援をは

じめとしたソフト対策を推進する必要があ

る。 

洪水ハザードマップや内水ハザードマッ

プ等の各種ハザードマップの作成・周知を図

る。 
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＜脆弱性の評価・課題＞ ＜リスクへの対応方策＞ 

○洪水ハザードマップの作成・周知 ○洪水ハザードマップの作成・周知【施策分野 

⑨、⑪】 

平成 27 年 7 月に水防法の改正があり、浸

水想定の設定をすることとなったことに伴

い、想定し得る最大規模の洪水に対する避難

体制等の充実と強化が必要である。 

洪水により相当な損害を生ずるおそれの

ある河川において、想定し得る最大規模の洪

水に係る浸水想定区域に基づく洪水ハザー

ドマップの作成・周知を図る。 

○内水ハザードマップの作成・周知 ○内水ハザードマップの作成・周知【施策分野 

⑨、⑪ 内水ハザードマップ作成事業】 

平成 27 年 7 月に水防法の改正があり、浸

水想定の見直しを図ることとなったことに

伴い、想定し得る最大規模の内水に対する避

難体制等の充実と強化が必要である。 

想定し得る最大規模の内水に係る内水ハ

ザードマップの作成・周知を図る。 

  

＜２＞浸水範囲の軽減 ＜２＞浸水範囲の軽減 

○水害に強い地域づくり（河川及び排水路等） ○水害に強い地域づくり（河川及び排水路等）

【施策分野 ⑨、⑭ 準用河川整備事業】 

水害による被害を最小限にするため、河川

及び排水路等の適切な機能保全が必要であ

る。 

水害による被害を最小限にするため、河川

維持管理計画を作成し、計画的な維持管理に

努める。 

平常時の巡視・点検により、破損箇所の修

繕や堆積土砂の除去等、適時適切な維持工事

を実施する。 

○水害に強い地域づくり（下水道） ○水害に強い地域づくり（下水道）【施策分野 

⑨、⑪ 浸水対策事業】 

水害による被害を最小限にするため、下水

道（雨水）施設の整備を推進する必要がある。 

下水道（雨水）施設の整備を促進する。 

  

＜３＞災害関連情報提供体制の整備 ＜３＞災害関連情報提供体制の整備 

○雨量・河川水位の情報伝達 ○雨量・河川水位の情報伝達【施策分野 ⑨、

⑪】 

頻発する局地的豪雨による被害を最小限

にするため、雨量・河川水位の的確な情報提

供を行う必要がある。 

頻発する局地的豪雨による被害を最小限

にするため、雨量・河川水位の的確な情報提

供を行う。 

  

＜４＞関係機関等との連携強化 ＜４＞関係機関等との連携強化 

○広域的避難の枠組整備 ○広域的避難の枠組整備【施策分野 ①、⑪】 

想定外の大規模災害から住民を広域的に

避難させる枠組みの整備に向け、他市町村等

の関係機関と連携協力しながら検討を進め

る必要がある。 

想定外の大規模災害から住民を広域的に

避難させる枠組の整備に向け、他市町村等の

関係機関と連携協力しながら検討を進める。 
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＜脆弱性の評価・課題＞ ＜リスクへの対応方策＞ 

＜５＞地域防災力の強化 ＜５＞地域防災力の強化 

○地域防災力の向上 ○地域防災力の向上【施策分野 ①、⑪ 自主

防災組織整備事業】 

地域一丸となった災害対応体制を構築す

るため、消防団や自主防災組織等の充実強化

や防災教育の推進、家庭内備蓄や取るべき避

難行動等の防災啓発など、自助、共助を促す

取組を促進し地域防災力の向上を図る必要

がある。 

自助・共助・公助が一体となって防災・減

災に取り組める体制を整備するため、自主防

災組織の結成を促進する。また、既設の自主

防災組織に対し、訓練支援や研修会などを実

施し、組織の活性化と地域防災リーダーの育

成強化を図る。 

 

１－４ 大規模な土砂災害等による多数の死傷者の発生 

①行政機能/消防/ 

防災教育等 ②住宅・都市 
③保健医療 

・福祉 ④エネルギー ⑤情報通信 ⑥産業構造 ⑦交通・物流 

⑧農林水産 ⑨地域保全 ⑩環境 
⑪リスクコミュ

ニケーション 
⑫人材育成 ⑬官民連携 ⑭老朽化対策・長寿命化対策 

 

＜脆弱性の評価・課題＞ ＜リスクへの対応方策＞ 

＜１＞土砂災害防止対策 ＜１＞土砂災害防止対策 

○激甚化する自然災害に備えた土砂災害対策 ○激甚化する自然災害に備えた土砂災害対策

【施策分野 ⑨、⑭ 急傾斜地崩壊対策事

業、崖地整備費補助事業】 

大雨等による土砂災害の発生、被害を最小

限に押さえるため、地すべり・砂防・急傾斜

地崩壊対策等によるハード整備及び既存施

設の長寿命化を推進する必要がある。 

千葉県と連携し、急傾斜地崩壊対策等のハ

ード整備を推進するとともに、既存施設の点

検を行い、必要な修繕等により健全な状態を

保つなど、施設の長寿命化を推進する。 

  

＜２＞避難対策の充実 ＜２＞避難対策の充実 

○土砂災害警戒区域の指定による警戒避難体

制の整備 

○土砂災害警戒区域の指定による警戒避難体

制の整備【施策分野 ⑨、⑪】 

土砂災害の発生に対し、警戒、避難、救護

等が円滑に実施できるよう警戒避難体制の

強化を図る。 

土砂災害危険箇所周辺地域の実情に即し、

自治会等、同一の避難行動を取るべき地域を

特定するとともに、警戒、避難誘導、救護の

方法を市地域防災計画等により明確化し、住

民への周知徹底を図る。また、地域の実情に

応じた避難所及び避難路の確保、整備を図る

とともに、これらの情報を網羅したハザード

マップの作成、情報収集伝達体制の点検整備

等により、土砂災害の発生に対し、警戒、避

難、救護等が円滑に実施できるよう警戒避難

体制の強化を図る。 

 

 

 

 



目標２：救助・救急、医療活動が迅速に行われるとともに、被災者等の健康・避難生活環境を

確実に確保する 
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＜脆弱性の評価・課題＞ ＜リスクへの対応方策＞ 

＜３＞噴火による降灰対策 ＜３＞噴火による降灰対策 

○富士山噴火による降灰対策 ○富士山噴火による降灰対策【施策分野 ⑦】 

富士山噴火による降灰被害は広域範囲に

及ぶため、国の検討状況を踏まえ、火山灰に

よる被害を軽減する対策を検討する必要が

ある。 

富士山噴火による降灰被害は広域範囲に

及ぶため、国の検討状況を踏まえ、火山灰に

よる被害を軽減する対策を検討する。 

  

＜４＞地域防災力の強化 ＜４＞地域防災力の強化 

○地域防災力の向上 ○地域防災力の向上【施策分野 ①、⑪ 自主

防災組織整備事業】 

地域一丸となった災害対応体制を構築す

るため、消防団や自主防災組織等の充実強化

や防災教育の推進、家庭内備蓄や取るべき避

難行動等の防災啓発など、自助、共助を促す

取組を促進し地域防災力の向上を図る必要

がある。 

自助・共助・公助が一体となって防災・減

災に取り組める体制を整備するため、自主防

災組織の結成を促進する。また、既設の自主

防災組織に対し、訓練支援や研修会などを実

施し、組織の活性化と地域防災リーダーの育

成強化を図る。 

 

目標２：救助・救急、医療活動が迅速に行われるとともに、被災者等の

健康・避難生活環境を確実に確保する 

２－１ 被災地での食料・飲料水・電力・燃料等、生命に関わる物資・エネルギー供給の停止 

①行政機能/消防/ 

防災教育等 ②住宅・都市 
③保健医療 

・福祉 ④エネルギー ⑤情報通信 ⑥産業構造 ⑦交通・物流 

⑧農林水産 ⑨地域保全 ⑩環境 
⑪リスクコミュ

ニケーション 
⑫人材育成 ⑬官民連携 ⑭老朽化対策・長寿命化対策 

 

＜脆弱性の評価・課題＞ ＜リスクへの対応方策＞ 

＜１＞関係機関等との連携強化 ＜１＞関係機関等との連携強化 

○支援物資の調達・供給体制の構築 ○支援物資の調達・供給体制の構築【施策分野 

⑦、⑬】 

民間物流施設の活用、協定の締結等によ

り、県、市、民間事業者等が連携した物資調

達・供給体制を構築し、実効性を高めていく

必要がある。 

民間物流施設の活用、関係者による協議会

の開催、協定の締結、業務継続計画(ＢＣＰ)

の策定、市外からの物資の応援受入計画の策

定等により、地方公共団体、国、民間事業者

等が連携した物資調達・供給体制を構築する

とともに、官民の関係者が参画する支援物資

輸送訓練を実施し、迅速かつ効率的な対応に

向けて実効性を高める。 

○燃料の仮貯蔵等 ○燃料の仮貯蔵等【施策分野 ①、⑪】 

震災時等において、製造所、貯蔵所又は取

扱所が被災する等により、平常時と同様の危

険物の貯蔵・取扱いが困難な場合において、

危険物の仮貯蔵・仮取扱いの運用が円滑かつ

適切に行われるように、燃料等の仮貯蔵・取

震災時等において、製造所、貯蔵所又は取

扱所が被災する等により、平常時と同様の危

険物の貯蔵・取扱いが困難な場合において、

危険物の仮貯蔵・仮取扱いの運用が円滑かつ

適切に行われるように、燃料等の仮貯蔵・取



目標２：救助・救急、医療活動が迅速に行われるとともに、被災者等の健康・避難生活環境を

確実に確保する 
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＜脆弱性の評価・課題＞ ＜リスクへの対応方策＞ 

扱いに関するガイドラインの関係機関への

十分な周知・情報提供を図る必要がある。 

扱いに関するガイドラインの関係機関への

十分な周知・情報提供を図る。 

  

＜２＞備蓄品の確保 ＜２＞備蓄品の確保 

○自家発電設備の整備 ○自家発電設備の整備【施策分野 ④、⑪】 

災害時等に備え、電力サービス利用者側の

燃料タンクや自家発電設備の整備等の推進

を図る必要がある。 

災害時等に備え、電力サービス利用者側の

燃料タンクや自家発電設備の整備等の推進

を図る。 

○備蓄品の確保 ○備蓄品の確保【施策分野 ①、⑪ 防災用品

備蓄事業】 

家庭・事業所等における生活必要物資等の

備蓄を促し、県と市が協調して計画的な備蓄

に取り組むとともに、地方公共団体・国・民

間事業者等が連携した供給体制を構築する

必要がある。 

家庭・事業所等における生活必要物資等の

備蓄を促し、県と市が協調して計画的な備蓄

に取り組むとともに、地方公共団体・国・民

間事業者等が連携した供給体制を構築する。 

  

＜３＞交通の確保 ＜３＞交通の確保 

○道路の防災対策 ○道路の防災対策【施策分野 ⑦、⑭ 道路等

補修事業、橋りょう補修事業】 

災害時の救助活動、物資輸送に資する交通

機能を確保するため、施設の適切な維持管理

を実施する必要がある。 

平常時から道路施設の適切な点検を行う

とともに、施設ごとの維持管理計画等に基づ

く構造物の必要な更新等により、道路の老朽

化、震災対策等を着実に推進し、健全な状態

を維持する。 

○道路ネットワークの強化による代替機能の

確保 

○道路ネットワークの強化による代替機能の

確保【施策分野 ⑦、⑭ 幹線道路整備事業】 

緊急時の輸送能力を確保するため、道路ネ

ットワークを強化し、代替機能を確保する必

要がある。 

緊急時の輸送能力を確保するため、また、

国県道との連携を強化するため、必要な幹線

道路網を整備する。 

  

＜４＞断水対策 ＜４＞断水対策 

○上水道施設の耐震化等と応急給水体制の構

築 

○上水道施設の耐震化等と応急給水体制の構

築【施策分野 ②、⑭ 並木町配水場改修事

業】 

地震による水道施設への被害を最小限度

に抑えるための施設整備を促進する必要が

ある。 

地震による水道施設への被害を最小限度

に抑えるための施設整備を促進する。 

水道災害相互応援協定による応急給水体

制の充実を図る等、災害時に迅速かつ的確に

応急給水活動を実施できる体制を整備する。 

飲料水兼用型耐震性貯水槽、耐震性井戸付

貯水装置、または防災用井戸の整備促進を図

る。 



目標２：救助・救急、医療活動が迅速に行われるとともに、被災者等の健康・避難生活環境を

確実に確保する 
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２－２ 多数かつ長期にわたる孤立地域等の同時発生 

①行政機能/消防/ 

防災教育等 ②住宅・都市 
③保健医療 

・福祉 ④エネルギー ⑤情報通信 ⑥産業構造 ⑦交通・物流 

⑧農林水産 ⑨地域保全 ⑩環境 
⑪リスクコミュ

ニケーション 
⑫人材育成 ⑬官民連携 ⑭老朽化対策・長寿命化対策 

 

＜脆弱性の評価・課題＞ ＜リスクへの対応方策＞ 

＜１＞救助・救援活動の強化 ＜１＞救助・救援活動の強化 

○ヘリコプターによる対策の充実 ○ヘリコプターによる対策の充実【施策分野 

⑦】 

道路・橋梁等の災害により、車両による輸

送が不可能になった場合に備えて、消防防災

ヘリ、警察ヘリ、ドクターヘリの要請から指

定のヘリコプター臨時離発着場の開設に係

る応援実施協定や受援計画等の見直しや拡

充を推進する必要がある。 

道路・橋梁等の災害により、車両による輸

送が不可能になった場合に備えて、消防防災

ヘリ、警察ヘリ、ドクターヘリの要請から指

定のヘリコプター臨時離発着場の開設に係

る応援実施協定や受援計画等の見直しや拡

充を推進する。 

  

＜２＞地域防災力の強化 ＜２＞地域防災力の強化 

○地域の防災力の向上 ○地域の防災力の向上【施策分野 ⑤、⑪ 防

災行政無線整備事業】 

防災行政無線、防災ラジオ、L アラート（※

17）など防災情報を確実に提供するととも

に、住民自身による自助・共助の積極的な行

動が行われるよう、地域防災力を向上させる

必要がある。 

防災行政無線については、デジタル化を推

進する。また、聞こえにくい地域の解消も併

せて行う。さらに、地域防災力の向上を目指

し、自主防災組織の設立促進及び支援に努め

るほか、消防団、学校等と連携した防災・避

難訓練を積極的に実施し、地域における自助

意識の醸成を図る。 

 

２－３ 消防等の被災等による救助・救急活動等の絶対的不足 

①行政機能/消防/ 

防災教育等 ②住宅・都市 
③保健医療 

・福祉 ④エネルギー ⑤情報通信 ⑥産業構造 ⑦交通・物流 

⑧農林水産 ⑨地域保全 ⑩環境 
⑪リスクコミュ

ニケーション 
⑫人材育成 ⑬官民連携 ⑭老朽化対策・長寿命化対策 

 

＜脆弱性の評価・課題＞ ＜リスクへの対応方策＞ 

＜１＞施設の耐震化 ＜１＞施設の耐震化 

○消防庁舎の耐震化 ○消防庁舎の耐震化【施策分野 ①、⑭】 

消防庁舎の耐震化など地域における活動

拠点となる施設の耐災害性を強化する必要

がある。 

消防庁舎の耐震化など地域における活動

拠点となる施設の耐災害性を強化する。 

 

 

 

 

 



目標２：救助・救急、医療活動が迅速に行われるとともに、被災者等の健康・避難生活環境を

確実に確保する 
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＜脆弱性の評価・課題＞ ＜リスクへの対応方策＞ 

＜２＞消防力の強化 ＜２＞消防力の強化 

○消防団員の確保対策、自主防災組織等の充実

強化 

○消防団員の確保対策、自主防災組織等の充実

強化【施策分野 ①、⑫】 

消防団員の確保促進や自主防災組織の充

実・強化に努めているところであるが、さら

に災害対応力強化のための人材育成、装備資

機材等の充実・強化を推進する必要がある。 

消防団において、機能別消防団を導入し災

害対応力強化のための体制整備を行うほか、

継続的な訓練の実施、装備資機材等の充実強

化を推進する。 

○常備消防力の強化 ○常備消防力の強化【施策分野 ①、⑪】 

常備消防において災害対応力強化のため

の体制、装備資機材等の充実・強化を推進す

る必要がある。 

災害対応力強化のための体制整備を行う

ほか、継続的な訓練の実施、装備資機材等の

充実強化を推進する。 

  

＜３＞広域連携体制の強化 ＜３＞広域連携体制の強化 

○受援体制の整備 ○受援体制の整備【施策分野 ①】 

災害の規模や被災地のニーズに応じて、円

滑に救援部隊や他の地方公共団体及び防災

関係機関からの応援を受けることができる

よう、応援要請や応援受入の体制、手順、受

援対象業務等を定めた「成田市受援計画＜地

震対策編＞」を、平成 30 年 3 月に策定した

ところである。今後は計画の実行性の検証に

努め、内容の拡充を図る必要がある。 

災害の規模や被災地のニーズに応じて、円

滑に救援部隊や他の地方公共団体及び防災

関係機関からの応援を受けることができる

よう、応援要請や応援受入の体制、手順、受

援対象業務等を定めた「成田市受援計画＜地

震対策編＞」を、平成 30 年 3 月に策定した

ところである。今後は計画の実行性の検証に

努め、内容を拡充する。 

  

＜４＞関係機関等との連携強化 ＜４＞関係機関等との連携強化 

○緊急災害対策派遣隊（ＴＥＣ－ＦＯＲＣＥ）

等との連携強化 

○緊急災害対策派遣隊（ＴＥＣ－ＦＯＲＣＥ）

等との連携強化【施策分野 ①、⑪】 

災害復旧を迅速に行うため、国から派遣さ

れるＴＥＣ－ＦＯＲＣＥと県、市における連

携強化を推進する必要がある。 

災害復旧を迅速に行うため、国から派遣さ

れるＴＥＣ－ＦＯＲＣＥと県、市における連

携強化を推進する。 

  

＜５＞地域防災力の強化 ＜５＞地域防災力の強化 

○地域防災力の向上 ○地域防災力の向上【施策分野 ①、⑨、⑪ 自

主防災組織整備事業】 

大規模災害時には、公的防災機関が十分に

対応できない場合、被害を最小限にするため

には、地域住民による自助・共助の取組が大

変重要であることから、地域一丸となった災

害対応体制を構築するため、消防団や自主防

災組織等の充実強化や防災教育の推進、家庭

内備蓄や家具の固定化等の防災啓発など、自

助、共助を促す取組を促進し地域防災力の向

上を図る必要がある。 

大規模災害時には、公的防災機関が十分に

対応できない場合、被害を最小限にするため

には、地域住民による自助・共助の取組が大

変重要であることから、地域一丸となった災

害対応体制を構築するため、消防団や自主防

災組織等の充実強化や防災教育の推進、家庭

内備蓄や家具の固定化等の防災啓発など、自

助、共助を促す取組を促進し地域防災力の向

上を図る。 



目標２：救助・救急、医療活動が迅速に行われるとともに、被災者等の健康・避難生活環境を

確実に確保する 

40 

 

２－４ 想定を超える帰宅困難者の発生、混乱 

①行政機能/消防/ 

防災教育等 ②住宅・都市 
③保健医療 

・福祉 ④エネルギー ⑤情報通信 ⑥産業構造 ⑦交通・物流 

⑧農林水産 ⑨地域保全 ⑩環境 
⑪リスクコミュ

ニケーション 
⑫人材育成 ⑬官民連携 ⑭老朽化対策・長寿命化対策 

 

＜脆弱性の評価・課題＞ ＜リスクへの対応方策＞ 

＜１＞帰宅困難者対策 ＜１＞帰宅困難者対策 

○総合的な帰宅困難者対策の検討・実施 ○総合的な帰宅困難者対策の検討・実施【施策

分野 ②、⑪、⑬】 

成田駅など帰宅困難者が多数発生するこ

とが想定される駅周辺を優先に、一斉帰宅の

抑制啓発や、一時滞在施設（※18）の確保と周

知、安否確認や情報提供を行うための体制整

備、帰宅支援の拡充など、総合的な帰宅困難

者対策を推進する必要がある。 

公共施設の他、民間施設の一時滞在施設の

拡充を図るとともに、一時滞在施設への備蓄

を促進し、帰宅困難者の受入体制を向上させ

る必要がある。 

九都県市首脳会議における協定締結事業

者の拡充を図る必要がある。 

成田駅など帰宅困難者が多数発生するこ

とが想定される駅周辺を優先に、一斉帰宅の

抑制啓発や、一時滞在施設の確保と周知、安

否確認や情報提供を行うための体制整備、帰

宅支援の拡充など、総合的な帰宅困難者対策

を推進する。 

公共施設の他、民間施設の一時滞在施設の

拡充を図るとともに、一時滞在施設への備蓄

を促進し、帰宅困難者の受入体制を向上させ

る。 

九都県市首脳会議における協定締結事業

者の確保に向けて支援、協力をしていく。 

○帰宅困難者対策に資する公園緑地の活用 ○帰宅困難者対策に資する公園緑地の活用【施

策分野 ②、⑪】 

大規模自然災害時に生じる多数の帰宅困

難者のために、休憩・情報提供等の場所とな

る帰宅支援スポットを提供するため、都市公

園の整備を促進する必要がある。 

既存の近隣公園以上の公園において、現状

の管理の中で、指定管理者とともに帰宅困難

者支援を推進する。 

  

＜２＞交通の確保 ＜２＞交通の確保 

○道路の防災対策 ○道路の防災対策【施策分野 ⑦、⑭ 道路等

補修事業、橋りょう補修事業】 

帰宅困難者の発生による混乱を避けるた

め、道路の交通機能の早期回復が必要であ

る。 

道路交通機能の早期回復を可能にするた

め、平常時から道路施設の適切な点検を行う

とともに、施設ごとの維持管理計画等に基づ

く構造物の必要な更新等により、道路の老朽

化、震災対策等を着実に推進し、健全な状態

を維持する。 

 

 

 

 

 



目標２：救助・救急、医療活動が迅速に行われるとともに、被災者等の健康・避難生活環境を

確実に確保する 
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２－５ 医療施設及び関係者の絶対的不足・被災、支援ルートの途絶、エネルギー供給の途絶
による医療機能の麻痺 

①行政機能/消防/ 

防災教育等 ②住宅・都市 
③保健医療 

・福祉 ④エネルギー ⑤情報通信 ⑥産業構造 ⑦交通・物流 

⑧農林水産 ⑨地域保全 ⑩環境 
⑪リスクコミュ

ニケーション 
⑫人材育成 ⑬官民連携 ⑭老朽化対策・長寿命化対策 

 

＜脆弱性の評価・課題＞ ＜リスクへの対応方策＞ 

＜１＞医療にかかる人員・体制の強化 ＜１＞医療にかかる人員・体制の強化 

○病院における電力供給体制の確保 ○病院における電力供給体制の確保【施策分野 

③】 

災害時における市内の医療救護活動の拠

点となる災害拠点病院では、災害時において

も病院の基本的な機能を維持するため、平時

から自家用発電機等の整備状況や、非常時に

使用可能かどうか検証を行うとともに、自

立・分散型エネルギー（コージェネレーショ

ン等）導入の検討を行うなど、病院における

電力供給体制の確保を図る必要がある。 

災害時における市内の医療救護活動の拠

点となる災害拠点病院では、災害時において

も病院の基本的な機能を維持するため、平時

から自家用発電機等の整備状況や、非常時に

使用可能かどうか検証を行うとともに、自

立・分散型エネルギー（コージェネレーショ

ン等）導入の検討を行うなど、病院における

電力供給体制の確保を図る。 

○医師会等との連携強化 ○医師会等との連携強化【施策分野 ③、⑬】 

広域的かつ大規模な災害の場合、大量に発

生する負傷者が応急処置・搬送・治療能力等

を上回るおそれがあることから、医師会の災

害時協定など連携の強化を推進する必要が

ある。 

広域的かつ大規模な災害の場合、医療機関

等において、大量に発生する負傷者が応急処

置・搬送・治療能力等を上回るおそれがある

ことから、医師会との訓練等を通じて、医療

救護体制の強化を図る。 

  

＜２＞要配慮者への支援 ＜２＞要配慮者への支援 

○社会福祉施設の孤立対策 ○社会福祉施設の孤立対策【施策分野 ③、⑪】 

社会福祉施設は被災時に孤立した場合の

支援が不十分であり、適切な支援体制の充実

が必要である。 

社会福祉施設に対して、被災時に孤立した

場合に備えた支援体制の充実を図る。 

  

＜３＞備蓄品の確保 ＜３＞備蓄品の確保 

○災害時の石油類燃料の確保 ○災害時の石油類燃料の確保【施策分野 ④、

⑬】 

災害時における緊急通行車両や災害拠点

病院等へ優先的に燃料の供給を行うため、石

油商業組合や石油連盟との協定等に基づく

供給体制の整備を図る必要がある。 

災害時における緊急通行車両や災害拠点

病院等へ優先的に燃料の供給を行うため、石

油商業組合や石油連盟との協定等に基づく

供給体制の整備を図る。 

○電源途絶に対する予備電源の確保 ○電源途絶に対する予備電源の確保【施策分野 

④、⑬】 

病院における非常用発電機の整備及び燃

料搬送手段の確保を促進するとともに、燃料

関係事業者との燃料優先供給に係る協定に

基づく連携体制の充実を図る必要がある。 

病院における非常用発電機の整備及び燃

料搬送手段の確保を促進するとともに、燃料

関係事業者との燃料優先供給に係る協定に

基づく連携体制の充実を図る。 



目標２：救助・救急、医療活動が迅速に行われるとともに、被災者等の健康・避難生活環境を

確実に確保する 
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＜脆弱性の評価・課題＞ ＜リスクへの対応方策＞ 

＜４＞交通の確保 ＜４＞交通の確保 

○道路の防災対策 ○道路の防災対策【施策分野 ⑦、⑭ 道路等

補修事業、橋りょう補修事業】 

災害時の救助活動、物資輸送に資する交通

機能を確保するため、施設の適切な維持管理

を実施する必要がある。 

平常時から道路施設の適切な点検を行う

とともに、施設ごとの維持管理計画等に基づ

く構造物の必要な更新等により、道路の老朽

化、震災対策等を着実に推進し、健全な状態

を維持する。 

○道路ネットワークの強化による代替機能の

確保 

○道路ネットワークの強化による代替機能の

確保【施策分野 ⑦、⑭ 幹線道路整備事業】 

緊急時の輸送能力を確保するため、道路ネ

ットワークを強化し、代替機能を確保する必

要がある。 

緊急時の輸送能力を確保するため、また、

国県道との連携を強化するため、必要な幹線

道路網を整備する。 

  

＜５＞広域連携体制の強化 ＜５＞広域連携体制の強化 

○受援体制の整備 ○受援体制の整備【施策分野 ①】 

災害の規模や被災地のニーズに応じて、円

滑に救援部隊や他の地方公共団体及び防災

関係機関からの応援を受けることができる

よう、応援要請や応援受入の体制、手順、受

援対象業務等を定めた「成田市受援計画＜地

震対策編＞」を、平成 30 年 3 月に策定した

ところである。今後は計画の実行性の検証に

努め、内容の拡充を図る必要がある。 

災害の規模や被災地のニーズに応じて、円

滑に救援部隊や他の地方公共団体及び防災

関係機関からの応援を受けることができる

よう、応援要請や応援受入の体制、手順、受

援対象業務等を定めた「成田市受援計画＜地

震対策編＞」を、平成 30 年 3 月に策定した

ところである。今後は計画の実行性の検証に

努め、内容を拡充する。 

 

２－６ 被災地における疫病・感染症等の大規模発生 

①行政機能/消防/ 

防災教育等 ②住宅・都市 
③保健医療 

・福祉 ④エネルギー ⑤情報通信 ⑥産業構造 ⑦交通・物流 

⑧農林水産 ⑨地域保全 ⑩環境 
⑪リスクコミュ

ニケーション 
⑫人材育成 ⑬官民連携 ⑭老朽化対策・長寿命化対策 

 

＜脆弱性の評価・課題＞ ＜リスクへの対応方策＞ 

＜１＞住宅・建築物等の耐震化 ＜１＞住宅・建築物等の耐震化 

○住宅・建築物の耐震化の促進 ○住宅・建築物の耐震化の促進【施策分野 ②、

⑭ 建築物耐震化促進事業】 

住宅の耐震化率は約 85％（平成 25 年度）

であるが、耐震化の必要性に対する認識不

足、耐震診断及び耐震改修の経済的負担が大

きいことから、目標達成に向けてきめ細かな

対策が必要である。 

多くの建築物が地震動により倒壊し、避難

所や避難場所に多くの市民が集合する事態

となると、避難先で避難者同士が密集し、感

耐震診断・改修の支援を実施するほか、建

築物耐震化促進計画を適宜改定し、建築物の

耐震化を推進する。 

多くの建築物が地震動により倒壊し、避難

所や避難場所に多くの市民が集合する事態

となると、避難先で避難者同士が密集し、感

染症拡大の原因となることが想定されるた

め、重点的に耐震化に取り組む。 



目標２：救助・救急、医療活動が迅速に行われるとともに、被災者等の健康・避難生活環境を

確実に確保する 
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＜脆弱性の評価・課題＞ ＜リスクへの対応方策＞ 

染症拡大の原因となることが想定されるた

め、重点的に耐震化を推進する必要がある。 

  

＜２＞感染症予防対策 ＜２＞感染症予防対策 

○予防接種や消毒、害虫駆除等の実施 ○予防接種や消毒、害虫駆除等の実施【施策分

野 ③】 

感染症の発生・蔓延を防ぐため、平時から

予防接種を促進する必要がある。また、消毒

や害虫駆除等を速やかに実施するための体

制等を構築しておく必要がある。 

平時から、感染症の発生や蔓延を防止する

ための予防接種を促進する。また、消毒や衛

生害虫に係る相談等の生活衛生環境を確保

するための体制を構築する。 

○衛生用品等の備蓄の見直し ○衛生用品等の備蓄の見直し【施策分野 ③】 

新型インフルエンザ等の感染症拡大を防

ぐため、衛生用品等の備蓄を見直す必要があ

る。 

新型インフルエンザ等の感染症拡大を防

ぐため、衛生用品等の備蓄を見直す。 

  

＜３＞下水道機能の確保 ＜３＞下水道機能の確保 

○下水道施設の耐震対策 ○下水道施設の耐震対策【施策分野 ②、⑭ 

下水道施設の耐震対策事業】 

大規模地震による下水道施設の被害を最

小限にするため、耐震化を着実に推進する必

要がある。 

下水道施設において、災害時に汚水処理機

能が確保できるように施設の耐震化等を図

る。中継ポンプ場等の中核施設の耐震化工事

及びポンプ場に直結する重要な幹線管路に

ついて、管更生による強化や継手性能の向上

を図り、地震時における汚水処理機能を確保

する。 

○下水道施設の耐水化対策 ○下水道施設の耐水化対策【施策分野 ②、⑭ 

下水道施設の耐水化事業】 

河川氾濫時等の災害時においても下水道

施設の被害を最小限にするため、耐水化を着

実に推進する必要がある。 

下水道施設において、河川氾濫時等の災害

時に汚水処理機能が確保できるように施設

の耐水化等を図る。下水道施設が浸水しない

よう止水板等により浸水防止対策を講じ、河

川氾濫時等の災害時における汚水処理機能

を確保する。 

○下水道ＢＣＰの策定 ○下水道ＢＣＰの策定【施策分野 ②、⑪ 下

水道ＢＣＰ策定事業】 

中継ポンプ場の長期機能停止を防止する

ためのＢＣＰ策定を促進するとともに、策定

したＢＣＰの維持改善を図る必要がある。停

電時でも処理機能を損なわないよう中継ポ

ンプ場およびマンホールポンプの電源を確

保することが課題となる。 

下水道施設の耐震化及び耐水化のための

調査を行い、地震対策及び浸水対策の計画を

策定する。また、被災者の生活空間から下水

を速やかに排除、処理を行うために、下水道

ＢＣＰに電源喪失時の対応を盛り込む等の

段階的な内容の充実を図る。 

  



目標２：救助・救急、医療活動が迅速に行われるとともに、被災者等の健康・避難生活環境を

確実に確保する 
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＜脆弱性の評価・課題＞ ＜リスクへの対応方策＞ 

＜４＞避難所運営の強化 ＜４＞避難所運営の強化 

○避難所運営の在り方の見直し ○避難所運営の在り方の見直し【施策分野 

③】 

新型インフルエンザ等の発生に備えて、ソ

ーシャルディスタンスを考慮した避難所運

営の在り方や備蓄物品について検討する必

要がある。 

新型インフルエンザ等の発生に備えて、ソ

ーシャルディスタンスを考慮した避難所運

営の在り方や備蓄物品について検討し、避難

所運営マニュアル等に取りまとめる。 

○避難所における衛生管理 ○避難所における衛生管理【施策分野 ③、⑪】 

避難所など平時と異なる生活環境下での

衛生状況の悪化を防ぐため、避難所における

飲料水の安全確保、室内環境の調査・助言・

指導、トイレやごみ保管場所の適正管理など

を推進する必要がある。 

避難所など平時と異なる生活環境下での

衛生状況の悪化を防ぐため、避難所における

飲料水の安全確保、室内環境の調査・助言・

指導、トイレやごみ保管場所の適正管理など

を推進する。 

  

＜５＞広域火葬体制の構築 ＜５＞広域火葬体制の構築 

○広域火葬体制の構築 ○広域火葬体制の構築【施策分野 ①、⑬】 

大規模災害により、市が平時に使用してい

る火葬場の火葬能力だけでは遺体の火葬を

行うことが不可能になるおそれがあるため、

近隣市町村の火葬場を活用した広域火葬を

実施する体制を構築しておく必要がある。 

大規模災害により、市が平時に使用してい

る火葬場の火葬能力だけでは遺体の火葬を

行うことが不可能になるおそれがあるため、

千葉県広域火葬計画に基づき円滑に近隣市

町村の火葬場を活用した広域火葬が実施で

きるよう、体制を構築する。 

  

＜６＞地域防災力の強化 ＜６＞地域防災力の強化 

○地域防災力の向上 ○地域防災力の向上【施策分野 ①、⑨、⑪ 自

主防災組織整備事業】 

大規模災害時には、公的防災機関が十分に

対応できない場合、被害を最小限にするため

には、地域住民による自助・共助の取組が大

変重要であることから、地域一丸となった災

害対応体制を構築するため、消防団や自主防

災組織等の充実強化や防災教育の推進、家庭

内備蓄や家具の固定化等の防災啓発など、自

助、共助を促す取組を促進し地域防災力の向

上を図る必要がある。 

大規模災害時には、公的防災機関が十分に

対応できない場合、被害を最小限にするため

には、地域住民による自助・共助の取組が大

変重要であることから、地域一丸となった災

害対応体制を構築するため、消防団や自主防

災組織等の充実強化や防災教育の推進、家庭

内備蓄や家具の固定化等の防災啓発など、自

助、共助を促す取組を促進し地域防災力の向

上を図る。 

 

 

 

 

 

 



目標２：救助・救急、医療活動が迅速に行われるとともに、被災者等の健康・避難生活環境を

確実に確保する 
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２－７ 劣悪な避難生活環境、不十分な健康管理による多数の被災者の健康状態の悪化・死者
の発生 

①行政機能/消防/ 

防災教育等 ②住宅・都市 
③保健医療 

・福祉 ④エネルギー ⑤情報通信 ⑥産業構造 ⑦交通・物流 

⑧農林水産 ⑨地域保全 ⑩環境 
⑪リスクコミュ

ニケーション 
⑫人材育成 ⑬官民連携 ⑭老朽化対策・長寿命化対策 

 

＜脆弱性の評価・課題＞ ＜リスクへの対応方策＞ 

＜１＞要配慮者への支援 ＜１＞要配慮者への支援 

○福祉避難所の設置促進 ○福祉避難所の設置促進【施策分野 ③ 福祉

避難所の設置促進】 

福祉避難所の設置の取組を一層促進する

とともに、要支援者が避難生活を送るために

必要となる備品や設備などの配備・充実、各

種訓練等による災害対応能力を向上させる

必要がある。 

福祉避難所の設置を一層促進するととも

に、要支援者のための施設整備や備品の備蓄

など、避難環境の整備を図る。 

  

＜２＞避難所運営の強化 ＜２＞避難所運営の強化 

○避難所運営の在り方の見直し ○避難所運営の在り方の見直し【施策分野 

③】 

新型インフルエンザ等の発生に備えて、ソ

ーシャルディスタンスを考慮した避難所運

営の在り方や備蓄物品について検討する必

要がある。 

新型インフルエンザ等の発生に備えて、ソ

ーシャルディスタンスを考慮した避難所運

営の在り方や備蓄物品について検討し、避難

所運営マニュアル等に取りまとめる。 

○避難所における衛生管理 ○避難所における衛生管理【施策分野 ③、⑪】 

避難所など平時と異なる生活環境下での

衛生状況の悪化を防ぐため、避難所における

飲料水の安全確保、室内環境の調査・助言・

指導、トイレやごみ保管場所の適正管理など

を推進する必要がある。 

避難所など平時と異なる生活環境下での

衛生状況の悪化を防ぐため、避難所における

飲料水の安全確保、室内環境の調査・助言・

指導、トイレやごみ保管場所の適正管理など

を推進する。 

  

＜３＞施設・備蓄品の整備 ＜３＞施設・備蓄品の整備 

○避難所となる施設の機能強化 ○避難所となる施設の機能強化【施策分野 

②、⑭】 

避難所となる施設について、円滑な避難所

の運営が可能となるよう必要な防災機能を

確保する必要がある。 

学校施設においては成田市学校施設長寿

命化計画に基づき、避難者が安心して避難で

きるよう、施設の安全性を確保するととも

に、避難所として求められる機能強化を図

る。 

  

＜４＞地域防災力の強化 ＜４＞地域防災力の強化 

○地域防災力の向上 ○地域防災力の向上【施策分野 ①、⑨、⑪ 自

主防災組織整備事業】 

大規模災害時には、公的防災機関が十分に 大規模災害時には、公的防災機関が十分に



目標３：必要不可欠な行政機能は確保する 
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＜脆弱性の評価・課題＞ ＜リスクへの対応方策＞ 

対応できない場合、被害を最小限にするため

には、地域住民による自助・共助の取組が大

変重要であることから、地域一丸となった災

害対応体制を構築するため、消防団や自主防

災組織等の充実強化や防災教育の推進、家庭

内備蓄や家具の固定化等の防災啓発など、自

助、共助を促す取組を促進し地域防災力の向

上を図る必要がある。 

対応できない場合、被害を最小限にするため

には、地域住民による自助・共助の取組が大

変重要であることから、地域一丸となった災

害対応体制を構築するため、消防団や自主防

災組織等の充実強化や防災教育の推進、家庭

内備蓄や家具の固定化等の防災啓発など、自

助、共助を促す取組を促進し地域防災力の向

上を図る。 

 

目標３：必要不可欠な行政機能は確保する 

３－１ 市職員・施設等の被災による機能の大幅な低下 

①行政機能/消防/ 

防災教育等 ②住宅・都市 
③保健医療 

・福祉 ④エネルギー ⑤情報通信 ⑥産業構造 ⑦交通・物流 

⑧農林水産 ⑨地域保全 ⑩環境 
⑪リスクコミュ

ニケーション 
⑫人材育成 ⑬官民連携 ⑭老朽化対策・長寿命化対策 

 

＜脆弱性の評価・課題＞ ＜リスクへの対応方策＞ 

＜１＞行政機能の強化 ＜１＞行政機能の強化 

○業務継続計画（ＢＣＰ）の作成 ○業務継続計画（ＢＣＰ）の作成【施策分野 

①】 

大規模地震が発生した場合においても、市

民生活に不可欠な一定レベルの行政サービ

スも継続して実施する必要があることから、

市では平成 30 年 3 月に成田市業務継続計

画＜地震対策編＞を策定したところである。

今後は、計画の実効性を更に高めるため必要

に応じて見直しを図ることと、他の災害種別

に対しての対策を検討する必要がある。 

大規模地震が発生した場合においても、市

民生活に不可欠な一定レベルの行政サービ

スも継続して実施する必要があることから、

市では平成 30 年 3 月に成田市業務継続計

画＜地震対策編＞を策定したところである。

今後は、計画の実効性を更に高めるため必要

に応じて見直しを図ることと、他の災害種別

に対しての対策を検討する。 

○総合防災訓練の実施 ○総合防災訓練の実施【施策分野 ①、⑫ 災

害対策本部の実施体制の充実強化】 

総合防災訓練・図上訓練（災害対策本部設

置）の実施については、自衛隊、警察、消防

等防災関係機関と連携し、地震等の災害に即

した実践的な実動訓練及び図上訓練など、応

急対処能力の向上等を図るため、引き続き訓

練を実施する必要がある。 

総合防災訓練・図上訓練の実施について

は、自衛隊、警察、消防等防災関係機関と連

携し、地震等の災害に即した実践的な実動訓

練及び災害対策本部設置（図上訓練）など、

応急対処能力の向上等を図るため、引き続き

訓練を実施する。 

  

＜２＞施設・備蓄品の整備 ＜２＞施設・備蓄品の整備 

○公共施設の計画的な施設整備や適切な維持

管理 

○公共施設の計画的な施設整備や適切な維持

管理【施策分野 ①、⑭】 

公共施設は災害時に防災拠点となるなど、

防災上重要な施設としての役割を担ってい

ることから、「成田市公共施設等総合管理計

公共施設は災害時に防災拠点となるなど、

防災上重要な施設としての役割を担ってい

ることから、「成田市公共施設等総合管理計



目標３：必要不可欠な行政機能は確保する 
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＜脆弱性の評価・課題＞ ＜リスクへの対応方策＞ 

画」等に基づく長寿命化対策の中で、計画的

な施設整備や適切な維持管理に努める必要

がある。 

画」等に基づく長寿命化対策の中で、計画的

な施設整備や適切な維持管理に努める。 

○自立・分散型エネルギーの整備 ○自立・分散型エネルギーの整備【施策分野 

④】 

防災拠点や災害時に機能を保持すべき施

設への自立・分散型エネルギー整備を進める

必要がある。 

防災拠点や災害時に機能を保持すべき施

設への自立・分散型エネルギー整備を進め

る。 

○避難所等の電源確保 ○避難所等の電源確保【施策分野 ④ 小・中

学校太陽光発電導入事業】 

電力供給遮断などの非常時に、避難住民の

受入れを行う避難所や防災拠点等（公共施設

等）において、移動用発電機の整備等、避難

住民の生活等に必要不可欠な電力を確保す

る必要がある。 

電力供給遮断などの非常時に、避難住民の

受入れを行う避難所や防災拠点等（公共施設

等）において、移動用発電機の整備等、避難

住民の生活等に必要不可欠な電力の確保を

図る。 

○基幹業務システム等の耐災害性の確保 ○基幹業務システム等の耐災害性の確保【施策

分野 ①】 

市役所の基幹業務システムの耐災害性を

確保する必要がある。 

市役所の基幹業務システムの耐災害性を

確保する。 

  

＜３＞復旧復興体制の整備 ＜３＞復旧復興体制の整備 

○被災者台帳の整備・推進 ○被災者台帳の整備・推進【施策分野 ①】 

被災者への公平で効率的な支援の実施の

ため、被災の状況や各種支援の状況、配慮を

要する事項等を一元的に集約した被災者台

帳の整備・推進を図る必要がある。 

被災者への公平で効率的な支援の実施の

ため、被災の状況や各種支援の状況、配慮を

要する事項等を一元的に集約した被災者台

帳の整備・推進を図る。 

○防災を担う人材の育成 ○防災を担う人材の育成【施策分野 ①、⑪】 

大規模災害時の救援・救助など地域の防災

活動において、地域と行政、ボランティア組

織等との連絡調整を担う人材の育成が重要

であることから、防災ボランティアのリーダ

ーとなる「災害対策コーディネーター」の養

成・活動支援を行う必要がある。 

大規模災害時の救援・救助など地域の防災

活動において、地域と行政、ボランティア組

織等との連絡調整を担う人材の育成が重要

であることから、千葉県と連携して、防災ボ

ランティアのリーダーとなる「災害対策コー

ディネーター」の養成・活動支援を行う。 

  

＜４＞地域防災力の強化 ＜４＞地域防災力の強化 

○地域防災力の向上 ○地域防災力の向上【施策分野 ①、⑨、⑪ 自

主防災組織整備事業】 

大規模災害時には、公的防災機関が十分に

対応できない場合、被害を最小限にするため

には、地域住民による自助・共助の取組が大

変重要であることから、地域一丸となった災

害対応体制を構築するため、消防団や自主防

大規模災害時には、公的防災機関が十分に

対応できない場合、被害を最小限にするため

には、地域住民による自助・共助の取組が大

変重要であることから、地域一丸となった災

害対応体制を構築するため、消防団や自主防



目標４：必要不可欠な情報通信機能・情報サービスは確保する 
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＜脆弱性の評価・課題＞ ＜リスクへの対応方策＞ 

災組織等の充実強化や防災教育の推進、家庭

内備蓄や家具の固定化等の防災啓発など、自

助、共助を促す取組を促進し地域防災力の向

上を図る必要がある。 

災組織等の充実強化や防災教育の推進、家庭

内備蓄や家具の固定化等の防災啓発など、自

助、共助を促す取組を促進し地域防災力の向

上を図る。 

 

目標４：必要不可欠な情報通信機能・情報サービスは確保する 

４－１ 防災・災害対応に必要な通信インフラの麻痺・機能停止 

①行政機能/消防/ 

防災教育等 ②住宅・都市 
③保健医療 

・福祉 ④エネルギー ⑤情報通信 ⑥産業構造 ⑦交通・物流 

⑧農林水産 ⑨地域保全 ⑩環境 
⑪リスクコミュ

ニケーション 
⑫人材育成 ⑬官民連携 ⑭老朽化対策・長寿命化対策 

 

＜脆弱性の評価・課題＞ ＜リスクへの対応方策＞ 

＜１＞災害関連情報提供体制の整備 ＜１＞災害関連情報提供体制の整備 

○防災情報の収集機能強化 ○防災情報の収集機能強化【施策分野 ⑤】 

民間通信事業者の回線が停止した場合に

も県と市、防災関係機関との通信ができるよ

う、自営の通信手段（防災行政無線）や情報

システム等を整備し、維持・管理していく必

要がある。 

民間通信事業者の回線が停止した場合に

も県と市、防災関係機関との通信ができるよ

う、自営の通信手段（防災行政無線）や情報

システム等を整備し、維持・管理し、適切な

運用を図る。 

○防災関係機関の情報通信手段の多様化等 ○防災関係機関の情報通信手段の多様化等【施

策分野 ⑤、⑪】 

防災関係機関の拠点となる施設において、

情報通信手段の多様化や非常用電源の確保

等を進める必要がある。 

防災関係機関の拠点となる施設において、

情報通信手段の多様化や非常用電源の確保

等を進める。 

  

＜２＞備蓄品の確保 ＜２＞備蓄品の確保 

○電源途絶に対する予備電源の確保 ○電源途絶に対する予備電源の確保【施策分野 

④、⑬】 

無線・有線電話等の情報通信システムに必

要不可欠な電源が遮断され、使用不可能とな

った場合、災害対応に多大な影響を及ぼすこ

とが懸念されることから、電源途絶に対する

予備電源の確保を図る必要がある。 

非常用発電機の整備及び燃料搬送手段の

確保を促進するとともに、燃料関係事業者と

の燃料優先供給に係る協定に基づく連携体

制の充実を図る。 
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４－２ テレビ・ラジオ放送の中断等により災害情報が必要な者に伝達できない事態 

①行政機能/消防/ 

防災教育等 ②住宅・都市 
③保健医療 

・福祉 ④エネルギー ⑤情報通信 ⑥産業構造 ⑦交通・物流 

⑧農林水産 ⑨地域保全 ⑩環境 
⑪リスクコミュ

ニケーション 
⑫人材育成 ⑬官民連携 ⑭老朽化対策・長寿命化対策 

 

＜脆弱性の評価・課題＞ ＜リスクへの対応方策＞ 

＜１＞災害関連情報提供体制の整備 ＜１＞災害関連情報提供体制の整備 

○災害情報の伝達手段の多様化 ○災害情報の伝達手段の多様化【施策分野 

⑤、⑪】 

防災行政無線やＬアラート、防災ポータル

サイト、防災メール等多様な手段を通じ、市

民が容易に必要な情報を入手できる環境の

構築を図る必要がある。 

防災行政無線やＬアラート、防災ポータル

サイト、防災メール等多様な手段を通じ、市

民が容易に必要な情報を入手できる環境の

構築を図る。 

○メディアに対する情報提供 ○メディアに対する情報提供【施策分野 ⑤、

⑪】 

災害時に市から各メディア等に対し、被害

情報、避難情報等を迅速かつ正確に提供する

体制を強化する必要がある。 

住民に対しリアルタイムな防災情報等の

提供を行うため、放送事業者・ケーブルテレ

ビ事業者の協力を得て、体制の確保に努め

る。 

 

４－３ 災害時に活用する情報サービスが機能停止し、情報の収集・伝達ができず、避難行動
や救助・支援が遅れる事態 

①行政機能/消防/ 

防災教育等 ②住宅・都市 
③保健医療 

・福祉 ④エネルギー ⑤情報通信 ⑥産業構造 ⑦交通・物流 

⑧農林水産 ⑨地域保全 ⑩環境 
⑪リスクコミュ

ニケーション 
⑫人材育成 ⑬官民連携 ⑭老朽化対策・長寿命化対策 

 

＜脆弱性の評価・課題＞ ＜リスクへの対応方策＞ 

＜１＞行政機能の強化 ＜１＞行政機能の強化 

○組織体制の強化・危機対応能力の向上 ○組織体制の強化・危機対応能力の向上【施策

分野 ①、⑫】 

情報収集・提供手段の整備が進む一方で、

それらにより得られた情報の効果的な利活

用をより一層充実させることが課題であり、

危機対応能力の向上を図る必要がある。 

情報収集・提供手段の整備により得られた

情報の効果的な利活用をより一層充実させ

るため、研修・訓練等の実施により、職員の

危機対応能力の向上を図る。 

  

＜２＞災害関連情報提供体制の整備 ＜２＞災害関連情報提供体制の整備 

○災害情報の伝達手段の多様化 ○災害情報の伝達手段の多様化【施策分野 

⑤、⑪】 

防災行政無線やＬアラート、防災ポータル

サイト、防災メール、コミュニティ FM 等多

様な手段を通じ、市民が容易に必要な情報を

入手できる環境の構築を図る必要がある。 

防災行政無線やＬアラート、防災ポータル

サイト、防災メール、コミュニティ FM 等多

様な手段を通じ、市民が容易に必要な情報を

入手できる環境の構築を図る。 
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＜脆弱性の評価・課題＞ ＜リスクへの対応方策＞ 

＜３＞要配慮者への支援 ＜３＞要配慮者への支援 

○災害時避難行動要支援者対策の促進 ○災害時避難行動要支援者対策の促進【施策分

野 ③、⑪】 

市では、「成田市避難行動要支援者支援計

画（平成 28 年 1 月）」を策定し、「避難行動

要支援者名簿」を整備・更新している。避難

行動要支援者対策を効果的に進めるため、今

後さらに、「避難行動要支援者名簿」の整備・

更新と地域との共有等の取組を促進し、避難

支援体制の充実を図る必要がある。 

市では、「成田市避難行動要支援者支援計

画（平成 28 年 1 月）」を策定し、「避難行動

要支援者名簿」を整備・更新している。避難

行動要支援者対策を効果的に進めるため、今

後さらに、「避難行動要支援者名簿」の整備・

更新と地域との共有等の取組を促進し、避難

支援体制の充実を図る。 

○福祉避難所の設置促進 ○福祉避難所の設置促進【施策分野 ③ 福祉

避難所の設置促進】 

福祉避難所の設置の取組を一層促進する

とともに、要支援者が避難生活を送るために

必要となる備品や設備などの配備・充実、各

種訓練等による災害対応能力を向上させる

必要がある。 

福祉避難所の設置を一層促進するととも

に、要支援者のための施設整備や備品の備蓄

など、避難環境の整備を図る。 

○外国人旅行者に対する災害情報の迅速かつ

着実な伝達 

○外国人旅行者に対する災害情報の迅速かつ

着実な伝達【施策分野 ⑤、⑪】 

災害が発生したときに観光・宿泊施設にい

る訪日外国人と日本人とでは、言語の問題か

らアクセスできる情報に格差が生じること

から、各施設において外国人を速やかに誘導

し、適切な情報提供を行える体制の整備を促

すため、具体的な対処方法等について周知を

図る必要がある。 

市内の観光・宿泊施設へ、国が作成した「自

然災害発生時の訪日外国人旅行者への初動

対応マニュアル策定ガイドライン」や国内に

おける緊急地震速報及び気象特別警報を英

語、中国語（繁体字／簡体字）、韓国語で通

知する情報発信アプリ等の周知を図る。ま

た、避難場所等の標識の多言語化に努める。 

  

＜４＞地域防災力の強化 ＜４＞地域防災力の強化 

○大規模災害に備えた自助・共助の取組の強化 ○大規模災害に備えた自助・共助の取組の強化

【施策分野 ①、⑨、⑪ 自主防災組織整備

事業】 

災害時の被害の最小化を図るためには地

域防災力の向上が重要であることから、防災

教育の推進と自主防災組織の育成強化等に

努めるとともに、市民一人ひとり及び地域コ

ミュニティの防災意識の高揚や防災力の強

化を図る必要がある。 

災害時の被害の最小化を図るためには、地

域防災力の向上が重要であることから、防災

教育の推進や自主防災組織の育成強化等に

努めるとともに、市民一人ひとり及び地域コ

ミュニティの防災意識の高揚や防災力の強

化を図る。 
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目標５：経済活動の機能を早期に回復する 

５－１ サプライチェーンの寸断等による企業の生産力低下 

①行政機能/消防/ 

防災教育等 ②住宅・都市 
③保健医療 

・福祉 ④エネルギー ⑤情報通信 ⑥産業構造 ⑦交通・物流 

⑧農林水産 ⑨地域保全 ⑩環境 
⑪リスクコミュ

ニケーション 
⑫人材育成 ⑬官民連携 ⑭老朽化対策・長寿命化対策 

 

＜脆弱性の評価・課題＞ ＜リスクへの対応方策＞ 

＜１＞民間事業者の事業継続確保 ＜１＞民間事業者の事業継続確保 

○中小企業に対する資金調達支援 ○中小企業に対する資金調達支援【施策分野 

⑥、⑪】 

金融機関と連携し、災害発生時における中

小企業の資金調達を支援する必要がある。 

金融機関と連携し、災害発生時における中

小企業の資金調達支援を行う。 

○物流事業者における災害対応力の強化 ○物流事業者における災害対応力の強化【施策

分野 ⑦、⑬】 

物流総合効率化法の活用による災害に強

い物流施設の整備促進や「荷主と物流事業者

が連携した BCP 作成のためのガイドライ

ン」の周知による民間物流事業者の BCP 策

定等を促進する必要がある。 

物流総合効率化法の活用による災害に強

い物流施設の整備促進や「荷主と物流事業者

が連携した BCP 作成のためのガイドライ

ン」の周知による民間物流事業者の BCP 策

定等を促進する。 

 

５－２ エネルギー供給の停止による、社会経済活動・サプライチェーンの維持への甚大な影
響 

①行政機能/消防/ 

防災教育等 ②住宅・都市 
③保健医療 

・福祉 ④エネルギー ⑤情報通信 ⑥産業構造 ⑦交通・物流 

⑧農林水産 ⑨地域保全 ⑩環境 
⑪リスクコミュ

ニケーション 
⑫人材育成 ⑬官民連携 ⑭老朽化対策・長寿命化対策 

 

＜脆弱性の評価・課題＞ ＜リスクへの対応方策＞ 

＜１＞交通の確保 ＜１＞交通の確保 

○燃料供給ルートの確保 ○燃料供給ルートの確保【施策分野 ④】 

インフラ被災時のエネルギー、医療、物資

等の供給停止を防ぐため、緊急時の輸送能力

を確保する必要がある。 

道路交通機能の早期回復を可能にするた

め、平常時から道路施設の適切な点検を行う

とともに、構造物の必要な更新等により、道

路の防災、震災対策を着実に推進し、健全な

状態を維持する。 

緊急時の輸送能力を確保するため、また、

国県道との連携を強化するため、必要な幹線

道路網を整備する。 

  

＜２＞備蓄品の確保 ＜２＞備蓄品の確保 

○災害時の石油燃料等の確保 ○災害時の石油燃料等の確保【施策分野 ④、

⑬】 

緊急車両への優先給油や災害対策施設（災

害対策本部、避難所、病院等）への燃料供給

を円滑に行うため、ＬＰガス協会との燃料供

緊急車両への優先給油や災害対策施設（災

害対策本部、避難所、病院等）への燃料供給

を円滑に行うため、ＬＰガス協会との燃料供
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＜脆弱性の評価・課題＞ ＜リスクへの対応方策＞ 

給に関する災害協定の実施体制を整備する

ほか、千葉県石油商業協同組合と石油燃料の

供給に関する協定体制の整備を検討する必

要がある。 

給に関する災害協定の実施体制を整備する

ほか、千葉県石油商業協同組合と石油燃料の

供給に関する協定体制の整備を検討する。 

 

５－３ 基幹的交通ネットワークの機能停止による物流・人流への甚大な影響 

①行政機能/消防/ 

防災教育等 ②住宅・都市 
③保健医療 

・福祉 ④エネルギー ⑤情報通信 ⑥産業構造 ⑦交通・物流 

⑧農林水産 ⑨地域保全 ⑩環境 
⑪リスクコミュ

ニケーション 
⑫人材育成 ⑬官民連携 ⑭老朽化対策・長寿命化対策 

 

＜脆弱性の評価・課題＞ ＜リスクへの対応方策＞ 

＜１＞住宅・建築物等の耐震化 ＜１＞住宅・建築物等の耐震化 

○沿道建築物の耐震化の促進 ○沿道建築物の耐震化の促進【施策分野 ⑦、

⑪】 

緊急輸送道路（※19）の機能を確保するた

め、沿道建築物の耐震化を促進する必要があ

る。 

地震による建築物の倒壊等により緊急時

の通行障害が生じないよう緊急輸送道路の

沿道の建築物の実態を把握し、所有者等への

啓発に努め、耐震化を促進する。 

  

＜２＞交通の確保 ＜２＞交通の確保 

○道路ネットワークの強化による代替機能の

確保 

○道路ネットワークの強化による代替機能の

確保【施策分野 ⑦】 

緊急時の輸送能力を確保するため、道路ネ

ットワークを強化し、代替機能を確保する必

要がある。 

緊急時の輸送能力を確保するため、また、

国県道との連携を強化するため、必要な幹線

道路網を整備する。 

○道路施設の防災対策 ○道路施設の防災対策【施策分野 ⑦、⑭ 道

路等補修事業、橋りょう補修事業】 

基幹的陸上交通ネットワークの機能停止

を避けるため、道路の防災、震災対策をする

必要がある。 

平常時から道路施設の適切な点検を行う

とともに、施設ごとの維持管理計画等に基づ

く構造物の必要な更新等により、道路の老朽

化、震災対策等を着実に推進し、健全な状態

を維持する。 

  

＜３＞関係機関等との連携強化 ＜３＞関係機関等との連携強化 

○陸・空の連携によるネットワークの強化 ○陸・空の連携によるネットワークの強化【施

策分野 ⑦、⑪】 

首都直下地震等の大規模災害により、東京

湾岸が被災した場合には、北関東・東北方面

からの支援の受け入れが重要となることか

ら、成田市受援計画＜地震対策編＞に基づき

支援を円滑に受け入れるため、訓練等で検証

を行い計画の実効性を確保するとともに、そ

可能な輸送手段を最大限活用するため、陸

路・空路のネットワーク強化を図る。 
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＜脆弱性の評価・課題＞ ＜リスクへの対応方策＞ 

れぞれの管理者との連携を密に行い、陸・空

の連携による輸送ルートの充実など、ネット

ワークの強化を図る必要がある。 

 

５－４ 空港の被災による国際航空輸送への甚大な被害 

①行政機能/消防/ 

防災教育等 ②住宅・都市 
③保健医療 

・福祉 ④エネルギー ⑤情報通信 ⑥産業構造 ⑦交通・物流 

⑧農林水産 ⑨地域保全 ⑩環境 
⑪リスクコミュ

ニケーション 
⑫人材育成 ⑬官民連携 ⑭老朽化対策・長寿命化対策 

 

＜脆弱性の評価・課題＞ ＜リスクへの対応方策＞ 

＜１＞関係機関等との連携強化 ＜１＞関係機関等との連携強化 

○空港機能の早期復旧 ○空港機能の早期復旧【施策分野 ⑦、⑭】 

発災後、空港機能が早期復旧できるよう、

関係機関の情報共有体制を強化する必要が

ある。 

発災後、空港機能が早期復旧できるよう、

関係機関の情報共有体制を強化する。 

  

＜２＞帰宅困難者対策 ＜２＞帰宅困難者対策 

○総合的な帰宅困難者対策の検討・実施 ○総合的な帰宅困難者対策の検討・実施【施策

分野 ②、⑪、⑬】 

災害発生時に成田空港内で多数の帰宅困

難者が出ることが想定されるため、一時滞在

施設の確保と周知、安否確認や情報提供を行

うための体制整備、帰宅支援の拡充など、総

合的な帰宅困難者対策を推進する必要があ

る。 

災害発生時に成田空港内で多数の帰宅困

難者が出ることが想定されるため、一時滞在

施設の確保と周知、安否確認や情報提供を行

うための体制整備、帰宅支援の拡充など、総

合的な帰宅困難者対策を推進する。 

  

＜３＞要配慮者への支援 ＜３＞要配慮者への支援 

○外国人旅行者に対する災害情報の迅速かつ

着実な伝達 

○外国人旅行者に対する災害情報の迅速かつ

着実な伝達【施策分野 ⑤、⑪】 

災害発生時に空港に滞留してしまう恐れ

のある訪日外国人と日本人とでは、言語の問

題からアクセスできる情報に格差が生じる

ことから、外国人を速やかに誘導し、適切な

情報提供を行える体制の整備を促すため、具

体的な対処方法等について周知を図る必要

がある。 

市内の観光・宿泊施設へ、国が作成した「自

然災害発生時の訪日外国人旅行者への初動

対応マニュアル策定ガイドライン」や国内に

おける緊急地震速報及び気象特別警報を英

語、中国語（繁体字／簡体字）、韓国語で通

知する情報発信アプリ等の周知を図る。 

  

＜４＞交通の確保 ＜４＞交通の確保 

○代替陸上輸送機能の確保 ○代替陸上輸送機能の確保【施策分野 ⑦、⑪】 

空港機能の代替性を確保するための道路

や鉄道など陸上輸送機能の確保について、推

空港機能の代替性を確保するための道路

や鉄道など陸上輸送機能の確保について、推



目標５：経済活動の機能を早期に回復する 
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＜脆弱性の評価・課題＞ ＜リスクへの対応方策＞ 

進する必要がある。 進する。 

 

５－５ 食料等の安定供給の停滞 

①行政機能/消防/ 

防災教育等 ②住宅・都市 
③保健医療 

・福祉 ④エネルギー ⑤情報通信 ⑥産業構造 ⑦交通・物流 

⑧農林水産 ⑨地域保全 ⑩環境 
⑪リスクコミュ

ニケーション 
⑫人材育成 ⑬官民連携 ⑭老朽化対策・長寿命化対策 

 

＜脆弱性の評価・課題＞ ＜リスクへの対応方策＞ 

＜１＞農業活動への支援 ＜１＞農業活動への支援 

○農村地域レベルでの総合的な防災・減災対策

の推進 

○農村地域レベルでの総合的な防災・減災対策

の推進【施策分野 ⑧、⑪、⑭】 

農村地域の災害未然防止や国土保全・多面

的機能を確保するため、集中豪雨等による農

地や農業用施設の湛水被害の解消や、自然的

社会的状況の変化等によって機能低下した

農業用排水施設等の整備・補強を進める必要

がある。 

また、集中豪雨や大規模地震等で崩壊した

場合の経済活動及び住民生活等に影響が大

きい地すべり防止施設については、土砂災害

の被害を最小限に抑えるため、ハード対策を

推進する必要がある。 

農村地域の災害未然防止や国土保全・多面

的機能を確保するため、集中豪雨等による農

地や農業用施設の湛水被害の解消や、自然的

社会的状況の変化等によって機能低下した

農業用排水施設、地すべり防止施設等の整

備・補強を推進する。 

農村地域における集中豪雨や大規模地震

等で崩壊した場合の経済活動及び住民生活

等に影響が大きい斜面崩壊への対策につい

ては、土砂災害の被害を最小限に抑えるた

め、ハード対策を推進する。 

  

＜２＞卸売市場施設整備の推進 ＜２＞卸売市場施設整備の推進 

○卸売市場施設整備の推進 ○卸売市場施設整備の推進【施策分野 ⑧、⑪ 

一般管理に関する経費】 

災害が発生した場合、産地から消費者へ生

鮮食品等の供給が困難になることが懸念さ

れるため、災害時も食品流通に係る事業を維

持若しくは早期に再開させることを目的と

して、ＢＣＰの策定及び災害時における市場

間連携協定の締結連携・協力体制を拡大・定

着させる必要がある。 

災害が発生した場合、産地から消費者へ生

鮮食品等の供給が困難になることが懸念さ

れるため、災害時も食品流通に係る事業を維

持若しくは早期に再開させることを目的と

して、ＢＣＰの策定及び災害時における市場

間連携協定の締結連携・協力体制を拡大・定

着させる。 

  

＜３＞関係機関等との連携強化 ＜３＞関係機関等との連携強化 

○農林水産物・食品等の生産・加工・流通を含

むサプライチェーンの機能維持対策 

○農林水産物・食品等の生産・加工・流通を含

むサプライチェーンの機能維持対策【施策分

野 ⑧、⑫】 

災害時に被災住民を支援するため、農林水

産物・食品等について、関係団体との協定を

維持し、協力連携を図っていく必要がある。 

災害時に被災住民を支援するため、農林水

産物・食品等について、関係団体との協定を

維持し、協力連携を図っていく。 

 



目標６：ライフライン、燃料供給関連施設、交通ネットワーク等の被害を最小限に留めると

ともに、早期に復旧させる 
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目標６：ライフライン、燃料供給関連施設、交通ネットワーク等の被害

を最小限に留めるとともに、早期に復旧させる 
６－１ 電力供給ネットワーク （発電所、送配電設備）や石油・ＬＰガスサプライチェーン等

の長期間にわたる機能の停止 
①行政機能/消防/ 

防災教育等 ②住宅・都市 
③保健医療 

・福祉 ④エネルギー ⑤情報通信 ⑥産業構造 ⑦交通・物流 

⑧農林水産 ⑨地域保全 ⑩環境 
⑪リスクコミュ

ニケーション 
⑫人材育成 ⑬官民連携 ⑭老朽化対策・長寿命化対策 

 

＜脆弱性の評価・課題＞ ＜リスクへの対応方策＞ 

＜１＞電力の確保 ＜１＞電力の確保 

○災害時において事業所内に電力を共有する

ための自立・分散型エネルギー設備の導入支

援 

○災害時において事業所内に電力を共有する

ための自立・分散型エネルギー設備の導入支

援【施策分野 ④、⑪】 

災害発生により発電所等が被害を受けた

場合、生活・経済活動に必要最低限のエネル

ギーを供給できない状況が生じることから、

生活・経済活動の重要施設への非常用発電機

や自家発電設備の導入を促進するとともに、

エネルギー供給源の多様化を図るため、コー

ジェネレーション、燃料電池、再生可能エネ

ルギー等の地域における自立・分散型エネル

ギーの導入を促進する必要がある。 

災害発生により発電所等が被害を受けた

場合、生活・経済活動に必要最低限のエネル

ギーを供給できない状況が生じることから、

生活・経済活動の重要施設への非常用発電機

や自家発電設備の導入を促進するとともに、

エネルギー供給源の多様化を図るため、コー

ジェネレーション、燃料電池、再生可能エネ

ルギー等の地域における自立・分散型エネル

ギーの導入を促進する。 

また、非常用電源が必要な事業者について

は、ＢＣＰの策定を支援する中でリスク管理

の観点から、設備の導入などについて促して

いく。 

  

＜２＞関係機関等との連携強化 ＜２＞関係機関等との連携強化 

○災害時石油供給連携計画の実効性確保 ○災害時石油供給連携計画の実効性確保【施策

分野 ④、⑪】 

訓練への参加等により災害時石油供給連

携計画の実効性の確保を図る必要がある。 

訓練への参加等により災害時石油供給連

携計画の実効性の確保を図る。 

○ライフライン事業者等との連携強化 ○ライフライン事業者等との連携強化【施策分

野 ⑥、⑪】 

大規模災害発生後の電力や石油等の早期

供給体制を構築するため、市内の防災・危機

管理関係機関等との連携強化を図り、国、県、

市、ライフライン事業者と連携した総合防災

訓練等を定期的に実施する必要がある。 

大規模災害発生後の電力や石油等の早期

供給体制を構築するため、市内の防災・危機

管理関係機関等との連携強化を図り、国、県、

市、ライフライン事業者と連携した総合防災

訓練等を定期的に実施する。 

 

 

 

 



目標６：ライフライン、燃料供給関連施設、交通ネットワーク等の被害を最小限に留めると

ともに、早期に復旧させる 
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６－２ 上水道等の長期間にわたる供給停止 

①行政機能/消防/ 

防災教育等 ②住宅・都市 
③保健医療 

・福祉 ④エネルギー ⑤情報通信 ⑥産業構造 ⑦交通・物流 

⑧農林水産 ⑨地域保全 ⑩環境 
⑪リスクコミュ

ニケーション 
⑫人材育成 ⑬官民連携 ⑭老朽化対策・長寿命化対策 

 

＜脆弱性の評価・課題＞ ＜リスクへの対応方策＞ 

＜１＞断水対策 ＜１＞断水対策 

○水道施設の耐震化の推進と応急体制の確保 ○水道施設の耐震化の推進と応急体制の確保

【施策分野 ②、⑭ 管路耐震化工事】 

上水道の管路耐震化適合率は 57.5％（平

成 30 年現在）であり、老朽化対策と合せて

耐震化を着実に推進するとともに、災害時に

迅速かつ的確に応急給水活動を実施できる

体制を整備する必要がある。 

地震による水道施設への被害を最小限度

に抑えるための施設整備を促進するととも

に、水害に伴う施設の損壊や水道管の破損等

が発生した場合にも、適切な応急措置及び迅

速な復旧が行えるよう体制を整備する必要

がある。 

上水道の管路耐震化適合率は 57.5％（平

成 30 年現在）であり、老朽化対策と合せて

耐震化を着実に推進するとともに、災害時に

迅速かつ的確に応急給水活動を実施できる

体制を整備する。 

地震による水道施設への被害を最小限度

に抑えるための施設整備を促進するととも

に、水害に伴う施設の損壊や水道管の破損等

が発生した場合にも、適切な応急措置及び迅

速な復旧が行えるよう体制を整備する。 

 

６－３ 汚水処理施設等の長期間にわたる機能停止 

①行政機能/消防/ 

防災教育等 ②住宅・都市 
③保健医療 

・福祉 ④エネルギー ⑤情報通信 ⑥産業構造 ⑦交通・物流 

⑧農林水産 ⑨地域保全 ⑩環境 
⑪リスクコミュ

ニケーション 
⑫人材育成 ⑬官民連携 ⑭老朽化対策・長寿命化対策 

 

＜脆弱性の評価・課題＞ ＜リスクへの対応方策＞ 

＜１＞下水道機能の確保 ＜１＞下水道機能の確保 

○下水道施設の耐震対策 ○下水道施設の耐震対策【施策分野 ②、⑭ 

下水道施設の耐震化事業】 

大規模地震による下水道施設の被害を最

小限にするため、耐震化を着実に推進する必

要がある。 

下水道施設において、災害時に汚水処理機

能が確保できるように施設の耐震化等を図

る。中継ポンプ場等の中核施設の耐震化工事

及びポンプ場に直結する重要な幹線管路に

ついて、管更生による強化や継手性能の向上

を図り、地震時における汚水処理機能を確保

する。 

○下水道ＢＣＰの策定 ○下水道ＢＣＰの策定【施策分野 ②、⑪ 下

水道ＢＣＰ策定事業】 

中継ポンプ場の長期機能停止を防止する

ため、停電時でも処理機能を損なわないよう

な中継ポンプ場およびマンホールポンプの

電源を確保する等の対策を推進すべく、策定

したＢＣＰの維持改善を図る必要がある。 

下水道施設の耐震化及び耐水化のための

調査を行い、地震対策及び浸水対策の計画を

策定する。また、被災者の生活空間から下水

を速やかに排除、処理を行うために、下水道

ＢＣＰに電源喪失時の対応を盛り込む等の



目標６：ライフライン、燃料供給関連施設、交通ネットワーク等の被害を最小限に留めると

ともに、早期に復旧させる 
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＜脆弱性の評価・課題＞ ＜リスクへの対応方策＞ 

段階的な内容の充実を図る。 

○下水道施設の戦略的維持管理・更新 ○下水道施設の戦略的維持管理・更新【施策分

野 ②、⑭ 下水道ストックマネジメント計

画実施事業】 

下水道施設の老朽化による機能低下を防

止するため、ストックマネジメント計画に基

づいた維持管理・更新等を推進することで、

災害時における汚水処理機能を確保する必

要がある。 

下水道施設の老朽化による機能低下を防

止するため、ストックマネジメント計画に基

づいた維持管理・更新等を推進することで、

災害時における汚水処理機能を確保する。 

  

＜２＞農業集落排水施設の整備 ＜２＞農業集落排水施設の整備 

○集落排水施設の機能診断に基づく老朽化対

策の推進 

○集落排水施設の機能診断に基づく老朽化対

策の推進【施策分野 ⑧、⑭ 農業集落排水

事業（6 地区）】 

農業集落排水施設について、汚水処理の機

能確保のため、機能診断に基づく老朽化対策

を計画的に行う必要がある。 

農業集落排水施設について、汚水処理の機

能確保のため、機能診断に基づく老朽化対策

を計画的に行う。 

  

＜３＞浄化槽の整備 ＜３＞浄化槽の整備 

○合併処理浄化槽の普及・啓発 ○合併処理浄化槽の普及・啓発【施策分野 ⑩、

⑪ 合併処理浄化槽維持管理費補助金】 

公共用水域の汚濁の原因となっている生

活雑排水を適正に処理するため、合併処理浄

化槽の普及・啓発を図る必要がある。 

公共用水域の汚濁の原因となっている生

活雑排水を適正に処理するため、合併処理浄

化槽の普及・啓発を図る。 

  

＜４＞災害廃棄物処理対策 ＜４＞災害廃棄物処理対策 

○一般廃棄物処理施設の老朽化対策 ○一般廃棄物処理施設の老朽化対策【施策分野 

⑩、⑭】 

既存の廃棄物処理施設を有効利用するた

めに必要な長寿命化対策等を実施する必要

があるところ、十分な対策が実施されなかっ

た場合、大規模災害の発生時において施設の

機能維持に支障をきたし、円滑な廃棄物処理

が長期間にわたり困難となる事態が懸念さ

れることから、一般廃棄物処理施設の老朽化

対策に取り組む必要がある。 

廃棄物処理施設の総合的な長寿命化を進

めるための長寿命化計画の策定と、施設の老

朽化、耐震化対策に取り組む。 

 

 

 

 

 



目標６：ライフライン、燃料供給関連施設、交通ネットワーク等の被害を最小限に留めると

ともに、早期に復旧させる 
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６－４ 陸空の交通インフラの長期間にわたる機能停止 

①行政機能/消防/ 

防災教育等 ②住宅・都市 
③保健医療 

・福祉 ④エネルギー ⑤情報通信 ⑥産業構造 ⑦交通・物流 

⑧農林水産 ⑨地域保全 ⑩環境 
⑪リスクコミュ

ニケーション 
⑫人材育成 ⑬官民連携 ⑭老朽化対策・長寿命化対策 

 

＜脆弱性の評価・課題＞ ＜リスクへの対応方策＞ 

＜１＞住宅・建築物等の耐震化 ＜１＞住宅・建築物等の耐震化 

○沿道建築物の耐震化の促進 ○沿道建築物の耐震化の促進【施策分野 ⑦、

⑪】 

緊急輸送道路の機能を確保するため、沿道

建築物の耐震化を促進する必要がある。 

地震による建築物の倒壊等により緊急時

の通行障害が生じないよう緊急輸送道路の

沿道の建築物の実態を把握し、所有者等への

啓発に努め、耐震化を促進する。 

  

＜２＞交通の確保 ＜２＞交通の確保 

○道路ネットワークの強化による代替機能の

確保 

○道路ネットワークの強化による代替機能の

確保【施策分野 ⑦】 

緊急時の輸送能力を確保するため、道路ネ

ットワークを強化し、代替機能を確保する必

要がある。 

緊急時の輸送能力を確保するため、また、

国県道との連携を強化するため、必要な幹線

道路網を整備する。 

○道路の防災対策 ○道路の防災対策【施策分野 ⑦、⑭ 道路等

補修事業、橋りょう補修事業】 

災害時の救助活動、物資輸送に資する交通

機能を確保するため、施設の適切な維持管理

を実施する必要がある。 

平常時から道路施設の適切な点検を行う

とともに、施設ごとの維持管理計画等に基づ

く構造物の必要な更新等により、道路の老朽

化、震災対策等を着実に推進し、健全な状態

を維持する。 

○集中豪雨時の道路ネットワーク確保 ○集中豪雨時の道路ネットワーク確保【施策分

野 ⑦、⑪】 

ゲリラ豪雨等の集中豪雨時において、立体

交差部（アンダーパス）等の冠水による交通

分断は、救急・救援活動や救援物資の輸送等

の支障となるばかりでなく、地域住民の避難

等の支障となるため、冠水箇所の周知強化な

どの検討等を行う必要がある。 

ゲリラ豪雨等の集中豪雨時において、冠水

による交通分断は、救急・救援活動や救援物

資の輸送等の支障となるばかりでなく、地域

住民の避難等の支障となるため、冠水対策及

び冠水箇所の周知を行うとともに、冠水ポイ

ントの迂回ルートとして道路網の充実を図

る。 

○輸送手段の確保 ○輸送手段の確保【施策分野 ⑦、⑬】 

災害時において臨時バスやタクシーなど

の代替輸送手段を確保するため、関係機関や

事業者との協力体制の確保に努める必要が

ある。 

災害時において臨時バスやタクシーなど

の代替輸送手段を確保するため、関係機関や

事業者との協力体制の確保に努める。 

○無電柱化の推進 ○無電柱化の推進【施策分野 ⑦、⑪】 

大規模災害時に液状化や建物損壊等によ 地区計画等により新たなまちづくりを計



目標７：複合災害・二次災害の拡大を防止する 
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＜脆弱性の評価・課題＞ ＜リスクへの対応方策＞ 

る被害を受けやすい電柱については、無電柱

化を推進し、ライフラインの確保や道路閉塞

の防止等、防災性の向上を図る必要がある。 

画する際には、緊急時に特に機能確保が重要

な幹線道路について無電柱化を検討するな

ど、道路機能の確保による防災性の向上を図

る。 

 

６－５ 防災インフラの長期間にわたる機能不全 

①行政機能/消防/ 

防災教育等 ②住宅・都市 
③保健医療 

・福祉 ④エネルギー ⑤情報通信 ⑥産業構造 ⑦交通・物流 

⑧農林水産 ⑨地域保全 ⑩環境 
⑪リスクコミュ

ニケーション 
⑫人材育成 ⑬官民連携 ⑭老朽化対策・長寿命化対策 

 

＜脆弱性の評価・課題＞ ＜リスクへの対応方策＞ 

＜１＞関係機関等との連携強化 ＜１＞関係機関等との連携強化 

○関係機関における情報共有の円滑化 ○関係機関における情報共有の円滑化【施策分

野 ⑦、⑪】 

被害情報の報告や収集等を行うシステム

の導入により、関係機関における情報共有を

円滑に進める必要がある。 

被害情報の報告や収集等を行うシステム

の導入により、関係機関における情報共有を

円滑に進める。 

  

＜２＞復旧復興体制の整備 ＜２＞復旧復興体制の整備 

○速やかな復旧のための対策 ○速やかな復旧のための対策【施策分野 ⑦、

⑫】 

大規模災害時に防災インフラを速やかに

復旧するために、広域的な応援体制、地域建

設業等の防災減災の担い手確保、TEC-

FORCE の体制・機能の拡充・強化、迅速な

応急・災害復旧のための研修や講習会の開

催、技術支援等を進める必要がある。 

大規模災害時に防災インフラを速やかに

復旧するために、広域的な応援体制、地域建

設業等の防災減災の担い手確保、TEC-

FORCE の体制・機能の拡充・強化、迅速な

応急・災害復旧のための研修や講習会の開

催、技術支援等を進める。 

 

目標７：複合災害・二次災害の拡大を防止する 

７－１ 地震に伴う市街地の大規模火災の発生による多数の死傷者の発生 

①行政機能/消防/ 

防災教育等 ②住宅・都市 
③保健医療 

・福祉 ④エネルギー ⑤情報通信 ⑥産業構造 ⑦交通・物流 

⑧農林水産 ⑨地域保全 ⑩環境 
⑪リスクコミュ

ニケーション 
⑫人材育成 ⑬官民連携 ⑭老朽化対策・長寿命化対策 

 

＜脆弱性の評価・課題＞ ＜リスクへの対応方策＞ 

＜１＞火災予防対策 ＜１＞火災予防対策 

○火災予防対策等の推進 ○火災予防対策等の推進【施策分野 ②、⑪ 

広報活動及び設置調査】 

震災による火災の発生の防止及び火災の

早期発見並びに延焼を防止するため、感震ブ

レーカー、住宅用火災警報器、消火器等の設

置を促進する必要がある。 

震災による火災の発生の防止及び火災の

早期発見並びに延焼を防止するため、感震ブ

レーカー、住宅用火災警報器、消火器等の設

置を促進する。 



目標７：複合災害・二次災害の拡大を防止する 
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＜脆弱性の評価・課題＞ ＜リスクへの対応方策＞ 

＜２＞救助活動能力の強化 ＜２＞救助活動能力の強化 

○救助活動能力の強化 ○救助活動能力の強化【施策分野 ①、⑪】 

大規模地震災害など過酷な災害現場での

救助活動能力を高めるため、消防等の体制・

装備資機材や訓練環境等の更なる充実強化・

整備を図るとともに、通信基盤・施設の堅牢

化・高度化等を推進する必要がある。また、

消防団、自主防災組織の充実強化等、ハード・

ソフト対策を組み合わせて横断的に進める

必要がある。 

大規模地震災害など過酷な災害現場での

救助活動能力を高めるため、消防等の体制・

装備資機材や訓練環境等の更なる充実強化・

整備を図るとともに、通信基盤・施設の堅牢

化・高度化等を推進する必要がある。また、

消防団、自主防災組織の充実強化等、ハード・

ソフト対策を組み合わせて横断的に進める。 

  

＜３＞地域防災力の強化 ＜３＞地域防災力の強化 

○地域防災力の向上 ○地域防災力の向上【施策分野 ①、⑪ 自主

防災組織整備事業】 

地域一丸となった災害対応体制を構築す

るため、消防団や自主防災組織等の充実強化

や防災教育の推進、家庭内備蓄や家具の固定

化等の防災啓発など、自助、共助を促す取組

を促進し地域防災力の向上を図る必要があ

る。 

自助・共助・公助が一体となって防災・減

災に取り組める体制を整備するため、自主防

災組織の結成を促進する。また、既設の自主

防災組織に対し、訓練支援や研修会などを実

施し、組織の活性化と地域防災リーダーの育

成強化を図る。 

 

７－２ 沿線・沿道の建物倒壊に伴う閉塞、地下構造物の倒壊等に伴う陥没による交通麻痺 

①行政機能/消防/ 

防災教育等 ②住宅・都市 
③保健医療 

・福祉 ④エネルギー ⑤情報通信 ⑥産業構造 ⑦交通・物流 

⑧農林水産 ⑨地域保全 ⑩環境 
⑪リスクコミュ

ニケーション 
⑫人材育成 ⑬官民連携 ⑭老朽化対策・長寿命化対策 

 

＜脆弱性の評価・課題＞ ＜リスクへの対応方策＞ 

＜１＞住宅・建築物等の耐震化 ＜１＞住宅・建築物等の耐震化 

○沿道建築物の耐震化の促進 ○沿道建築物の耐震化の促進【施策分野 ⑦、

⑪、⑭】 

緊急輸送道路等の沿道の建築物が倒壊し、

道路を閉塞することにより、災害時における

避難、物資の供給及び救助活動等が十分にな

されないおそれがあることから、沿道の建築

物の耐震化を図る必要がある。 

地震による建築物の倒壊等により緊急時

の通行障害が生じないよう緊急輸送道路の

沿道の建築物の実態を把握し、所有者等への

啓発に努め、耐震化を促進する。 

  

＜２＞関係機関等との連携強化 ＜２＞関係機関等との連携強化 

○関係機関の耐災害性の向上 ○関係機関の耐災害性の向上【施策分野 ①】 

被害により人材、資機材、通信基盤を含む

行政機能が低下し、災害時における救助、救

急活動等が十分になされないおそれがある

被害により人材、資機材、通信基盤を含む

行政機能が低下し、災害時における救助、救

急活動等が十分になされないおそれがある



目標７：複合災害・二次災害の拡大を防止する 
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＜脆弱性の評価・課題＞ ＜リスクへの対応方策＞ 

ことから、それらの設備等の耐災害性の向上

を図る必要がある。 

ことから、それらの設備等の耐災害性の向上

を図る。 

 

７－３ ため池、防災インフラ等の損壊・機能不全や堆積した土砂、火山噴出物の流出による
多数の死傷者の発生 

①行政機能/消防/ 

防災教育等 ②住宅・都市 
③保健医療 

・福祉 ④エネルギー ⑤情報通信 ⑥産業構造 ⑦交通・物流 

⑧農林水産 ⑨地域保全 ⑩環境 
⑪リスクコミュ

ニケーション 
⑫人材育成 ⑬官民連携 ⑭老朽化対策・長寿命化対策 

 

＜脆弱性の評価・課題＞ ＜リスクへの対応方策＞ 

＜１＞土砂災害防止対策 ＜１＞土砂災害防止対策 

○土砂災害防止対策等の推進 ○土砂災害防止対策等の推進【施策分野 ⑨、

⑪、⑭ 急傾斜地崩壊対策事業、崖地整備費

補助事業】 

大雨等による土砂災害の発生、被害を最小

限に押さえ、堆積土砂等による二次災害を防

止するため、地すべり・砂防・急傾斜地崩壊

対策等によるハード整備及び既存施設の長

寿命化を推進する必要がある。 

千葉県と連携し、急傾斜地崩壊対策等のハ

ード整備を推進するとともに、既存施設の点

検を行い、必要な修繕等により健全な状態を

保つなど、施設の長寿命化を推進する。 

  

＜２＞森林の整備等 ＜２＞森林の整備等 

○自然環境保全地域等の適切な管理 ○自然環境保全地域等の適切な管理【施策分野 

⑩、⑪】 

自然環境保全地域などにおける豊かな自

然は減災機能を有しており、無秩序な開発行

為等は災害リスクを増大させる懸念がある

ことから、法令に基づき適切に管理する必要

がある。 

無秩序な開発行為等は災害リスクを増大

させる懸念があることから、自然環境保全地

域などにおける開発行為等に対し、法令に基

づき適切に対応する。 

 

７－４ 有害物質の大規模拡散・流出による国土の荒廃 

①行政機能/消防/ 

防災教育等 ②住宅・都市 
③保健医療 

・福祉 ④エネルギー ⑤情報通信 ⑥産業構造 ⑦交通・物流 

⑧農林水産 ⑨地域保全 ⑩環境 
⑪リスクコミュ

ニケーション 
⑫人材育成 ⑬官民連携 ⑭老朽化対策・長寿命化対策 

 

＜脆弱性の評価・課題＞ ＜リスクへの対応方策＞ 

＜１＞施設・資機材の整備 ＜１＞施設・資機材の整備 

○有害・危険物質対応資機材の整備 ○有害・危険物質対応資機材の整備【施策分野 

⑩】 

河川において油等の流出事故が発生した

場合に、流出油等の防除・回収作業を迅速か

つ的確に実施するため、対応資機材を確保す

る必要がある。 

河川において油等の流出事故が発生した

場合に、流出油等の防除・回収作業を迅速か

つ的確に実施するため、対応資機材を確保す

る。 



目標７：複合災害・二次災害の拡大を防止する 
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＜脆弱性の評価・課題＞ ＜リスクへの対応方策＞ 

＜２＞災害関連情報提供体制の整備 ＜２＞災害関連情報提供体制の整備 

○国内外への情報発信 ○国内外への情報発信【施策分野 ⑥、⑧、⑪】 

災害発生による風評被害の影響を最小化

するため、適切な情報を発信するとともに、

複数の情報伝達経路の確保に努める必要が

ある。 

災害発生による風評被害の影響を最小化

するため、適切な情報を発信するとともに、

複数の情報伝達経路の確保に努める。 

 

７－５ 農地・森林等の被害による国土の荒廃 

①行政機能/消防/ 

防災教育等 ②住宅・都市 
③保健医療 

・福祉 ④エネルギー ⑤情報通信 ⑥産業構造 ⑦交通・物流 

⑧農林水産 ⑨地域保全 ⑩環境 
⑪リスクコミュ

ニケーション 
⑫人材育成 ⑬官民連携 ⑭老朽化対策・長寿命化対策 

 

＜脆弱性の評価・課題＞ ＜リスクへの対応方策＞ 

＜１＞農地・森林の整備等 ＜１＞農地・森林の整備等 

○農地等の適切な保全管理 ○農地等の適切な保全管理【施策分野 ⑧、⑪】 

農地等の有する多面的機能を維持してい

くため、地域が共同で行う資源の適切な保全

管理の取組に支援を行う必要がある。 

農地等の有する多面的機能を維持してい

くため、地域が共同で行う資源の適切な保全

管理の取組に支援を行う。 

○森林の地域保全機能の維持・発揮のための多

様で健全な森林の整備等 

○森林の地域保全機能の維持・発揮のための多

様で健全な森林の整備等【施策分野 ⑧、⑭ 

県単森林整備事業、森林保全活動推進事業な

ど】 

間伐等の森林整備が適切かつ十分に行わ

れないことにより、森林の有する雨水等によ

る土壌の侵食・流出を防ぐ山地災害防止機能

及び洪水緩和機能や、二酸化炭素の吸収源を

確保する地球温暖化対策等の機能が著しく

低下するため、適切に森林整備を進める必要

がある。 

地域の保全、水源の涵養、地球温暖化防止

など森林の有する多面的機能を発揮させる

ため、森林施業の集約化や低コスト化を図り

つつ、計画的で適切な森林整備を進める。 

○山村コミュニティによる森林整備・保全活動

の推進 

○山村コミュニティによる森林整備・保全活動

の推進【施策分野 ⑧、⑫ 里山保全ボラン

ティア研修】 

人口の減少や高齢化の進行などにより、森

林の保全・管理を適切に行う事が困難にな

り、森林荒廃など、森林の有する地域保全機

能（土砂崩壊防備、水源のかん養等）が損な

われる恐れがあるため、里山整備などの対策

を講じる必要がある。 

里山活動団体等の多様な主体による森づ

くりを支援することにより、里山の整備を進

め、地域保全機能の維持を図る。 

 

 

 

 



目標８：地域社会・経済が迅速かつ従前より強靱な姿で復興できる条件を整備する 

63 

 

目標８：地域社会・経済が迅速かつ従前より強靱な姿で復興できる条件

を整備する 

８－１ 大量に発生する災害廃棄物の処理の停滞により復興が大幅に遅れる事態 

①行政機能/消防/ 

防災教育等 ②住宅・都市 
③保健医療 

・福祉 ④エネルギー ⑤情報通信 ⑥産業構造 ⑦交通・物流 

⑧農林水産 ⑨地域保全 ⑩環境 
⑪リスクコミュ

ニケーション 
⑫人材育成 ⑬官民連携 ⑭老朽化対策・長寿命化対策 

 

＜脆弱性の評価・課題＞ ＜リスクへの対応方策＞ 

＜１＞災害廃棄物処理対策 ＜１＞災害廃棄物処理対策 

○災害廃棄物対策指針に基づく災害廃棄物処

理計画の作成 

○災害廃棄物対策指針に基づく災害廃棄物処

理計画の作成【施策分野 ⑩】 

災害廃棄物は、廃棄物処理法で一般廃棄物

に区分され、被災市に処理責任がある。市で

は、平成 23 年の東日本大震災、平成 27 年

の関東・東北豪雨、平成 28 年の熊本地震な

どの教訓や廃棄物の処理及び清掃に関する

法律等の改正を踏まえ、平成 31 年 3 月に

「成田市災害廃棄物処理計画」を策定したと

ころである。今後は、更に実効性を高めるた

め必要に応じて見直しを図り充実強化を図

る必要がある。 

市では、平成 23 年の東日本大震災、平成

27 年の関東・東北豪雨、平成 28 年の熊本

地震などの教訓や廃棄物の処理及び清掃に

関する法律等の改正を踏まえ、平成 31 年 3

月に「成田市災害廃棄物処理計画」を策定し

たところである。今後は、更に実効性を高め

るため必要に応じて見直しを図り充実強化

を図る。 

○一般廃棄物処理施設の防災機能の向上 ○一般廃棄物処理施設の防災機能の向上【施策

分野 ⑩、⑭】 

国が策定した「廃棄物処理施設整備計画

（平成 25 年 3 月）」を踏まえて、市は、地

域の核となる廃棄物処理施設が地震や水害

によって稼働不能とならないよう、施設の耐

震化、浸水対策等を着実に推進する必要があ

る。 

国が策定した「廃棄物処理施設整備計画

（平成 30 年 6 月）」を踏まえて、市は、地

域の核となる廃棄物処理施設が地震や水害

によって稼働不能とならないよう、施設の耐

震化、浸水対策等を着実に推進する。 

○災害廃棄物を仮置きするストックヤード整

備の支援 

○災害廃棄物を仮置きするストックヤード整

備の支援【施策分野 ⑩】 

国が策定した「災害廃棄物対策指針（平成

30 年 3 月」を踏まえ、災害廃棄物の発生量

の推計に合わせ、災害廃棄物を仮置きするた

めのストックヤードの候補地の選定を推進

する必要がある。 

国が策定した「災害廃棄物対策指針（平成

30 年 3 月）」を踏まえ、災害廃棄物の処理が

停滞することのないよう、災害廃棄物を仮置

きするためのストックヤードの候補地の選

定を推進する。 

  

＜２＞関係機関等との連携強化 ＜２＞関係機関等との連携強化 

○災害廃棄物処理の支援体制の構築 ○災害廃棄物処理の支援体制の構築【施策分野 

⑩、⑬】 

大量に発生する災害廃棄物の運搬・分別・

処分を円滑に進めるため、自治体間や民間団

体との協力体制を構築し連携強化を図る必

大量に発生する災害廃棄物の運搬・分別・

処分を円滑に進めるため、自治体間や民間団

体との協力体制を構築し連携強化を図る。 
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＜脆弱性の評価・課題＞ ＜リスクへの対応方策＞ 

要がある。 

 

８－２ 復興を支える人材等（専門家、コーディネーター、労働者、地域に精通した技術者等）
の不足、より良い復興に向けたビジョンの欠如等により復興できなくなる事態 

①行政機能/消防/ 

防災教育等 ②住宅・都市 
③保健医療 

・福祉 ④エネルギー ⑤情報通信 ⑥産業構造 ⑦交通・物流 

⑧農林水産 ⑨地域保全 ⑩環境 
⑪リスクコミュ

ニケーション 
⑫人材育成 ⑬官民連携 ⑭老朽化対策・長寿命化対策 

 

＜脆弱性の評価・課題＞ ＜リスクへの対応方策＞ 

＜１＞復旧復興体制の整備 ＜１＞復旧復興体制の整備 

○防災を担う人材の育成 ○防災を担う人材の育成【施策分野 ①、⑪、

⑫】 

大規模災害時の救援・救助など地域の防災

活動において、地域と行政、ボランティア組

織等との連絡調整を担う人材の育成が重要

であることから、防災ボランティアのリーダ

ーとなる「災害対策コーディネーター」の養

成・活動支援を行う必要がある。 

 

大規模災害時の救援・救助など地域の防災

活動において、地域と行政、ボランティア組

織等との連絡調整を担う人材の育成が重要

であることから、千葉県と連携して、防災ボ

ランティアのリーダーとなる「災害対策コー

ディネーター」の養成・活動支援を行う。 

○建物被害認定体制の充実 ○建物被害認定体制の充実【施策分野 ①、⑬ 

災害に係る住家の被害認定調査に関する勉

強会】 

大規模災害時に迅速・公平に被災者を支援

し、速やかな復旧を図るため、市における罹

災証明書の交付にかかる建物被害認定を行

うための職員を養成する必要がある。 

大規模災害時に迅速・公平に被災者を支援

し、速やかな復旧を図るため、市における罹

災証明書の交付にかかる建物被害認定を行

うための職員を養成するとともに、他自治体

や民間団体等との連携を促進し、認定体制の

充実を図る。 

○防災・減災の担い手（建設業）の確保等の推

進 

○防災・減災の担い手（建設業）の確保等の推

進【施策分野 ①、⑬】 

建設産業における担い手の高齢化、若年層

の離職率の高さなどにより、地域を守るべき

建設業者が不足し、災害発生時等の対応力が

低下する可能性がある。また、災害時におけ

る応急業務等の連携が図られるよう、各種団

体との応急業務協定を締結しているが、災害

時に有効に機能するよう、平時から防災訓練

や道路啓開訓練等を通じて実効性を高める

必要がある。さらに、応急復旧の迅速化を図

るため、情報化施工等、有用な技術の普及を

図る必要がある。 

建設産業における担い手の確保・育成を図

るため、「千葉県魅力ある建設事業推進協議

会」（ＣＣＩちば)等を活用し、行政と建設業

団体が連携して技術者の確保・育成等を支援

する。 

また、発災時に各種団体との応急業務協定

が有効に機能するよう、あらゆる災害を想定

した防災訓練等を実施することにより、災害

応急業務協定による対応強化を図る。 

さらに、応急復旧の迅速化を図るため、情

報化施工等、有用な技術の普及を図る。 
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＜脆弱性の評価・課題＞ ＜リスクへの対応方策＞ 

＜２＞関係機関等との連携強化 ＜２＞関係機関等との連携強化 

○関係機関との災害対応訓練の実施 ○関係機関との災害対応訓練の実施【施策分野 

①、⑬】 

災害時において被災状況の把握や応急措

置など迅速かつ的確に対応できるよう、建設

業協会等の関係機関と共に災害対応訓練を

実施し、連携強化を図る必要がある。 

災害時において被災状況の把握や応急措

置など迅速かつ的確に対応できるよう、建設

業協会等の関係機関と共に災害対応訓練を

実施し、連携強化を図る。 

○緊急災害対策派遣隊（ＴＥＣ－ＦＯＲＣＥ）

等との連携強化 

○緊急災害対策派遣隊（ＴＥＣ－ＦＯＲＣＥ）

等との連携強化【施策分野 ①、⑪】 

災害復旧を迅速に行うため、国から派遣さ

れるＴＥＣ－ＦＯＲＣＥと県、市における連

携強化を推進する必要がある。 

災害復旧を迅速に行うため、国から派遣さ

れるＴＥＣ－ＦＯＲＣＥと県、市における連

携強化を推進する。 

 

８－３ 広域地盤沈下等による広域・長期にわたる浸水被害の発生により復興が大幅に遅れる
事態 

①行政機能/消防/ 

防災教育等 ②住宅・都市 
③保健医療 

・福祉 ④エネルギー ⑤情報通信 ⑥産業構造 ⑦交通・物流 

⑧農林水産 ⑨地域保全 ⑩環境 
⑪リスクコミュ

ニケーション 
⑫人材育成 ⑬官民連携 ⑭老朽化対策・長寿命化対策 

 

＜脆弱性の評価・課題＞ ＜リスクへの対応方策＞ 

＜１＞浸水範囲の軽減 ＜１＞浸水範囲の軽減 

○水害に強い地域づくり（河川及び排水路等） ○水害に強い地域づくり（河川及び排水路等）

【施策分野 ⑨、⑭ 準用河川整備事業】 

水害による被害を最小限にするため、河川

及び排水路等の適切な機能保全が必要であ

る。 

水害による被害を最小限にするため、河川

維持管理計画を作成し、計画的な維持管理に

努める。 

平常時の巡視・点検により、破損箇所の修

繕や堆積土砂の除去等、適時適切な維持工事

を実施する。 

○水害に強い地域づくり（下水道） ○水害に強い地域づくり（下水道）【施策分野 

⑨、⑪ 浸水対策事業】 

大規模水害による被害を最小限にするた

め、下水道（雨水）施設の整備を推進する必

要がある。 

下水道（雨水）施設の整備を促進する。 

  

＜２＞下水道機能の確保 ＜２＞下水道機能の確保 

○下水道施設の耐震対策 ○下水道施設の耐震対策【施策分野 ②、⑭ 

下水道施設の耐震化事業】 

大規模地震による下水道施設の被害を最

小限にするため、耐震化を着実に推進する必

要がある。 

下水道施設において、災害時に汚水処理機

能が確保できるように施設の耐震化等を図

る。中継ポンプ場等の中核施設の耐震化工事

及びポンプ場に直結する重要な幹線管路に
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＜脆弱性の評価・課題＞ ＜リスクへの対応方策＞ 

ついて、管更生による強化や継手性能の向上

を図り、地震時における汚水処理機能を確保

する。 

 

８－４ 貴重な文化財や環境的資産の喪失、地域コミュニティの崩壊等による有形・無形の文
化の衰退・損失 

①行政機能/消防/ 

防災教育等 ②住宅・都市 
③保健医療 

・福祉 ④エネルギー ⑤情報通信 ⑥産業構造 ⑦交通・物流 

⑧農林水産 ⑨地域保全 ⑩環境 
⑪リスクコミュ

ニケーション 
⑫人材育成 ⑬官民連携 ⑭老朽化対策・長寿命化対策 

 

＜脆弱性の評価・課題＞ ＜リスクへの対応方策＞ 

＜１＞文化財の保護 ＜１＞文化財の保護 

○文化財に係る各種防災対策の支援 ○文化財に係る各種防災対策の支援【施策分野 

②、⑭】 

文化財の保存管理状況の把握に努めると

ともに、大規模自然災害への予防措置等を行

う必要がある。 

定期的な点検を実施し、施設の適切な維持

管理に努め、文化財の滅失、棄損等を防止す

る。 

  

＜２＞復旧復興体制の整備 ＜２＞復旧復興体制の整備 

○被災者の生活再建支援 ○被災者の生活再建支援【施策分野 ①、⑪】 

被災者の生活再建に向けて、支援施策に関

する情報提供や、生活の復興に向けた相談体

制の整備を図る必要がある。 

被災者の生活再建支援に向けて、支援施策

に関する情報提供や、生活の復興に向けた相

談体制の整備を図る。 

○被災者台帳の整備・推進 ○被災者台帳の整備・推進【施策分野 ①】 

被災者への公平で効率的な支援の実施の

ため、被災の状況や各種支援の状況、配慮を

要する事項等を一元的に集約した被災者台

帳の整備・推進を図る必要がある。 

被災者への公平で効率的な支援の実施の

ため、被災の状況や各種支援の状況、配慮を

要する事項等を一元的に集約した被災者台

帳の整備・推進を図る。 

○応急仮設住宅の提供に係る協力体制の整備

の推進 

○応急仮設住宅の提供に係る協力体制の整備

の推進【施策分野 ②、⑬】 

災害時における応急仮設住宅の建設及び

民間賃貸住宅の提供のために関係団体と協

定を締結し、平時から協力体制を構築してい

るが、引き続き協力体制を整備し、維持して

いく必要がある。 

災害時における応急仮設住宅の建設及び

民間賃貸住宅の提供について協力体制の整

備を推進する。 

  

＜３＞地域防災力の強化 ＜３＞地域防災力の強化 

○地域防災力の向上 ○地域防災力の向上【施策分野 ①、⑪ 自主

防災組織整備事業】 

地域一丸となった災害対応体制を構築す

るため、消防団や自主防災組織等の充実強化

や防災教育の推進、家庭内備蓄や家具の固定

自助・共助・公助が一体となって防災・減

災に取り組める体制を整備するため、自主防

災組織の結成を促進する。また、既設の自主
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＜脆弱性の評価・課題＞ ＜リスクへの対応方策＞ 

化等の防災啓発など、自助、共助を促す取組

を促進し地域防災力の向上を図る必要があ

る。 

防災組織に対し、訓練支援や研修会などを実

施し、組織の活性化と地域防災リーダーの育

成強化を図る。 

 

８－５ 事業用地の確保、仮設住宅・仮店舗・仮事業所等の整備が進まず復興が大幅に遅れる
事態 

①行政機能/消防/ 

防災教育等 ②住宅・都市 
③保健医療 

・福祉 ④エネルギー ⑤情報通信 ⑥産業構造 ⑦交通・物流 

⑧農林水産 ⑨地域保全 ⑩環境 
⑪リスクコミュ

ニケーション 
⑫人材育成 ⑬官民連携 ⑭老朽化対策・長寿命化対策 

 

＜脆弱性の評価・課題＞ ＜リスクへの対応方策＞ 

＜１＞復旧復興体制の整備 ＜１＞復旧復興体制の整備 

○応急仮設住宅の提供に係る協力体制の整備

の推進 

○応急仮設住宅の提供に係る協力体制の整備

の推進【施策分野 ②、⑬】 

災害時における応急仮設住宅の建設及び

民間賃貸住宅の提供のために関係団体と協

定を締結し、平時から協力体制を構築してい

るが、引き続き協力体制を整備し、維持して

いく必要がある。 

災害時における応急仮設住宅の建設及び

民間賃貸住宅の提供について協力体制の整

備を推進する。 

 

８－６ 風評被害や信用不安、生産力の回復遅れ、大量の失業・倒産等による地域経済等への
甚大な影響 

①行政機能/消防/ 

防災教育等 ②住宅・都市 
③保健医療 

・福祉 ④エネルギー ⑤情報通信 ⑥産業構造 ⑦交通・物流 

⑧農林水産 ⑨地域保全 ⑩環境 
⑪リスクコミュ

ニケーション 
⑫人材育成 ⑬官民連携 ⑭老朽化対策・長寿命化対策 

 

＜脆弱性の評価・課題＞ ＜リスクへの対応方策＞ 

＜１＞災害関連情報提供体制の整備 ＜１＞災害関連情報提供体制の整備 

○災害情報の伝達手段の多様化 ○災害情報の伝達手段の多様化【施策分野 

⑤、⑪】 

防災行政無線やＬアラート、防災ポータル

サイト、防災メール等多様な手段を通じ、市

民が容易に必要な情報を入手できる環境の

構築を図る必要がある。 

防災行政無線やＬアラート、防災ポータル

サイト、防災メール等多様な手段を通じ、市

民が容易に必要な情報を入手できる環境の

構築を図る。 

○メディアに対する情報提供 ○メディアに対する情報提供【施策分野 ⑤、

⑪】 

災害時に市から各メディア等に対し、被害

情報、避難情報等を迅速かつ正確に提供する

体制を強化する必要がある。 

住民に対しリアルタイムな防災情報等の

提供を行うため、放送事業者・ケーブルテレ

ビ事業者の協力を得て、体制の確保に努め

る。 
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第４章 計画の実施工程と進捗管理 

４－１ 進捗状況の把握 

計画策定後は、地域強靱化の取組を着実に推進するため、「アクションプラン編」に記載され

ている事業について、数値目標等を活用して、リスクシナリオごとに進捗管理を実施する。 

 

４－２ 計画の見直し 

本計画は、成田市総合計画「NARITA みらいプラン」で示されている取組や将来像と整合を図

りながら、市のあらゆる行政計画の指針として、分野横断的・網羅的に取組を整理するための計

画として位置づけられている。このため、成田市総合計画「NARITA みらいプラン」または実施

計画の改定に合わせて、基本計画編の内容を修正するとともに、地域防災計画等の関連する計画

を見直す際には、本計画との整合性を図ることとする。 

計画の進捗管理に当たっては、毎年度、社会状況の変化や「4－１ 進捗状況の把握」の結果を

もとに施策の進捗状況等の把握・分析を行い、PDCA サイクル（※20）により、アクションプラン編

の記載内容を点検・見直していくこととする。 

 

 

図 計画の見直しイメージ 

出典：国土強靱化地域計画策定ガイドライン(第 7 版)策定･改訂編(令和 2(2020)年 6 月)をもと

に作成 
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＜アクションプラン編＞ 

【記載例】 

 

１ 被害の発生を抑制することにより人命を保護する 

１－１ 住宅・建物・交通施設等の複合的・大規模倒壊や不特定多数が集まる施設の倒壊に

よる多数の死傷者の発生 

（住宅・建築物の耐震化の促進） 

●建築物耐震化促進事業(建築住宅課) 

耐震改修促進計画に基づき、下記の事業を行う。 

民間建築物については、住宅の耐震診断・改修に対する支援を行うとともに、住宅無料耐震相

談会を実施し、住宅の耐震化促進を図る。 

市が所有する公共建築物については、耐震改修や使用制限等により利用者の安全を確保する。 

その他、法に基づき所定の建築物について、国の財政支援等（住宅・建築物安全ストック形成

事業）を活用し、耐震診断の啓発や、耐震改修の支援等を実施する。 

指標名 現状値 目標値 

住宅の耐震化率 

約 85％（H25 年度） 95％（R2 年度） 

R3 R4 R5 R6 R7 R8 R9 
 

95%(R2)        継続実施 

関連計画等 

成田市耐震改修促進計画、成田市地域防災計画 

 

 

 

 

 

 

  

事前に備えるべき目標 リスクシナリオ 

小分類 

事業名・担当課 
事業の目的や内容 

指標の名称 

計画期間内(令和 9(2027)年まで)の進捗 

実線：目標値までの期間 

破線：目標値以降～令和 9(2027)年までの期間 

 

※達成率が 100%となった年度以降にも 

線を引いている場合がある。 

関連する計画

や調査名 

現状値・ 

目標値と 

年度 
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目標：１ 被害の発生を抑制することにより人命を保護する 

１－１ 住宅・建物・交通施設等の複合的・大規模倒壊や不特定多数が集まる施設の倒壊に

よる多数の死傷者の発生 

（住宅・建築物の耐震化） 

●建築物耐震化促進事業(建築住宅課) 

耐震改修促進計画に基づき、下記の事業を行う。 

民間建築物については、住宅の耐震診断・改修に対する支援を行うとともに、住宅無料耐震相

談会を実施し、住宅の耐震化促進を図る。 

市が所有する公共建築物については、耐震改修や使用制限等により利用者の安全を確保する。 

その他、法に基づき所定の建築物について、国の財政支援等（住宅・建築物安全ストック形成

事業）を活用し、耐震診断の啓発や、耐震改修の支援等を実施する。 

指標名 現状値 目標値 

住宅の耐震化率 

約 85％（H25 年度） 95％（R2 年度） 

R3 R4 R5 R6 R7 R8 R9 
 

95%(R2)        継続実施 

関連計画等 

成田市耐震改修促進計画、成田市地域防災計画 

指標名 現状値 目標値 

特定建築物の耐震化率 

約 89％（H27 年度） 95％（R2 年度） 

R3 R4 R5 R6 R7 R8 R9 
 

95%(R2)        継続実施 

関連計画等 

成田市耐震改修促進計画、成田市地域防災計画 

 

●各施設管理事業(スポーツ振興課) 

個別施設計画に基づき、施設の改修、更新等の再整備を進め、適切な維持管理を行う。 

指標名 現状値 目標値 

耐震診断実施率及び改修率 

95％（R1 年度） 100％（R3 年度） 

R3 R4 R5 R6 R7 R8 R9 
 

95%(R1) 100 %(R3)  

関連計画等 

防災拠点となる公共施設等の耐震化推進状況調査等について

（R1 調査） 

 

  



 

71 

 

●国際文化会館施設整備事業(文化国際課) 

安心・安全な施設環境を提供するため、国際文化会館大ホール天井部の耐震化を実施する。 

指標名 現状値 目標値 

文化施設の耐震化率（特定

天井の改修） 

1/2(50%)（R2 年度） 2/2(100%)（R5 年度） 

R3 R4 R5 R6 R7 R8 R9 
 

1/2(R2)     2/2(R5)  

関連計画等 

成田市耐震改修促進計画 

 

（避難路等の確保） 

●道路等補修事業(道路管理課) 

道路安全を維持するため、定期点検及び修繕計画に基づいた舗装の修繕、道路施設等の老朽化

対策を行う。 

指標名 現状値 目標値 

トンネル要対策箇所の修繕

率 

0%（R3 年度） － 

R3 R4 R5 R6 R7 R8 R9 
 

0%(R3)         50%(R6)    継続実施 

関連計画等 

トンネル長寿命化修繕計画 

指標名 現状値 目標値 

門型標識要対策箇所の修繕

率 

100%（R1 年度） － 

R3 R4 R5 R6 R7 R8 R9 
 

100%(R1) 継続実施 

関連計画等 

門型標識長寿命化修繕計画 

指標名 現状値 目標値 

道路法面及び擁壁要対策箇

所数 

0 箇所（R3 年度） 1 箇所（R4 年度） 

R3 R4 R5 R6 R7 R8 R9 
 

0 箇所(R3) 1 箇所(R4)      継続実施 

関連計画等 

道路法面及び擁壁修繕計画 
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指標名 現状値 目標値 

舗装修繕要対策箇所数 

32 箇所（R3 年度） 80 箇所（R9 年度） 

R3 R4 R5 R6 R7 R8 R9 
 

32 箇所(R3)                 80 箇所(R9) 

関連計画等 

舗装修繕計画 

指標名 現状値 目標値 

道路照明要対策箇所の整備

率 

33%（R1 年度） 100%（R3 年度） 

R3 R4 R5 R6 R7 R8 R9 
 

33%(R1) 100%(R3) 

関連計画等 

道路照明（ＬＥＤ）修繕計画 

指標名 現状値 目標値 

道路標識要対策箇所数 

0 箇所（R1 年度） 8 箇所（R9 年度） 

R3 R4 R5 R6 R7 R8 R9 
 

0 箇所(R1)                   8 箇所(R9) 

関連計画等 

道路標識修繕化計画 

 

●橋りょう補修事業(道路管理課) 

市が管理する橋梁について定期点検及び長寿命化修繕計画に基づいて修繕を行う。 

指標名 現状値 目標値 

橋梁の健全率 

64%（R3 年度） 82%（R9 年度） 

R3 R4 R5 R6 R7 R8 R9 
 

64%(R3)                    82%(R9) 

関連計画等 

橋梁長寿命化修繕計画 

 

●生活道路整備事業(土木課) 

 

●狭あい道路拡幅整備事業(建築住宅課)  
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（地域防災力の強化） 

●自主防災組織整備事業(危機管理課) 

防災意識のさらなる高揚を図り、自主防災組織の結成を促進するとともに、防災訓練の実施や

防災用品の備蓄など自主防災組織の活動を支援する。 

指標名 現状値 目標値 

自主防災組織の組織数・組

織率 

132 団体・組織率 45.8％（R1 年度） 
161 団体・組織率 55.9％（R5 年度） 

189 団体・組織率 65.6％（R9 年度） 

R3 R4 R5 R6 R7 R8 R9 
 

45.8%(R1)  55.9%(R5)          65.6%(R9) 

関連計画等 

成田市総合計画 第 2 期基本計画 

 

１－２ 密集市街地や不特定多数が集まる施設における大規模火災による多数の死傷者の発生 

（火災予防対策） 

●広報活動及び設置調査(予防課) 

設置が義務化されている住宅用火災警報器の普及率向上を推進する。また、設置済みの警報器

の点検や更新を推進する。 

指標名 現状値 目標値 

住宅用火災警報器の普及率 

73％（R1 年度） 100％（R8 年度） 

R3 R4 R5 R6 R7 R8 R9 
 

73%(R1)                 100%(R8)  

関連計画等 

成田市地域防災計画 
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（住宅・建築物等の耐震化） 

●各施設管理事業(スポーツ振興課)【再掲】 

  

●建築物耐震化促進事業(建築住宅課)【再掲】 

 

●国際文化会館施設整備事業(文化国際課)【再掲】 

 

（消防力の強化） 

●消防団の充実強化(消防総務課) 

消防団協力事業所の拡充など、消防団員の加入しやすい環境を整備するとともに、OB 団員や学

生により構成された機能別消防団(能力や事情に応じて特定の活動にのみ参加する消防団)を導入

するなど、消防団員の確保を図り、訓練計画に基づき訓練を実施し、地域の災害対応力を充実さ

せる。 

指標名 現状値 目標値 

消防団員充足率 

93％（R2 年度） 100％（R9 年度） 

R3 R4 R5 R6 R7 R8 R9 
 

93%(R2)                   100%(R9) 

関連計画等 

成田市行政改革推進計画（令和元年度～令和 3 年度） 

指標名 現状値 目標値 

機能別消防団の導入 

機能別消防団の導入（R2 年度） 訓練の実施（R3 年度） 

R3 R4 R5 R6 R7 R8 R9 
 

訓練の実施(R3)        継続実施 

関連計画等 

成田市行政改革推進計画（令和元年度～令和 3 年度） 

 

●自主防災組織等の充実強化(危機管理課)【再掲】 
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●常備消防力の強化(警防課) 

多種多様化する災害へ対応するため、消防車両及び資機材の整備並びに訓練による消防力の強

化を推進する。 

指標名 現状値 目標値 

消防機器の整備計画 

長期車両整備計画を基に更新 計画通りの更新 

R3 R4 R5 R6 R7 R8 R9 
 

長期車両整備計画を基に更新        計画通りの更新 

関連計画等 

消防力の整備指針 

 

（地域防災力の強化） 

●自主防災組織整備事業(危機管理課)【再掲】 

 

１－３ 突発的又は広域かつ長期的な市街地等の浸水による多数の死傷者の発生 

（避難対策の充実） 

●内水ハザードマップ作成事業(危機管理課、下水道課) 

浸水に関する情報等を解りやすく提供することにより、想定し得る最大規模の内水に対する避

難体制等の充実と強化を図る。 

指標名 現状値 目標値 

内水ハザードマップ策定率 

0％（R3 年度） 100％（R7 年度） 

R3 R4 R5 R6 R7 R8 R9 
 

0%(R3)                   100%(R7) 

関連計画等 

成田市下水道施設耐水化計画（策定予定） 

社会資本総合整備計画（令和３年度～令和 7 年度） 
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（浸水範囲の軽減） 

●準用河川整備事業(土木課) 

集中豪雨や台風による水害に備え、流域の都市化の進展に伴う雨水流出量の増加に対応するた

め、また、市民の潤いの場としての良好な水辺環境を創出するため、市が管理する準用河川１０

河川について、計画的な整備を行い、日常の適切な管理による流下能力の確保に努める。 

指標名 現状値 目標値 

河川維持管理計画作成 

3 河川（H30 年度） 10 河川（R5 年度） 

R3 R4 R5 R6 R7 R8 R9 
 

3 河川(H30)   10 河川(R5)  

関連計画等 

成田市地域防災計画 

成田市公共施設等総合管理計画 

 

●浸水対策事業(下水道課)  

浸水による被害を最小限にするため、下水道（雨水）施設の整備を促進する。 

指標名 現状値 目標値 

浸水対策達成率 

0％（R3 年度） 100％（R7 年度） 

R3 R4 R5 R6 R7 R8 R9 
 

0%(R3)             100%(R7)  継続実施 

関連計画等 

根木名川雨水７号支線・幹線整備事業（整備面積 5.37ha） 

江川雨水 2 号支線・幹線整備事業（整備面積 4.68ha） 

※指標値は上記事業の達成率 

 

（地域防災力の強化） 

●自主防災組織整備事業(危機管理課)【再掲】 
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１－４ 大規模な土砂災害等による多数の死傷者の発生 

（土砂災害防止対策） 

●急傾斜地崩壊対策事業 (土木課) 

急傾斜地の崩壊による災害から市民の生命、財産を守るため、一定規模以上の危険な崖地に対

し、対策工事を行う。 

指標名 現状値 目標値 

急傾斜地崩壊対策事業整備

箇所数 

61 箇所（R2 年度） 64 箇所（R5 年度） 

R3 R4 R5 R6 R7 R8 R9 
 

61 箇所(R2)  64 箇所(R5)     継続実施 

関連計画等 

 

 

●崖地整備費補助事業(土木課) 

 

（地域防災力の強化） 

●自主防災組織整備事業(危機管理課)【再掲】 

 

目標：２ 救助・救急、医療活動が迅速に行われるとともに、被災者等の健康・避難生活環境を

確実に確保する 

２－１ 被災地での食料・飲料水・電力・燃料等、生命に関わる物資・エネルギー供給の停止 

（備蓄品の確保） 

●防災用品備蓄事業(危機管理課) 

地震等の大規模な災害が発生した場合を想定し、計画的に備蓄品や災害時に必要となる資機材

などを購入する。 

指標名 現状値 目標値 

必要数量に対する備蓄数割

合 

50%（R1 年度） 
63%（R5 年度） 

84%（R9 年度） 

R3 R4 R5 R6 R7 R8 R9 
 

50%(R1)    63%(R5)            84%(R9) 

関連計画等 

成田市備蓄計画 
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（交通の確保） 

●幹線道路整備事業(土木課) 

国道や県道、公共施設等との連結的な役割を担う主要な市道を幹線道路として位置付け、成田

市幹線道路網整備計画に基づき計画的に整備することで、市民の利便性、安全性を向上させると

ともに、災害時における物資輸送道路としての機能を確保するなど、都市の骨格の形成を目指す。 

指標名 現状値 目標値 

幹線道路整備完了路線数 
（成田市幹線道路網整備計画におけ

る「路線別整備プログラム」に基づく

路線を対象とする。） 

3 路線（H30 年度） 
13 路線（R5 年度） 

20 路線（R9 年度） 

R3 R4 R5 R6 R7 R8 R9 
 

3 路線(H30)  13 路線(R5)         20 路線(R9) 

関連計画等 

成田市幹線道路網整備計画 

成田市総合計画 第 2 期基本計画 

 

●道路等補修事業、橋りょう補修事業(道路管理課)【再掲】 

 

（断水対策） 

●並木町配水場改修事業(工務課) 

並木町配水場は、並木町地区を中心に市内約７５５ha に給水している。配水池、管理棟、機械・

電気設備の老朽化が進み、耐震性が低い状況にある。また、２０２２年度における水需要予測で

は、計画１日最大送配水量を１万２０００立方メートルとしており、配水ポンプ能力及び配水池

容量の不足が見込まれている。このため、老朽化及び耐震強度に課題のある設備を改築更新し、

新たに配水池を新設し対応する。 

指標名 現状値 目標値 

上水道の配水池耐震化率 

44.7％（R1 年度） 
65.0（R5 年度） 

73.0（R10 年度） 

R3 R4 R5 R6 R7 R8 R9(R10) 
 

44.7%(R1)  65.0%(R5)           73.0%(R10) 

関連計画等 

成田市水道事業ビジョン 

成田市水道事業施設更新計画 
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２－２ 多数かつ長期にわたる孤立地域等の同時発生 

（地域防災力の強化） 

●防災行政無線整備事業(危機管理課)  

騒音地域において貸与している防災行政無線のアナログ波対応戸別受信機をデジタル波対応に

更新し、災害時等に確実な防災・災害情報の伝達を図る。 

指標名 現状値 目標値 

デジタル波対応戸別受信機

への更新 

0 台（R1 年度） 
2,000 台（R3 年度） 

2,000 台（R4 年度） 

R3 R4 R5 R6 R7 R8 R9 
 

0 台(R1) 2,000 台(R3) 2,000 台(R4)      

関連計画等 

成田市総合計画 第 5 次実施計画 

 

２－３ 消防等の被災等による救助・救急活動等の絶対的不足 

（消防力の強化） 

●消防団員の確保対策(消防総務課)【再掲】 

 

●自主防災組織等の充実強化(危機管理課)【再掲】 

 

●常備消防力の強化(警防課)【再掲】 

 

（地域防災力の強化） 

●自主防災組織整備事業(危機管理課)【再掲】 

 

２－４ 想定を超える帰宅困難者の発生、混乱 

（交通の確保） 

●道路補修事業、橋りょう補修事業(道路管理課)【再掲】 

 

２－５ 医療施設及び関係者の絶対的不足・被災、支援ルートの途絶、エネルギー供給の途

絶による医療機能の麻痺 

（交通の確保） 

●幹線道路整備事業(土木課) 【再掲】 

 

●道路補修事業、橋りょう補修事業(道路管理課)【再掲】 
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２－６ 被災地における疫病・感染症等の大規模発生 

（住宅・建築物等の耐震化） 

●建築物耐震化促進事業(建築住宅課)【再掲】 

 

（下水道機能の確保） 

●下水道施設の耐震化事業(下水道課) 

下水道の根幹施設である中継ポンプ場の耐震化を着実に推進し、ポンプ場に直結する重要な幹

線管路等について、管更生による強化や継手性能の向上を図り、地震時における汚水処理機能を

確保する。 

指標名 現状値 目標値 

中継ポンプ場の耐震化達成

率 

1 施設（R2 年度） 3 施設（100%）（R7 年度） 

R3 R4 R5 R6 R7 R8 R9 
 

1 施設(R2)           3 施設(100%)(R7)  

関連計画等 

成田市下水道総合地震対策計画（令和３年度～令和 7 年度） 
中継ポンプ場 3 施設 ※指標値は上記計画の達成率 

指標名 現状値 目標値 

管路対策（管更生）の達成率 

0％（R3 年度） 100％（R7 年度） 

R3 R4 R5 R6 R7 R8 R9 
 

0%(R3)         100%(R7)    継続実施 

関連計画等 

成田市下水道総合地震対策計画（令和 3 年度～令和 7 年度） 
管渠（管更生）L=3.9km ※指標値は上記計画の達成率 

指標名 現状値 目標値 

人孔浮上防止対策の達成率 

0％（R3 年度） 100％（R7 年度） 

R3 R4 R5 R6 R7 R8 R9 
 

0%(R3)             100%(R7)  継続実施 

関連計画等 

成田市下水道総合地震対策計画（令和３年度～令和 7 年度） 
人孔 8 箇所 ※指標値は上記計画の達成率 

指標名 現状値 目標値 

管口可とう化達成率 

0％（R3 年度） 100％（R7 年度） 

R3 R4 R5 R6 R7 R8 R9 
 

0%(R3)             100%(R7)  継続実施 

関連計画等 

成田市下水道総合地震対策計画（令和３年度～令和 7 年度） 
管口 64 箇所 ※指標値は上記計画の達成率 
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●下水道施設の耐水化事業(下水道課) 

河川氾濫時等の災害時に下水道施設が浸水しないよう止水板等により浸水防止対策を講じるな

どの耐水化を図り、下水道施設の汚水処理機能を確保する。 

指標名 現状値 目標値 

中継ポンプ場の耐水化達成

率 

0％（R3 年度） 100％（R7 年度） 

R3 R4 R5 R6 R7 R8 R9 
 

0%(R3)             100%(R7)  

関連計画等 

成田市下水道施設耐水化計画（策定予定） 

社会資本総合整備計画（令和３年度～令和 7 年度） 
中継ポンプ場 1 施設 ※指標値は上記計画の達成率 

 

●下水道 BCP 策定事業(下水道課) 

下水道施設の耐震化及び耐水化のための調査を行い、地震対策及び浸水対策の計画を策定する。

また、被災者の生活空間から下水を速やかに排除、処理を行うために、下水道ＢＣＰに電源喪失

時の対応を盛り込む等の段階的な内容の充実を図る。 

指標名 現状値 目標値 

下水道 BCP 策定率 

策定済(令和 2 年度更新) （毎年度改定） 

R3 R4 R5 R6 R7 R8 R9 
 

策定済(R2 年度更新)       (毎年度改定) 

関連計画等 

成田市下水道総合地震対策計画（令和 3 年度～令和 7 年度） 

成田市下水道業務継続計画（ＢＣＰ） 

 

（地域防災力の強化） 

●自主防災組織整備事業(危機管理課)【再掲】 

 

  



 

82 

 

２－７ 劣悪な避難生活環境、不十分な健康管理による多数の被災者の健康状態の悪化・死

者の発生 

（要配慮者への支援） 

●福祉避難所の設置促進(社会福祉課、危機管理課) 

福祉避難所の設置を促進するとともに、福祉避難所マニュアルを改定し、要支援者のための施

設整備や備品の備蓄など、避難環境の整備を図る。 

指標名 現状値 目標値 

福祉避難所の指定数 

14 施設（R2 年度） － 

R3 R4 R5 R6 R7 R8 R9 
 

14 施設(R2)         継続実施 

関連計画等 

成田市総合保健福祉計画 

福祉避難所運営マニュアル 

 

（地域防災力の強化） 

●自主防災組織整備事業(危機管理課)【再掲】 

 

目標：３ 必要不可欠な行政機能は確保する 

３－１ 市職員・施設等の被災による機能の大幅な低下 

（行政機能の強化） 

●災害対策本部の実施体制の充実強化(危機管理課、消防総務課) 

平時より、災害対策本部員、防災担当責任者及び防災担当者に対する訓練や研修を行うことに

より、災害対策本部における応急対策活動を的確に実施するための体制を構築する。 

指標名 現状値 目標値 

図上訓練の実施 

毎年度 1 回以上 毎年度 1 回以上 

R3 R4 R5 R6 R7 R8 R9 
 

毎年度 1 回以上        継続実施 

関連計画等 

成田市行政改革推進計画（令和元年度～令和 3 年度） 
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（施設・備蓄品の整備） 

●各施設における個別施設計画の策定の推進(企画政策課、施設所管課) 

 

●個別施設計画に基づく施設の長寿命化、修繕等の適切な維持管理の推進(企画政策課、施設所管

課) 

 

●建築物耐震化促進事業(建築住宅課)【再掲】 

 

●小・中学校太陽光発電導入事業(学校施設課) 

新築、増築、建替えや長寿命化改修工事に合わせて、小・中・義務教育学校に太陽光パネル等

を設置し、CO2 排出削減に貢献するとともに、児童生徒が環境に対する学習を行いやすい施設整

備を図る。 

また、太陽光パネルの設置に合わせて蓄電池を整備することで、防災機能の強化を図る。 

指標名 現状値 目標値 

小・中・義務教育学校太陽光

発電整備率 

32.4％（R2 年度） 
58.6％（R5 年度） 

75.9％（R9 年度） 

R3 R4 R5 R6 R7 R8 R9 
 

32.4%(R2)  58.6%(R5)          75.9%(R9) 

関連計画等 

成田市総合計画 第 2 期基本計画 

成田市学校施設長寿命化計画（令和 2 年度策定） 

指標名 現状値 目標値 

小・中・義務教育学校蓄電池

整備率 

23.5％（R2 年度） 
58.6％（R5 年度） 

75.9％（R9 年度） 

R3 R4 R5 R6 R7 R8 R9 
 

23.5%(R2)  58.6%(R5)          75.9%(R9) 

関連計画等 

成田市総合計画 第 2 期基本計画 

成田市行政改革推進計画（令和元年度～令和 3 年度） 

成田市学校施設長寿命化計画（令和 2 年度策定） 

 

（地域防災力の強化） 

●自主防災組織整備事業(危機管理課)【再掲】 
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目標：４ 必要不可欠な情報通信機能・情報サービスは確保する 

４－１ 防災・災害対応に必要な通信インフラの麻痺・機能停止 

（備蓄品の確保） 

●停電発生時における A 重油の供給に関する協定書(管財課)【再掲】 

 

４－３ 災害時に活用する情報サービスが機能停止し、情報の収集・伝達ができず、避難行

動や救助・支援が遅れる事態 

（要配慮者への支援） 

●福祉避難所の指定促進(社会福祉課)【再掲】 

 

（地域防災力の強化） 

●自主防災組織整備事業(危機管理課)【再掲】 

 

目標：５ 経済活動の機能を早期に回復する 

５－２ エネルギー供給の停止による、社会経済活動・サプライチェーンの維持への甚大な

影響 

（交通の確保） 

●幹線道路整備事業(土木課)【再掲】 

 

（備蓄品の確保） 

●停電発生時における A 重油の供給に関する協定書(管財課)【再掲】 

 

５－３ 基幹的交通ネットワークの機能停止による物流・人流への甚大な影響 

（交通の確保） 

●幹線道路整備事業(土木課)【再掲】 

 

●道路補修事業、橋りょう補修事業(道路管理課)【再掲】 

 

５－４ 空港の被災による国際航空輸送への甚大な被害 

（交通の確保） 

●幹線道路整備事業(土木課)【再掲】 
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５－５ 食料等の安定供給の停滞 

（農業活動への支援） 

●排水路整備事業(農政課) 

幹線農業用排水路を整備することにより、乾田化の促進や農作業の効率を上げるとともに、農

村環境の整備を図る。 

指標名 現状値 目標値 

排水路の整備率 

82.3％（H30 年度） 85.0％（R9 年度） 

R3 R4 R5 R6 R7 R8 R9 
 

82.3%(H30)                 85.0%(R9) 

関連計画等 

 

 

（卸売市場施設整備の推進） 

●一般管理に関する経費(卸売市場) 

公設地方卸売市場は、生鮮食料品等の安定的な供給を担う重要な使命を有しているため、大規

模停電時の緊急事態においても、その機能を維持し、早期に機能回復することが求められる。 

このため、緊急事態が生じた場合でも可能な限り市場がその業務を維持・継続できる体制の確

立に向けて、業務継続計画の策定に取り組むとともに、策定後もその更新を含めた適切な運用を

図ることが必要となる。 

業務継続計画書は、市場に重大な影響を及ぼしうる停電発生時において、重要業務を中断させ

ないよう、万一、事業活動が中断した場合でも目標復旧時間内に重要業務を再開させられるよう

各活動について定めるものである。 

指標名 現状値 目標値 

成田市公設地方卸売市場業

務継続計画 BCP【大規模停

電編】の策定 

未策定 （R2 年度策定予定） 

R3 R4 R5 R6 R7 R8 R9 
 

未策定(R2 年度策定予定) 

関連計画等 

成田市地域防災計画及び関連する計画 
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目標：６ ライフライン、燃料供給関連施設、交通ネットワーク等の被害を最小限に留めるとと

もに、早期に復旧させる 

６－２ 上水道等の長期間にわたる供給停止 

（断水対策） 

●管路耐震化工事(工務課) 

将来にわたり安全・安心な水道水の安定供給、適切な汚水処理を継続できるよう、管路の耐震

化や更新を計画的に実施する。 

指標名 現状値 目標値 

上水道の管路耐震化適合率 

57.8％（R1 年度） 59.0％（R5 年度）60.0％（R9 年度） 

R3 R4 R5 R6 R7 R8 R9 
 

57.8%(R1)  59.0%(R5)          60.0%(R9) 

関連計画等 

成田市総合計画 第 2 期基本計画 

成田市水道事業ビジョン 

成田市水道事業施設更新計画 

 

６－３ 汚水処理施設等の長期間にわたる機能停止 

（下水道機能の確保） 

●下水道ストックマネジメント計画実施事業(下水道課) 

下水道施設の老朽化による機能低下を防止するため、ストックマネジメント計画に基づいた維

持管理・更新等を推進することで、災害時における汚水処理機能を確保する。 

指標名 現状値 目標値 

中継ポンプ場の改築更新達

成率 

0％（R3 年度） 100％（R7 年度） 

R3 R4 R5 R6 R7 R8 R9 
 

0%(R2)         100%(R6)    継続実施 

関連計画等 

成田市下水道ストックマネジメント計画（令和 2 年度～令和 6 年度） 

社会資本総合整備計画（令和３年度～令和 7 年度） 

施設更新 4 箇所 ※指標値は上記計画の達成率 

指標名 現状値 目標値 

管渠の改築更新達成率 

0％（R3 年度） 100％（R7 年度） 

R3 R4 R5 R6 R7 R8 R9 
 

0%(R2)         100%(R6)    継続実施 

関連計画等 

成田市下水道ストックマネジメント計画（令和 2 年度～令和 6 年度） 

社会資本総合整備計画（令和３年度～令和 7 年度） 

管更新 L=3.1km，マンホール蓋交換 443 箇所 ※指標値は上記計画の達成率 
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●下水道施設の耐震化事業(下水道課)【再掲】 

 

●下水道ＢＣＰ策定事業(下水道課)【再掲】 

 

（農業集落排水施設の整備） 

●農業集落排水事業（6 地区）(農政課) 

農業集落排水事業は、農業振興地域を対象として、し尿・生活雑排水などの汚水を処理する施

設を整備するもので、下総地区及び大栄地区で実施している。 

指標名 現状値 目標値 

農業集落排水施設の機能診

断実施地区 

機能診断・最適整備構想策定済

（R1 年度） 

左記構想による全修繕工事完了

予定（R42 年度） 

R3 R4 R5 R6 R7 R8 R9 
 

機能診断・最適整備構想策定済(R1)   全修繕工事完了(※R42)  

関連計画等 

成田市生活排水対策推進計画（中間見直し） 

 

（浄化槽の整備） 

●合併処理浄化槽設置整備事業補助金及び維持管理費補助金(環境衛生課) 

合併処理浄化槽はし尿や台所・お風呂などの生活雑排水を併せて処理する浄化槽であり、市で

は、合併処理浄化槽の設置費と維持管理費に補助金を交付している。 

指標名 現状値 目標値 

合併処理浄化槽設置整備事

業補助金設置基数 

35 基（R1 年度補助実績） 80 基/年 

R3 R4 R5 R6 R7 R8 R9 
 

35 基(R1)       80 基/年(R6)    継続実施 

関連計画等 

成田市循環型社会形成推進地域計画 

 

６－４ 陸空の交通インフラの長期間にわたる機能停止 

（交通の確保） 

●幹線道路整備事業(土木課)【再掲】 

 

●道路等補修事業、橋りょう補修事業(道路管理課)【再掲】 
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目標：７ 複合災害・二次災害の拡大を防止する 

７－１ 地震に伴う市街地の大規模火災の発生による多数の死傷者の発生 

（火災予防対策） 

●広報活動及び設置調査(予防課)【再掲】 

  

（救助活動能力の強化） 

●救助活動能力の強化(警防課) 

解体予定建物を活用した救助訓練、千葉県消防学校訓練施設を使用した訓練を行う。 

指標名 現状値 目標値 

高度救助隊発足に伴う資機

材の充実 

高度資機材の習熟及び 

専門知識の習得 
救助隊員教育年間訓練計画 

R3 R4 R5 R6 R7 R8 R9 
 

高度資機材の習熟及び専門知識の習得  救助隊員教育年間訓練計画 

関連計画等 

救助活動に関する基準 第 13 条、14 条、15 条 

 

（地域防災力の強化） 

●自主防災組織整備事業(危機管理課)【再掲】 

 

７－３ ため池、防災インフラ等の損壊・機能不全や堆積した土砂、火山噴出物の流出によ

る多数の死傷者の発生 

（土砂災害防止対策） 

●急傾斜地崩壊対策事業(土木課)【再掲】 

 

●崖地整備費補助事業(土木課)【再掲】 

 

  



 

89 

 

７－５ 農地・森林等の被害による国土の荒廃 

（農地・森林の整備等） 

●県単森林整備事業、森林保全活動推進事業など(農政課、環境計画課) 

森林所有者等を対象に、下刈や枝打ち等の森林の整備に係る経費について補助することにより、

森林の有する多面的機能（水源の涵養や生物多様性の保全等）の高度発揮と地域社会の健全な発

展を図る。 

指標名 現状値 目標値 

森林保全事業の実施総面積 

15.6ha/年（R1 年度） 21.9ha/年（R9 年度） 

R3 R4 R5 R6 R7 R8 R9 
 

15.6ha/年(R1)               21.9ha/年(R9)  

関連計画等 

成田市総合計画 第 2 期基本計画 

 

●里山保全ボランティア研修（R3 より実施予定）(農政課、環境計画課) 

成田市森林整備計画に謳われている、森林ボランティア団体を養成することで、里山の整備を

進め、地域保全機能の維持を図る。 

指標名 現状値 目標値 

里山活動団体の数 

9 団体（R1 年度） 15 団体（R9 年度） 

R3 R4 R5 R6 R7 R8 R9 
 

9 団体(R1)                  15 団体(R9)  

関連計画等 

 

 

目標：８ 地域社会・経済が迅速かつ従前より強靱な姿で復興できる条件を整備する 

８－２ 復興を支える人材等（専門家、コーディネーター、労働者、地域に精通した技術者

等）の不足、より良い復興に向けたビジョンの欠如等により復興できなくなる事態 

（復旧復興体制の整備） 

●災害に係る住家の被害認定調査に関する勉強会(危機管理課、資産税課) 

災害発生時に迅速かつ円滑な建物被害認定調査が実施できるよう理解を深め体制の充実を図る。 

指標名 現状値 目標値 

住家の被害認定調査業務 

課内研修を 2 回程度実施。 
業務の理解を深め体制の充実を

図る。 

R3 R4 R5 R6 R7 R8 R9 
 

課内研修を 2 回程度実施      業務の理解を深め体制の充実を図る 

関連計画等 

災害時職員初動マニュアル（財政部） 
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８－３ 広域地盤沈下等による広域・長期にわたる浸水被害の発生により復興が大幅に遅れ

る事態 

（浸水範囲の軽減） 

●準用河川整備事業(土木課)【再掲】 

 

●浸水対策事業(下水道課)【再掲】 

 

（下水道機能の確保） 

●下水道施設の耐震化事業(下水道課)【再掲】 

 

８－４ 貴重な文化財や環境的資産の喪失、地域コミュニティの崩壊等による有形・無形の

文化の衰退・損失 

（地域防災力の強化） 

●自主防災組織整備事業(危機管理課)【再掲】 
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用語解説 
 

No. 用語 説明 

※１ 持続可能な開発目標

（SDGs） 

「Sustainable Development Goals」の略称。2030 年までに達

成すべき 17 の目標として、2015 年に国連サミットで採択され

た、持続可能でよりよい世界を目指す国際目標。貧困や飢餓をな

くすといった開発途上国への支援をはじめ、クリーンエネルギー

や技術革新といった成長戦略、海洋資源や気候変動といった環境

問題などが目標として掲げられている。 

※２ 脆弱性 一般的には「脆くて弱い性質または性格」のことを指す。国土強

靱化においては特に、「最悪の事態」の回避のために解決が必要

であるような、現状での問題点や課題を指す。 

※３ 狭あい道路 法律上の定義はないが、行政（都道府県・市町村）が使用する場 

合は、主に建築基準法第 42 条第 2 項に規定される幅員 4m 未満

の道路を指す。 

※４ 内水氾濫 市街地に排水能力を超える多量の雨が降り、排水が雨量に追い付

かず建物や土地が水に浸かる現象。 

河川の増水によって排水の役割を担う用水路や下水溝が機能不全

となり、少しずつ冠水が広がる「氾濫型の内水氾濫」と、河川の

水が排水路を逆流して起きる「湛水型の内水氾濫」がある。 

※５ 土砂災害警戒区域 土砂災害は大別して「がけ崩れ」「地すべり」「土石流」の 3 種

類がある。 

土砂災害が発生した場合に、住民の生命または身体に危害が生じ

るおそれがある区域が「土砂災害警戒区域」、その区域の中で、

建物等に損壊が生じ住民の生命または身体に著しい危害が生じる

おそれがある区域が「土砂災害特別警戒区域」に指定される。 

※６ サプライチェーン 供給者から消費者までを結ぶ、調達･製造･配送･販売の業務のつな

がりのこと。 

※７ ＴＥＣ－ＦＯＲＣＥ Technical Emergency Control–FORCE の略で、国土交通省に設

置された「緊急災害対策派遣隊」を意味する。 

大規模な自然災害等に際して、被災自治体が行う被災状況の迅速

な把握、被害の拡大の防止、被災地の早期復旧等に対する技術的

な支援を円滑かつ迅速に実施することを業務とする。 

※８ BCP Business Continuity Plan の略であり、「事業継続計画」もしく

は「業務継続計画」を意味する。 

企業や団体が自然災害などで被災しても、重要な業務を中断させ

ず、仮に中断しても可能な限り短期間で再開させ、中断に伴って

発生する顧客や住民等への被害、それに伴う当該組織への評価や

信頼の低下などから当該組織を守るための経営・危機管理の戦略。 

行政においては、大規模災害時においても必要な住民サービスを

継続できるよう計画を策定する。 

※９ 自立・分散型エネルギ

ー 

従来の、原子力発電所、火力発電所といった大規模な集中型の発

電所で発電し各家庭・事務所等に送電するシステムに対して、地

域において、燃料電池、再生可能エネルギー等を最大限活用し、

災害時等に大規模電源等からの供給に困難が生じた場合でも、自

立的に一定のエネルギー供給を確保できる分散型のエネルギーシ 

ステムを指す。 



 

92 

 

No. 用語 説明 

※10 被災建築物応急危険度

判定 

人命にかかわる二次的災害を防止するため、大地震により被災し

た建築物を調査し、その後に発生する余震などによる倒壊の危険

性や外壁・窓ガラスの落下、付属設備の転倒などの危険性を判定

すること。 

※11 要配慮者 高齢者、障がい者、外国人、乳幼児、妊産婦など、災害時に迅速

かつ的確な行動がとりにくく、配慮を要する者を指す。 

※12 避難行動要支援者 要配慮者のうち、災害が発生し、又はその災害が発生するおそれ

のある場合に自ら避難することが困難な者であって、その円滑か

つ迅速な避難の確保を図るため特に支援を要する者を指す。 

※13 公共施設等総合管理計

画 

自治体が所有する公共建築物および道路や橋などのインフラ資産

を含めた全ての公共施設等を対象として、現状や課題を整理し、

施設の更新、統廃合、長寿命化等、管理に関する基本的な考え方

を定めた計画のこと。 

※14 大規模盛土造成地 盛土造成地のうち、次のいずれかの要件を満たすものをいう。 

①谷埋め型：谷や沢を埋めて造成された土地。盛土をした土地の

面積が 3,000 ㎡以上 

②腹付け型：傾斜面に沿って盛土造成された土地。盛土をする前

の地盤面が水平面に対し 20°以上の角度をなし、かつ、盛土の

高さが５ｍ以上 

※15 幹線道路 地域の主要な地点を結び、道路網の骨格を形成する道路。 周囲に

比較して交通量の多い道路で、高速道路・バイパス道路などの自

動車専用道を含む国道・都道府県道・市道のほか、空港や駅・役

所などに直接つながる道路を指す。 

※16 感震ブレーカー 地震発生時に設定値以上の揺れを感知したときに、ブレーカーや

コンセントなどの電気を自動的に止める器具。感震ブレーカーの

設置は、不在時やブレーカーを切って避難する余裕がない場合、

電気火災を防止するために有効である。 

※17 L アラート 地方公共団体等が発する災害関連情報等を集約し、テレビ、ラジ

オ、携帯電話、インターネット等の多様なメディアを通じて、一

括配信するシステム。 

※18 一時滞在施設 災害時に帰宅が可能になるまで待機する場所がない帰宅困難者を

一時的に受け入れる施設。 

※19 緊急輸送道路 大規模な地震が起きた場合における避難・救助、物資の供給、諸

施設の復旧など広範な応急対策活動を広域的に実施するために指

定された道路。 

千葉県では、高速道路、一般国道及びこれらを連絡する幹線道路

と、これらの道路から県庁や空港、港湾に通じる道路を 1 次路線、

１次路線と市役所、主要な防災拠点を相互に連絡する幹線的な道

路を 2 次路線として指定している。 

※20 PDCA サイクル 計画をたて（Plan）、それを実行し（Do）、内容を評価して（Check）、

改善に結びつけ（Act）、その結果を次の計画（Plan）に活かす、

反復・継続した管理手法。 

このサイクルを繰り返すことによって、計画内容の維持、向上及

び継続的な実施を推進する。 
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